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1．はじめに 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という。）高速増殖原型

炉もんじゅ（以下「もんじゅ」という。）では、平成27年度第1回保安検査（平成27年6月4

日～6月24日）において、機器の故障等が発生した場合に発行され、機器の保修対応及び不

適合処置の管理を行う保修票等について、保安規定に基づき策定された保守管理業務の手順

と異なった手順で実施され長期間履行していなかったことが判明した。原子力機構自ら不適

合事象として、保安検査開始前から改善のための活動に着手していたことや、保安規定の不

履行であるものの、別途電算機上に構築していた保修票管理システムにより実務的には保修

票管理が行われ、実際に保修完了あるいは保修に向けた計画等の検討に着手されていること

を確認したことから、原子炉施設の安全に直ちに影響を及ぼすものではないと判断された。 

しかしながら、保修票等の未処理は約800件（帳票として約2,300枚）に及び、是正処置

等の確認や保安管理上の問題点の確認が実施されなかった等、品質マネジメントシステムが

適切に機能していなかったものと判断されることから保安検査にて「違反」と判定された。 

本件について、もんじゅ所長は平成 27 年 10 月 8 日に安全・核セキュリティ統括部長に

不適合報告書（15-11R3【保修票・暫定措置報告書・保修票完了報告書の未処理について】、

15-35R1【不適合報告書（管理番号 15-11）以外で確認した保修票・暫定措置報告書・保修

票完了報告書の不備について】）を報告した。 

この不適合報告を踏まえ、安全・核セキュリティ統括部長は、「保修票等の処理手順の不

履行に関する根本原因分析チーム（以下「分析チーム」という。）（リーダー：安全・核セキ

ュリティ統括部品質保証課長）を平成 27 年 10 月 16 日に設置した。 

本報告書は、分析チームにおいて実施した根本原因分析の結果及びその結果に基づく必

要な対策の提言について取りまとめたものである。 

 

2．事象の概要 

 平成 27 年 4 月 27 日にプラント保全部保守担当者から保全管理課に保修完了報告書の所

在について、問い合わせがあり、保全管理課で調査したところ、同保修完了報告書が未処理

であることが確認された。これに伴い、同一事象の有無を調査した結果、QMS 文書「保修

票運用手順書」（MQ-830-02）では、「保修票」、「暫定措置報告書」、「保修完了報告書」（以

下「保修票等」という。）は、発行元課から保守担当課へ、保修依頼及び保守担当課から発

行元課へ完了報告が行われるものであるが、プラント保全部の場合は保修票運用手順書に関

与しない保全管理課に保修票等が送付・受理され、受付処理がされた後、プラント保全部内

の保守担当課へ保修票等を配付していた。この保修票等の処理及び配付が滞ることで一部の

保修票等の上覧等が滞っており、平成 25 年から平成 27 年 3 月末の約 2 年間で合計 1,587

枚の保修票等を所持していることが確認された。また、所持している保修票等のうち、上覧

済みであったが、保存責任者に返却していない保修票等が 519 枚、未上覧の保修票等が

1,068 枚であることが確認された。さらに、その中には、プラント保全部マニュアル「保修
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票に関する水平展開・懸案事項管理マニュアル」（MQ-保全-33）で規定する、保修完了後に

確認する水平展開・懸案事項の有無の確認が行われていないものも確認された。 

 本件は、保修票等の記録が管理できていないこと等、所内で保修票運用手順書どおりに業

務が実施されていないことによって発生した。なお、保修票運用手順書においても、保修作

業の完了（暫定完了）が作業票による作業完了で確認されており、保修完了（暫定完了）報

告書が承認されていない状態及び品質保証室長による品質保証上の問題の有無、各主任技術

者による保安管理に関する確認がされていない状態で保修作業完了（管理担当課へのリリー

ス）がなされるなど、不適切な内容であった。 

 保全管理課が保修票等の受理・配付等を実施していたことについては、旧組織プラント第

2 課総括チームでは課内で一括して保修票等の帳票処理を行っていたことから、組織変更

（プラント保全部へ移行）後も、保修票運用手順書の受理・配付等に係る規定は改定せず（受

理・配付等は保守担当課長が実施することになっている）、プラント第 2 課総括チームに相

当する保修計画課（現保全管理課）が受理・配付等を継続していたためであった。この不適

合を受け、もんじゅでは、不適合報告書（15-11【保修票・暫定措置報告書・保修完了報告

書の未処理について】）を平成 27 年 5 月 8 日に発行した。その後、不適合報告書の修正を

行い、15-11R4 を平成 27 年 9 月 30 日に発行した（承認日：平成 27 年 11 月 24 日）。 

 一方、当該不適合報告を受け、平成 27 年 5 月 21 日から平成 27 年 7 月 10 日にて、平成

20 年 12 月 31 日以前に発行した保修未完了の保修票及び平成 21 年 1 月 1 日以降に発行し

た保修票等の全数を調査するとともに、保全管理課で所持していた 1,587 枚の保修票等以外

で上覧の滞りや記載の不備があるもの等の有無について調査した結果、平成 27 年 6 月 8 日

現在（保全管理課調査結果）、17,715 枚としていた全数については、17,178 枚であったこ

と、また、そのうち、不備のある保修票等が 696 枚（合計 408 件、うち 174 件は不適合報

告書 15-11 と重複している）あることを確認した。その結果、不備のある保修票等は不適合

報告書 15-11 以外に 696 枚であることを確定した。また、不適合報告書 15-11 の不備のあ

る保修票等を合計すると平成 27 年 6 月 8 日現在（保全管理課調査結果）で 2,189 枚として

いたところ、最終的に 2,283 枚であった。なお、不備のある保修票等の保修票の件数は、平

成 27 年 6 月 8 日現在（保全管理課調査結果）で確認している 806 件から変更はなかった。

この不適合報告を受け、もんじゅでは、不適合報告書（15-35【不適合報告書（管理番号 15-11）

以外で確認した保修票・暫定措置報告書・保修完了報告書の不備について】）を平成 27 年 8

月 3 日に発行した。その後、不適合報告書の修正を行い、15-35R2 を平成 27 年 9 月 30 日

に発行した（承認日：平成 27 年 11 月 24 日）。 

 保全管理課で所持していた 1,587 枚の保修票等及びそれ以外で上覧の滞りや記載の不備

で発見された 696 枚の合計 2,283 枚が保修票等の処理手順の不履行（以下「保修票等の管

理不備」という。）にあたることが確認された。 
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3．根本原因分析の実施体制 

3.1 分析対象事象の抽出及び分析チームの設置 

安全・核セキュリティ統括部長は、もんじゅから受けた不適合報告を踏まえ、保修票等の

管理不備について、「QS-A05 不適合等の根本原因分析に係る手順」（安全統括部（現安全・

核セキュリティ統括部） 平成 19 年 12 月制定 平成 27 年 7 月改訂）（以下「原子力機構

の分析手順」という。）に従って、本件を「安全に重大な影響を与える事象」として抽出し、

平成 27 年 10 月 16 日に分析チームを設置し、活動を行うこととした（図-1 参照）。安全・

核セキュリティ統括部長は、保修票等の管理不備に関する根本原因分析を実施するにあたり、

分析チームの要員が処遇上の不利益を被らないよう、もんじゅ所長及び所属長に要請し活動

を行うこととした。なお、分析対象のもんじゅ及び関連する部署には、本調査の重要性を認

識し、調査に協力することを要請した（図-2 参照）。 

この他、当該事象に関する情報収集を行うため、中立的な立場で活動が行える範囲でもん

じゅに調査チームを設置した。 

 

3.2 分析チーム体制 

安全・核セキュリティ統括部長は、原子力機構の分析手順に従い、根本原因分析の中立性

を確保するため、分析チームのメンバーを人選した（別添－1 分析チーム構成及び取組み 

参照） 

 

4．分析の進め方 

4.1 分析・調査の方針 

分析チームは、原子力機構の分析手順に従って、以下の対応を行った。 

（1） 調査の方針・課題 

保修票等の管理不備において、組織としての問題が潜在していないかどうかを調査・分

析する。 

調査では、関連する文書、記録等から、客観的な事実を収集するとともに、必要に応じ

て関係者からの聞き取り調査等を実施する。 

また、分析結果から組織として問題が認められた場合、それに対する対策（または検討

事項）について提言する。 

（2） 調査すべき事実関係 

① 保修票等の管理不備に関する事項 

② その他分析チームが必要とした調査事項 
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4.2 採用した分析手法 

分析チームは、根本原因分析に当たり、原子力安全・保安院の「事業者の根本原因分析実

施内容を規制当局が評価するガイドライン」（以下「国のガイドライン」という。）のベース

となった「根本原因分析に対する国の要求事項」に示される「根本原因分析の実施に当たっ

ては、分析主体の中立性、分析結果の客観性及び分析方法の論理性が確保されることを確実

にすること」等を基本として、また、民間規格の「原子力発電所における安全のための品質

保証規程（JEAC4111-2009）の適用指針－原子力発電所の運転段階－」（JEAG4121-2009）

付属書-2「根本原因分析に関する要求事項」の適用指針に適合するよう努めた。 

また、事象に対する時系列の分析を行い、見出された問題点に関して、背後要因を SAFER

（Systematic Approach For Error Reduction）の方法を用いて分析した。この過程で、関

連する文書類の確認、事実関係の調査を実施した。 

SAFER の方法による分析では、頂上事象を起点として、今まで調査した事実に基づき、

何故その事象が発生したのかを辿っていき、背後要因の連鎖構造を明確にするが、その中に

時系列の分析で見出された問題点が全て入っていること、また、それらの背後要因が含まれ

ていることが必要である。単に問題点から出発するのではなく、頂上事象から出発して漏れ

なく事象の背後要因全体を明確にすることが SAFER の方法である。 

さらに、抽出された背後要因の中で、マネジメントの観点から何が大きな要因なのかを究

明し、最終的に直接要因の背後にある組織の要素を含む背後要因（以下「組織の要因」とい

う。）を取り除くために有効な対策について検討する。 

 

5．事象の把握と問題点の整理 

5.1 文書類の調査及び聞き取り調査（データ収集・調査） 

本事象に関して、保修票運用手順書の運用及び関連する作業票管理システム、保修票管理

システム並びに保修票運用手順書に従い適切に管理していた組織改編＊前（プラント第 2課）

での運用状況、組織改編後から保修票等の管理不備を発見するまでの経緯について調査した。 

文書類の調査については、保修票運用手順書等の品質保証に関する文書、引継資料等、保

修票等の運用に関連した文書、記録等について調査した。 

また、関係者に対して聞き取り調査を行った。なお、本報告書には、関係者の個人名は

伏せ、組織の要因を明らかにするために組織名及び役職名を示した。 

＊組織改編：平成 21 年 2 月 27 日（プラント保全部設置） 
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5.2 時系列の整理 

5.1 項による文書類の調査及び関係者への聞き取り調査を基に、誤りを発生させた状況の

他、保修票等の運用に関する状況を整理した（添付資料－1 保修票等の処理手順の不履行に

関する時系列 参照）。 

この時系列は、各時期に行われた業務の流れに沿って、業務に携わった当時の関係者（組

織、担当課長、チームリーダー（TL）及び担当者）が、各業務にどの様に関わったか、当

時どう考えたかの事実関係を整理した。また、この時系列の中で今回の事象に関連すると考

えられる問題点を抽出し、この問題点を 6.1 項の要因分析に反映した。 

（1） 保修票運用手順書及び保修票管理システムの概要 

① 保修票運用手順書の制定及び運用 

プラント第 1 課（現発電課）は、故障した設備の機能・性能を復帰するための修

理作業又は運転の継続による設備の機能の低下もしくは故障が発生するおそれがあ

る場合の点検・調査のため、保修票運用手順書を平成 4 年 9 月 1 日に制定し、保修

作業の仕組みを確立した。 

保修票運用手順書は、「もんじゅ不適合管理要領」に基づき、設備の故障に関する

保修依頼の手続き並びに保修に関わる記録の作成及び保存を行うためのものであり、

同手順書では、保修票等の運用に関する目的、適用範囲の他、保修票の発行基準、

帳票の種類及び流れ、保修の依頼、実施、保修票管理報告並びに文書・記録の管理

について明記している。制定した当時、保守を担当する部署は、放射線管理関係は

安全管理課、プラントに関係する電気設備、機械設備等の保守はプラント第 2 課と

していた。なお、制定した文書では、当該プラント第 2 課の電気や機械等の保守担

当チームを区別することなく、保修票発行元課長、保守担当課長、その他関連部署

として手順を定めていた。保守担当課では、保修票によって保修を依頼された後、

作業票運用手順書に基づき作業票を発行、実際の保修作業を実施し、その結果を受

けて保修完了報告書を作成し保修票発行元課に報告する手順としていた。また、保

修票等の確認において、保守担当課長が、保修票(B)について関係課長、QA グルー

プリーダー、各主任者及び所長等の確認を受けることとなっていた。 

さらに、もんじゅでは、平成 20 年 6 月 12 日に不適合管理要領（現もんじゅ不適

合管理要領）を改正し、不適合管理委員会を設置するとともに、保修票を発行した場

合は、不適合管理委員会で「不適合の管理の要・否」を審議し、グレードⅢ（現在の

C 区分）以上に該当する場合は不適合報告書を作成することを明確にした。また、月

間不適合管理委員会に、保修票管理システムから保修票等の処理状況の情報を抽出し、

報告するようにした。 

② 保修票管理システムの設置及び運用 

平成 10 年 9 月頃、保修票の帳票を作成するシステムとしてプラント第 1 課及びプ

ラント第 2 課の意見を保修票ワーキンググループにより集約し、保修票管理システ
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ムを技術課（運営管理室（現技術総括課））が製作し、管理することととした。当初

は、帳票を作成し、入力された情報のデータ整理及び別に運用している作業票管理シ

ステムの手続きを開始できるトリガーとして保修票管理システムを運用していた。た

だし、保修票管理システムは登録された情報を取りまとめるものであり、実際の保修

票等の記録が手順に従い管理されているかどうかを把握できないものとなっていた。 

なお、保修票管理システムは、運用手順表では、保修票作成は「CPU 処理」と規

定されているが、当該システムの運用を明確にしていなかった。また、システム管理

担当者のための保修票管理システム操作マニュアルは整備されているが、保修票管理

システムを用いて保修票作成の実務を行う担当者のための具体的な手順書はなかっ

た。 

③ 作業票運用手順書の制定及び運用 

プラント第 2 課は、故障した設備の機能・性能を復帰するための修理作業を行う

に当たって、作業上必要な安全措置事項のアイソレーションや現場における保修対象

機器の識別等を確実に行うため、作業票運用手順書を平成 4 年 9 月 1 日に制定した。

当該作業票運用手順書では、作業内容等を登録するため作業票管理システム（平成 9

年 1 月頃から本運用）を利用することについて明確にしている。組織改編後、作業

票運用手順書はプラント保全部保修計画課（現保全管理課）で所管することとなり、

作業票管理システムは運営管理室（現技術総括課）で管理することとなった。 

保修票を発行して作業を行う場合、保修票管理システムで保守担当課の登録を行わ

ないと作業票に保修票の情報を関連付けられないシステムとなっており、保修票に関

連する作業が実施できないようになっている。組織改編前は、プラント第 2 課の総

括チーム（現在の保全管理課の前身）が保修票の受付を行い保修票管理システムで登

録を行うことで作業票と保修票の関連付けが可能となり、保修票に関連する作業が実

施できるようになっていた。しかし、平成 21 年 2 月の組織改編後、総括チームが保

修計画課（現保全管理課）になり保守担当チームが、電気保修課、機械保修課、施設

保全課といった組織になったため、保修票管理システム及び作業票管理システムは各

課で対応するよう変更したものの、保修票をそれぞれの保守担当課で直接受け付けず、

いったん、保修計画課（現保全管理課）で受け付ける運用を行い、現在に至る。 

 

（2） 組織改編前（プラント第 2 課）における保修票等の運用に関する経緯 

プラント第 2 課は、保修票の運用にあたって、保修票完了時における水平展開・

懸案事項の有無を検討し、その処置について規定するため、平成 12 年 7 月 10 日に

「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュアル」を制定した。 

当時の保修票等の流れは次のとおりである。 

① 保修の必要性を発見した課は 3 枚綴りの保修票(A)、(B)及び(C)を保修票管理シス

テムを用いて起案し、故障した機器には識別を行うために「保修票タグ」を取付け、



7 
 

保修票発行元課内で確認をしたのち、所内モーニングミーティング(MM)及び不適

合管理委員会に保修票を付議した。この時点でもんじゅ内の関係者はどのような保

修票が起案されたかを認識することができた。 

② その後、保修票(A)は保修票発行元課で保存し、保守担当課に保修票(B)及び(C)を

渡す仕組みとなっていた。プラント第 2 課が保守担当課となった場合、課内での処

理を円滑に進めるため、リリースされた保修票(B)及び(C)（プラント第 2 課で保修

票を発行した場合は、保修票(A）、(B)、(C)の全て）を総括チームに集約し、保修

票管理システムに登録してから、保修票(B)の処理（上覧）と電気・計装、機械、

土木建築設備等の各チームに保修票(C)を渡していた。本運用は課内の手続きであ

り、保修票運用手順書で明記された仕組みに抵触しない方法で運用されていたが、

プラント第 2 課内に詳細な手順を示したマニュアルはなかった。なお、保修票管理

システムに保修票の内容を登録した時点で当該内容がもんじゅ内の関係者に E メー

ルで配信される仕組みとなっていた。このように、保修票の帳票処理が実施されな

くても保修票の内容が分かる仕組みとなっていた。 

③ 保修票(C)を受領した保守担当課（プラント第 2 課では各チーム）は作業票を発行

し、保修作業を実施する。なお、保修票に関連する作業を実施するためには、作業

票を起案する際に「作業票管理システム」に、関連する保修票(C)の情報を登録す

ることによって起案した作業票にて保修作業が実施できるようになるが、この際に

保守担当課が保修票(C)を受領していなくても保修票管理システムから必要な情報

を入手しでき、システムへの登録が行え、保修作業が実施可能な仕組みとなってい

た。 

④ 保修作業が完了した後に保守担当者が作業の完了状況を当直長へ報告することによ

って機器のリリースを行う。この際に機器に識別のため取付けた「保修票タグ」を

取り外す。その後に保守担当課は保修完了報告書（暫定措置の場合は暫定措置報告

書）を作成し、保修完了(暫定措置)報告書(A)は、保守担当課にて保存し、保修完了

（暫定措置）報告書(B)は各主任者及び各部室長の確認を受けた後に資料センター

（所管は、運営管理室（現技術総括課））が保存する。また、同報告書(C)は保修票

発行元課が確認を行い、保存する。 

 

（3） 組織改編時（プラント保全部設置）における保修票等の運用に関する経緯 

平成 21 年 2 月 27 日の組織改編に伴い、プラント保全部が設置されたことから、

組織体制の変更に伴う運用手順書の改正がなされた。 

保修票運用手順書を所管する発電課（旧プラント第 1 課）は、組織改編にあたり、

保修計画課（旧プラント第 2 課）に対して組織改編による手順の改正の必要性を確

認したが、特に変更指示はなかった。また、旧プラント第 2 課総括チームで保修票

の管理を行っていた手順について、改編後は保修計画課（現保全管理課）で受理し、
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処理することとした。発電課では、保修計画課（現保全管理課）からプラント保全

部内の保守担当課に保修票等を振り分ける業務は、保修計画課（現保全管理課）の

役割（部内の各課を取りまとめる業務）から問題のないこと、また、保修計画課（現

保全管理課）が関与しても実質的に保修の依頼が保守担当課にリリースされること

から、保修票運用手順書としても齟齬は無いと考え、保修票運用手順書の改訂を行

わなかった。以後、発電課では、定期的に保修票運用手順書の文書レビューを行っ

ているが、レビュー結果では、実際の手順との齟齬は無いとしていた。 

一方、プラント保全部は、旧プラント第 2 課からプラント保全部に組織が改編さ

れたことに伴い、部内の手順が変更となったが、保修計画課（現保全管理課）で受

理した保修票等は、受付手続きをしたのち、保守担当課に引き渡すことから、一部

手順が加わるものの保修票運用手順書の手順と齟齬は無いと考え、発電課に対して

保修票運用手順書の改正を依頼せず、保修票の運用に係るプラント保全部内のマニ

ュアルについても作成しなかった。 

この時、保修計画課（現保全管理課）、保修票発行元課及び保守担当課は保修票運

用手順書に基づき保修票等の処理を行うべきであったが、保修票運用手順書で明記

された手順と異なることに気が付いてなかった（問題事象 2）。 

 

（4） 保修票等の管理不備が散見された時期の経緯 

保修計画課（現保全管理課）では、平成 21 年 2 月から 2 名が分担して保修票等

の処理を行っていたが、平成 25 年 7 月 1 日からは担当者 A が１名で処理を行って

いた。なお、組織改編が行われる以前から、保修票等の手続きが適切に実施してい

ることを確認するため、旧プラント第 2 課及び組織改編後ではプラント保全部内の

各課が保修票発行元課又は保修担当課となる保修票等の(A)から(C)が確実に処理

されていることを自主的に確認していたが、担当者Aが1人で対応に当たっていた。 

保修計画課（現保全管理課）担当者 A は、保修票運用手順書にない手順で保修票

等の処理を実施していたが、徐々に帳票を回付する処理ができない状況となってい

った。担当者 A は、保修票管理システムへの入力は適宜実施していたため、保守担

当課は保修票が届かなかったとしても保修票管理システムに入力された情報から作

業票が発行され、作業が実施できたことから、保修票等の処理が遅れても大きな問

題でないと思った。また、担当者 A は、保守担当課等からも保修票等の回付が遅滞

していることについての苦情がなかったことから、保修票等の処理は後で対応すれ

ばよいと考え、TL に報告していなかった。 

この時、保修計画課（現保全管理課）担当者 A は、プラント保全部の窓口業務と

して、保修票運用手順書に定めのない保修票等の受付・配付業務を実施し、保存責

任者へ返却していない保修票等及び未上覧の保修票等を所持し、保修票等の処理を

実施していなかった（問題事象 1）。 
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また、保修票管理システムに入力されていることから、プラント保全部の保守担

当課（機械保修課、施設保全課、電気保修課、燃料環境課）及び安全管理課の担当

者は、保修票(C)を確認していないにも関わらず、作業票を発行し作業に着手した

（問題事象 3）。 

保修票等の処理が遅滞してきた時期の課長及び TL は、担当者 A が実施している

業務は把握していたが、保修票等の処理は軽度な事務処理であり、業務量としても

過多となるものではなくスムーズに処理できるものと思い、業務の進捗状況を把握

していなかった。また、月間不適合管理委員会に保修票等の処理状況が報告され、

適切に実施されている内容の資料（保修票管理システムの出力であり、保修票等の

帳票が適切に処理されていることを示すものではない。）を確認していること、本人

からも保修票等の処理が遅滞していることの報告がなかったことから、気が付かな

かった。 

発電課は、発電課が発行した保修票に関して処理が完了したかどうかについてチ

ェックする仕組みを課のマニュアルとして明確にしていた。また、その一環で、処

理の状況を定期的に把握し所属長や当直長に報告する仕組みとしていた。平成 26

年 10 月頃から保修票の処理が遅滞していることに気が付き、保修計画課（現保全管

理課）の担当者 A に問い合わせをしていた。平成 27 年 1 月頃には、発電課管理チ

ームの TL 及び担当は、保修完了報告書の未受領分がこれまでと比較して多く確認

されてきたことを疑問に持ち、保全管理課担当者 A が事務処理を滞らせていると考

え、本人の机を調査したところ、多数の保修票等が処理されずに積まれている状態

であることを確認した。発電課管理チームの TL 及び担当は、発電課が必要とする

保修完了報告書(C)のみを回収するとともに、保修票等が遅滞していることについ

て、当時の保全管理課長に組織として対応するよう口頭でコメントした。その後、

発電課が発行した保修票等に関しては遅滞なく処理されていたが、他の保修票等は

処理が滞っていた。 

平成 27 年 4 月 27 日、電気保修課から保全管理課に保修完了報告書の所在につい

て問い合わせがあり、保全管理課内で調査した結果、担当者 A が同保修完了報告書

を所持していることを確認した。保全管理課において、同一事象の有無を確認する

ため、担当者 A の机を調査したところ、未処理・未上覧の保修票等を合計 1,587 枚

を発見した。所持している保修票等のうち、上覧済みであったが、保存責任者に返

却していない保修票等が 519 枚、未上覧の保修票等が 1,068 枚であった。これを受

け保全管理課において一部の保修票等の処理がなされていなかったことについて、

不適合報告書 15-11 を発行した。 

 

（5） 各課において保修票等が適切に保管されていなかった状況 

保全管理課において、一部の保修票等の処理がなされていなかったことを受けて、
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平成 27 年 5 月 21 日から平成 27 年 7 月 10 日までの期間で関係部署を対象に関連す

る記録の保存状況を確認した。その結果、保修票等のうち、保修票の(A)は発行元

課、(B)は資料センター（運営管理室（現技術総括課））、(C)は保守担当課が、暫定

措置報告書及び保修完了報告書の(A)は保守担当課、(B)は運営管理室（現技術総括

課）、(C)は発行元課が保存部署となっているが、保存されていた保修票等の(A)、

(B)及び(C)のうち一部について、プラント保全部保守担当課（機械保修課、施設保

全課、電気保修課、燃料環境課）の担当者は、保修完了報告書の一部に水平展開の

必要性及び懸案事項の有無を記載せずに記録として保管していた（問題事象 4）。 

保修票発行元課の担当者、保守担当課の担当者及び保修票等の B 票の保存担当部

署の担当者は、保修票等の一部に関係者の未確認（未押印）の状態で記録を保存し

ていた。また、一部の保修票等については、未保存の状態であった（問題事象 5）。 

これを受け保全管理課は、保守担当課等において一部の保修票等が適切に保管さ

れていなかったこと、保管されていた一部の保修票等について、必要事項の未記入

及び関係者の未確認（未押印）が散見されたことについて、不適合報告書 15-35 を

発行した。 

 

（6） 保修票等の手続きに関する教育 

プラント保全部では、平成 26 年 2 月 19 日から 2 月 20 日及び平成 26 年 9 月 24

日から 9 月 25 日に各課を対象に保修票等の手続きに関する教育を実施している。

しかし、実際の手続きである保修計画課（現保全管理課）が受付けして処理するこ

とに関して、その齟齬に誰も気が付かず、実施した教育が活かされていなかった。 

 

5.3 分析対象とする頂上事象の選定 

5.2 項の時系列の整理の結果及び「保修票等の管理不備」を基に以下の項目を頂上事象と

した。 

【頂上事象】 

もんじゅでは、「保修票」、「暫定措置報告書」、「保修完了報告書」（以下「保修票等」

という。）の処理手順として自ら定めた QMS 文書「保修票運用手順書」及び「保修票

に関する水平展開・懸案事項管理マニュアル」に基づく保修票等の確認がなされてお

らず、記録として保管されていなかった（不適合報告書 15-11、15-35） 

 

5.4 組織の要因の視点 

組織の要因の分析を進める過程で、組織の要因が重要な因子と考えられる事項を抽出する

こととした。また、前述の SAFER の方法では、分析を進める際の視点が示されていない

ため、組織の要因の分析の視点については、「国のガイドライン」に参考として示されてい

る「根本原因分析における組織要因の視点」及びその具体的な内容が示された旧独立行政法
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人 原子力安全基盤機構(JNES) の組織要因表（JOFL：JNES Organizational Factors List）

を参照することとした。 

 

6．分析の結果   

6.1 保修票等の確認がなされず記録として保管されていなかったことに関する分析 

5.3 項で選定した【頂上事象】「もんじゅでは、「保修票」、「暫定措置報告書」、「保修完了

報告書」（以下「保修票等」という。）の処理手順として自ら定めた QMS 文書「保修票運用

手順書」及び「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュアル」に基づく保修票等の確

認がなされておらず、記録として保管されていなかった（不適合報告書 15-11、15-35）」に

対し、5.1 項及び 5.2 項を踏まえ要因を掘り下げて分析を実施した（添付資料－2 保修票等

の処理手順の不履行に関する要因分析図 参照）。 

この頂上事象に対する主たる 5 つの問題事象に対して、次のように直接要因を明らかに

し、その背後にある組織の要因を分析した。 

(1) 問題事象１に関する要因分析 

保修計画課（現保全管理課）担当者 A は、プラント保全部の窓口業務として、保修

票運用手順書に定めのない保修票の受付・配付業務を実施し、保存責任者へ返却して

いない保修票等及び未上覧の保修票等を所持し、保修票等の処理を実施していなかっ

た 

直接要因 1： 

保修計画課（現保全管理課）担当者 A は、保修票運用手順書に規定のない業務である

受理した保修票等の処理を運用として行っており、当時の運用に従えば保修票管理シ

ステムに入力後に保修票等を速やかに保守担当課へ渡すべきであったが、保修票管理

システムへ各課の ID を用いてログインし、受付業務は完了しており現場作業が開始で

きることから、保修票等の帳票の処理は遅滞してもよいと誤認した 

保修計画課（現保全管理課）担当者 A は、保守管理業務の中で保修票等の位置付け

や重要性を理解して保修票等の処理が滞った際に、上司に相談すべきであったが、保

修票等の重要性を理解せず、一方で保修票等の帳票の処理が完了していなくても作業

が進捗する状況から保修票等の処理を速やかに完了させるという意識が希薄だったこ

とが聞き取り等により確認されている。 

この組織の要因として、「保修計画課（現保全管理課）TL、課長は、担当者に対して

保修票の重要性及び保修票等の処理に関する注意事項を教育すべきであったが、ルー

チン業務であり、処理をこなせばよいと考え、業務の重要性や速やかな処理を理解し

て確実にできるような教育を実施していなかった」（組織の要因 1）ことが挙げられる。 

また、保修計画課（現保全管理課）TL、課長は、保修計画課（現保全管理課）担当

者 A が保修票等を大量に所持し、他課が実施すべき業務を滞らせていたことに気が付

くべきであったが、これに気付かなかったことが聞き取り等により確認されている。 
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この組織の要因として、「保修計画課（現保全管理課）TL、課長は、保修票等の処理

作業を確実に実施するよう担当者をフォローすべきであったが、保修票等の処理状況

を確認しない等、保修票等の作業を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理

に関するラインとしてのフォローやチェックができていなかった」（組織の要因 2）こ

とが挙げられる。 

加えて保修計画課（現保全管理課）TL、課長は、定めた手順を遵守した上で、保修

計画課（現保全管理課）が保修票等の処理に係る窓口業務を行うこと及び保修票管理

システム利用について、その手順を変更する場合は、QMS の中で位置付けて管理する

べきであったが、プラント保全部の窓口業務を行う保修計画課（現保全管理課）が本

来やるべきものとして、改めて手順に明確にする必要はないこと、保修票管理システ

ムに関しては、データの整理に利用するものであるため保修票等の手続きには直接関

連せず、保修票等の処理ができていればよいと考え、管理していなかったことが関係

者からの聞き取り等により確認されている。 

この組織の要因として「プラント保全部は、定めた手順を遵守した上で、保修計画

課（現保全管理課）が窓口業務を行うこと及び保修票管理システム利用について、手

順を変更する場合は、保修票運用手順書またはプラント保全部内のマニュアル等で見

直す必要があったが、保修票等の処理業務について保守担当課に引き渡す前の前処理

でありプラント保全部の計画及び管理を行う保修計画課（現保全管理課）の業務の一

つであるとして当該手順書や部内マニュアルの制定等の見直しを行っておらず、QMS

の維持管理に関する理解が不足していた」（組織の要因 3）ことが挙げられる。 

 

直接要因 2： 

保修票発行元課担当者は、保修票運用手順書に基づき、自課で発行した保修票等を保

守担当課へリリースすべきであったが、保修票運用手順書に定めのない保修計画課（現

保全管理課）へこれまでの運用に従い渡していた 

プラント保全部の各課（機械保修課、施設保全課、電気保修課、燃料環境課）の発

行担当者は、QMS 文書である保修票運用手順書の定めと異なった管理を行っている認

識がなかったこと、安全管理課の発行担当者は、ルールに基づき保守担当課へ持参し

たが、保修計画課（現保全管理課）の保修票担当で受付されるので担当者へ提出する

よう言われたため、保修計画課（現保全管理課）へ提出することとしたこと及び発電

課の管理チームの引継書では、「保修票(B)及び(C)票を渡す 保修計画課：担当者」と

記載されており、本来であれば、保守担当課へ渡す手順となっているにも関わらず、

保守担当課を保修計画課（現保全管理課）に読み替えるといった誤った引き継ぎを行

っていたことが聞き取り等により確認されている。 

この組織の要因として、「プラント保全部の各課、安全管理課及び発電課は、保修票

等に関連する業務について、保修票運用手順書に従い保修票等の処理を実施すべきで
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あったが、慣例で保修計画課（現保全管理課）が実施するものと考えており、定めた

マニュアルを遵守する意識の共有が図られていなかった」（組織の要因 4）及び「プラ

ント保全部の各課、安全管理課及び発電課では、保修票等に関連する業務について、

保修票運用手順書に従い保修票等の手続きを実施すべきであったが、関係者が理解し

て確実にできるような教育が不足し、保修票等の手続きを遵守する意識の共有が図ら

れていなかった」（組織の要因 5）ことが挙げられる。 

 

(2) 問題事象 2 に関する要因分析 

保修計画課（現保全管理課）、保修票発行元課及び保守担当課は保修票運用手順書に

基づき保修票等の処理を行うべきであったが、保修票運用手順書で明記された手順と

異なることに気が付いてなかった 

直接要因 3： 

保修計画課（現保全管理課）TL、課長は、保修票運用手順書に基づき保修票発行元課

及び保守担当課により保修票等の処理を行うべきであったが、手順と異なることが間

違っているという認識がなかった 

保修計画課（現保全計画課）及び発電課は、平成 21 年 2 月にプラント第 2 課からプ

ラント保全部への組織改編があった際、保修票運用手順書における関係部署の役割等

を含めて見直しをすべきであったが、保修票等の処理が結果的に保守担当課で行われ

るものと理解し、保修票等の処理の方法について具体的な検討を怠ったことが聞き取

り等により確認されている。 

この組織の要因として、「プラント保全部は、組織改編等により保修票等の手続きに

関する手順を検討した際に実態に即した手順を明文化すべきだったが、手順を見直し

明文化しなかった等、QMS の維持管理に関する対応が不足していた」（組織の要因 6）

ことが挙げられる。 

 

(3) 問題事象 3 に関する要因分析 

プラント保全部の保守担当課（機械保修課、施設保全課、電気保修課、燃料環境課）

及び安全管理課の担当者は、保修票(C)を確認していないにもかかわらず、作業票を発

行し作業に着手した 

直接要因 4： 

プラント保全部の保守担当課の担当者及び安全管理課の担当者は、保修票(C)が確認で

きてから作業票を発行し作業に着手すべきであったが、不適合管理委員会での保修票

起案の紹介、保修票発行元課が保修票管理システムに登録したことによる E メールの

配信を受けて、作業票を発行し、作業に着手できるといった誤った認識を持っていた 

プラント保全部の保守担当課の担当者及び安全管理課の担当者は、保修票(C)が確認

できてから作業票を発行し作業の着手を行うべきであっただったが、すでにシステム
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上では保修票の発行が確認できることから作業票を発行し、作業してよいと考えたこ

とが聞き取り等により確認されている。 

この組織の要因として、「プラント保全部保守担当課長及び安全管理課長は、保修票

等に関連する業務については、保修票運用手順書等に従い記録の保管部署として記録

の確認を確実に実施すべきであったが、記録の確認及び保管を担当者に任せっきりに

しており、保修票等の処理に関するラインとしてのフォローやチェックができていな

かった」（組織の要因 7）及び既出の組織の要因 4、組織の要因 5 が挙げられる。 

 

(4) 問題事象 4 に関する要因分析 

プラント保全部保守担当課（機械保修課、施設保全課、電気保修課、燃料環境課）

の担当者は、保修完了報告書の一部に水平展開の必要性及び懸案事項の有無を記載せ

ずに記録として保管していた 

直接要因 5： 

プラント保全部保守担当課の担当者は、「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニ

ュアル」に従い、水平展開の必要性及び懸案事項の有無を記載すべきであったが、一

部の保修完了報告書(A)について当該事項の記載をせず処理を怠った 

プラント保全部保守担当課の担当者は、「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マ

ニュアル」に従い、水平展開の必要性及び懸案事項の有無を記載すべきだったが、水

平展開の必要性や懸案事項の有無について記載する意識が希薄だったことが聞き取り

等等により確認されている。 

この組織の要因として、「プラント保全部の保守担当課長は、「保修票に関する水平

展開・懸案事項管理マニュアル」に従い、記録の保管部署として必要な確認を確実に

実施すべきであったが、記録の確認を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処

理に関するラインとしてのフォローやチェックができていなかった」（組織の要因 8）

及び既出の組織の要因 4、組織の要因 5 が挙げられる。 

 

(5) 問題事象 5 に関する要因分析 

保修票発行元課の担当者、保守担当課の担当者及び保修票等の B 票の保存担当部署

の担当者は、保修票等の一部に関係者の未確認（未押印）の状態で記録を保存してい

た。また、一部の保修票等については、未保存の状態であった 

直接要因 6： 

プラント保全部の保守担当課（機械保修課、施設保全課、電気保修課、燃料環境課）

及び安全管理課の担当者は、保管すべき保修票等について、確認すべき者が確認（押

印）し定められた期間記録として保存すべきであったが、一部の保修票等について押

印がない状態及び記載事項が抜けた状態で保存されていることに気が付かなかった 

プラント保全部保守担当課及び安全管理課の担当者は、作業は既に完了しており、
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連絡するだけの記録であるため、関係者の確認（押印）や必要な期間保存することに

ついて、確認する意識が希薄だったことが聞き取り等により確認されている。 

この組織の要因として、「プラント保全部保守担当課長及び安全管理課長は、保修票

運用手順書に従い、記録の保管部署として必要な確認を実施すべきであったが、記録

の確認及び保管を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理に関するラインと

してのフォローやチェックができていなかった」（組織の要因 9）及び既出の組織の要

因 4、組織の要因 5 が挙げられる。 

また、保修計画課（現保全管理課）担当者 A は、「保修票に関する水平展開・懸案事

項管理マニュアル」に従い、部長の押印欄のゴム印を押し、プラント保全部へ回覧す

べきであったが、部長の押印欄のゴム印を押さず、プラント保全部長へ上覧を失念し

たことが聞き取り等により確認されている。 

この組織の要因として、「保修計画課長（現保全管理課長）及び TL は、保修票等の

処理作業を確実に実施するよう担当者をフォローすべきであったが、保修票等の処理

状況を確認しない等、保修票等の作業を担当者に任せっきりにしており、保修票等の

処理に関するラインとしてのフォローやチェックができていなかった」（組織の要因 10）

及び既出の組織の要因 4、組織の要因 5 が挙げられる。 

 

直接要因 7： 

保守担当課及び保修票発行元課の担当者は、保存すべき保修票等について、定められ

た期間記録として保存すべきであったが、一部の保修票等について未保存の状態であ

ることに気が付かなかった 

保守担当課及び保修票発行元課の担当者は、作業は既に完了しており、連絡するだ

けの記録であるため、必要な期間保存することについて、確認する意識が希薄だった

ことが聞き取り等により確認されている。 

この組織の要因として、「発電課長及び保修票発行元課長は、保修票運用手順書に従

い、記録の保管部署として必要な確認を実施すべきであったが、記録の保管を担当者

に任せっきりにしており、保修票等の処理に関するラインとしてのフォローやチェッ

クができていなかった」（組織の要因 11）及び既出の組織の要因 4、組織の要因 5 が挙

げられる。 

 

直接要因 8： 

運営管理室長（現運営管理部長）は、保修票運用手順書に従い保修票等の B 票につい

て関係者が確認していることを確認してから記録を保管すべきであったが、各課が直

接資料センター（技術総括課）に保管を依頼していたため、一部の記録の不備につい

て気が付かなかった 

運営管理室長（現運営管理部長）は、保管する記録の上覧が確実になされたことを
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確認してから保管すべきだったが、運営管理室（現技術総括課）は、記録を保管する

場所を提供している役割であり、資料センターに持ち込まれた保修票等の B 票を持ち

込んだ者が確認して保管依頼をしているので、運営管理室（現技術総括課）として確

認する必要はないと思っていたことが聞き取り等により確認されている。 

この組織の要因として、「運営管理室（現運営管理部）では、保修票等に関連する業

務について、保修票運用手順書に従い保修票等の手続きを実施すべきであったが、関

係者が理解して確実にできるような教育が不足し、保修票等の手続きを遵守する意識

の共有が図られていなかった」（組織の要因 12）及び「運営管理室長（現運営管理部長）

は、保管する記録の上覧が確実になされたことを確認すべきであったが、記録の確認

を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理に関するラインとしてのフォロー

やチェックができていなかった」（組織の要因 13）ことが挙げられる。 

また、プラント保全部の各課（機械保修課、施設保全課、電気保修課、燃料環境課）

の保修票発行担当者は、保修票運用手順書に従い保修票等の B 票について運営管理室

（現運営管理部）に提出すべきだったが、保管場所が資料センターであったため、直

接持ち込めばよいと考えたことが関係者からの証言等により確認されている。 

この組織の要因として既出の組織の要因 4、組織の要因 5 が挙げられる。 

 

6.2 組織の要因の検討（改善すべき組織の要因の決定） 

6.1 項の要因分析を踏まえ、国のガイドラインの「根本原因分析における組織要因の視点」、

「JNES の組織要因表（JOFL）」を参考に、抽出した要因（組織の要因）を分類、整理し

た。その結果、組織の要因 1 から組織の要因 13 の全ての組織の要因が中間管理要因に該当

した。 

（1）中間管理要因 

① 組織の要因 1：保修計画課（現保全管理課）TL、課長は、担当者に対して保修票の

重要性及び保修票等の処理に関する注意事項を教育すべきであったが、ルーチン業

務であり、処理をこなせばよいと考え、業務の重要性や速やかな処理を理解して確

実にできるような教育を実施していなかった（4-7-4 教育・訓練） 

② 組織の要因 2：保修計画課（現保全管理課）TL、課長は、保修票等の処理作業を確

実に実施するよう担当者をフォローすべきであったが、保修票等の処理状況を確認

しない等、保修票等の作業を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理に関

するラインとしてのフォローやチェックができていなかった（4-7-1 役割・責任） 

③ 組織の要因 3：プラント保全部は、定めた手順を遵守した上で、保修計画課（現保

全管理課）が窓口業務を行うこと及び保修票管理システム利用について、手順を変

更する場合は、保修票運用手順書又はプラント保全部内のマニュアル等で見直す必

要があったが、保修票等の処理業務について保守担当課に引き渡す前の前処理であ

りプラント保全部の計画及び管理を行う保修計画課（現保全管理課）の業務の一つ
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であるとして当該手順書や部内マニュアルの制定等の見直しを行っておらず、

QMS の維持管理に関する理解が不足していた（4-2-3 ルールの維持管理） 

④ 組織の要因 4：プラント保全部の各課、安全管理課及び発電課は、保修票等に関連

する業務について、保修票運用手順書に従い保修票等の処理を実施すべきであった

が、慣例で保修計画課（現保全管理課）が実施するものと考えており、定めたマニ

ュアルを遵守する意識の共有が図られていなかった（4-2-2 ルールの遵守） 

⑤ 組織の要因 5：プラント保全部の各課、安全管理課及び発電課では、保修票等に関

連する業務について、保修票運用手順書に従い保修票等の手続きを実施すべきであ

ったが、関係者が理解して確実にできるような教育が不足し、保修票等の手続きを

遵守する意識の共有が図られていなかった（4-7-4 教育・訓練） 

⑥ 組織の要因 6：プラント保全部は、組織改編等により保修票等の手続きに関する手

順を検討した際に実態に即した手順を明文化すべきであったが、手順を見直し明文

化しなかった等、QMS の維持管理に関する対応が不足していた（4-2-3 ルールの

維持管理） 

⑦ 組織の要因 7：プラント保全部保守担当課長及び安全管理課長は、保修票等に関連

する業務については、保修票運用手順書等に従い記録の保管部署として記録の確認

を確実に実施すべきであったが、記録の確認及び保管を担当者に任せっきりにして

おり、保修票等の処理に関するラインとしてのフォローやチェックができていなか

った（4-7-1 役割・責任） 

⑧ 組織の要因 8：プラント保全部の保守担当課長は、「保修票に関する水平展開・懸

案事項管理マニュアル」に従い、記録の保管部署として必要な確認を確実に実施す

べきであったが、記録の確認を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理に

関するラインとしてのフォローやチェックができていなかった（4-7-1 役割・責任） 

⑨ 組織の要因 9：プラント保全部保守担当課長及び安全管理課長は、保修票運用手順

書に従い、記録の保管部署として必要な確認を実施すべきであったが、記録の確認

及び保管を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理に関するラインとして

のフォローやチェックができていなかった（4-7-1 役割・責任） 

⑩ 組織の要因 10：保修計画課長（現保全管理課長）及び TL は、保修票等の処理作業

を確実に実施するよう担当者をフォローすべきであったが、保修票等の処理状況を

確認しない等、保修票等の作業を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理

に関するラインとしてのフォローやチェックができていなかった（4-7-1 役割・

責任） 

⑪ 組織の要因 11：発電課長及び保修票発行元課長は、保修票運用手順書に従い、記

録の保管部署として必要な確認を実施すべきであったが、記録の保管者を担当に任

せっきりにしており、保修票等の処理に関するラインとしてのフォローやチェック

ができていなかった（4-7-1 役割・責任） 
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⑫ 組織の要因 12：運営管理室（現運営管理部）では、保修票等に関連する業務につ

いて、保修票運用手順書に従い保修票等の手続きを実施すべきであったが、関係者

が理解して確実にできるような教育が不足し、保修票等の手続きを遵守する意識の

共有が図られていなかった（4-7-4 教育・訓練） 

⑬ 組織の要因 13：運営管理室長（現運営管理部長）は、保管する記録の上覧が確実

になされたことを確認すべきであったが、記録の確認を担当者に任せっきりにして

おり、保修票等の処理に関するラインとしてのフォローやチェックができていなか

った（4-7-1 役割・責任） 

 

 

6.3 分析結果に対する必要な対策の提言 

6.1 項の要因分析及び 6.2 項の組織の要因の検討を踏まえ、組織の要因を防止するために

必要な対策を次のとおり提言する。また、直接要因及び組織の要因とその対策の関係を整理

した（添付資料－3 根本原因分析結果の整理表 参照）。なお、「高速増殖炉もんじゅにお

ける点検間隔等の変更に係る保守管理上の不備に関する根本原因分析結果の報告書」（以下

「RCA 報告書」という。）で抽出した「組織の要素を含む背後要因」及び「「対策の提言」

と同様の内容であるか、その関連性を確認した。 

 

組織の要因 1： 

保修計画課（現保全管理課）TL、課長は、担当者に対して保修票の重要性及び保修票

等の処理に関する注意事項を教育すべきであったが、ルーチン業務であり、処理をこ

なせばよいと考え、業務の重要性や速やかな処理を理解して確実にできるような教育

を実施していなかった（4-7-4 教育・訓練） 

【対策提言 1】 

 保修計画課（現保全管理課）TL 及び課長は、当該業務は単にプラント保全部内の保守

担当課に振り分けるだけの作業であり、保修票の意味や重要性を担当者に説明せず、単

純作業として扱っていた。どのような作業であっても業務には意味があり、それを理解

させて業務を行わせることが管理を行う上での第一歩である。 

そこで、次の対策を提言する。 

・ プラント保全部は、ルーチン業務であっても業務の重要性や遵守すべき事項を的

確にまとめた教育資料もしくは OJT によって確実に自覚教育を実施すること 

・ OJT 等を通じて年度単位で理解度を評価する仕組みを構築すること 

・ 保守管理の意味や重要性が理解できるよう動機づけを図ること 

この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 1-㉖に準ずる。また、こ

の対策の提言は、RCA 報告書で示した対策の提言の「(3)③ⅳ」に準ずる。 
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組織の要因 2： 

保修計画課（現保全管理課）TL、課長は、保修票等の処理作業を確実に実施するよう

担当者をフォローすべきであったが、保修票等の処理状況を確認しない等、保修票等

の作業を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理に関するラインとしてのフ

ォローやチェックができていなかった（4-7-1 役割・責任） 

【対策提言 2】 

組織の要因 1 にも関連するが、保修計画課（現保全管理課）TL 及び課長ともルーチン

作業であり、作業内容も難しくなく処理しているだろうと考え、全くフォローしていな

かったことに問題がある。また、本人も遅滞していることは認識していたが、業務の進

捗について確認がなされず、本人も気にしていないような状況が生まれてしまったこと

も問題である。従って、どのような業務であっても何らかの形で進捗状況等を確認する

必要がある。 

そこで、次の対策を提言する。 

・ プラント保全部管理職は、ルーチン業務であっても業務担当職位に応じた責任範

囲と業務分担を「業務の計画」で、明確にし「報連相」の励行によって個々の業

務を管理職層が確実にマネジメントできるようにすること 

この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 1-⑱に準ずる。また、

この対策の提言は、RCA 報告書で示した対策の提言の「(1)②ⅰ」に準ずる。 

 

組織の要因 3： 

プラント保全部は、定めた手順を遵守した上で、旧保修計画課（現保全管理課）が窓

口業務を行うこと及び保修票管理システム利用について、手順を変更する場合は、保

修票運用手順書又はプラント保全部内のマニュアル等で見直す必要があったが、保修

票等の処理業務について保守担当課に引き渡す前の前処理でありプラント保全部の計

画及び管理を行う保修計画課（現保全管理課）の業務の一つであるとして当該手順書

や部内マニュアルの制定等の見直しを行っておらず、QMS の維持管理に関する理解が

不足していた（4-2-3 ルールの維持管理） 

【対策提言 3】 

プラント保全部では、以前から情報の整理のために保修票管理システムを運用して

いたが、保修票管理システムへの登録が業務の管理の一つとなっていたことを認識せ

ず、QMS 文書の一つである保修票運用手順書の改訂もしくは、プラント保全部内で手

順を明確にして保修票管理システムの運用の位置付けを明確にしなかったことが一因

である。そこで、実際の業務との違いを実務及び文書の視点で常に確認するとともに、

漠然と確認するのではなく意味のある確認となるよう工夫すべきである。 

そこで、次の対策を提言する。 

・ もんじゅは、現在運用している保守管理上の手順について仕組みが実態と整合し
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ているかを再確認すること 

・ 文書レビューのやり方、視点を改めて教育する。また、教育には具体的に何を確

認したのかを確認者に問いかける等、チェックの仕方を含めること 

・ ルールを変更する場合は文書により明確にし組織決定することを徹底すること 

この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 1-⑦に準ずる。また、

この対策の提言は、RCA 報告書で示した対策の提言の「(1)④ⅰ」及び「(1)④ⅱ」に

準ずる。 

 

組織の要因 4： 

プラント保全部の各課、安全管理課及び発電課は、保修票等に関連する業務について、

保修票運用手順書に従い保修票等の処理を実施すべきであったが、慣例で保修計画課

（現保全管理課）が実施するものと考えており、定めたマニュアルを遵守する意識の

共有が図られていなかった（4-2-2 ルールの遵守） 

【対策提言 4】 

 プラント保全部の各課（機械保修課、施設保全課、電気保修課、燃料環境課）の発行

担当者は、QMS 文書である保修票運用手順書の定めと異なった管理を行っている認識が

なく、プラント保全部内で保修票の受付処理を保修計画課（現保全管理課）で行うとい

う手順にない方法で運用しており、ルールに規定されているものより、運用を優先して

いたことが要因である。一義的に定めたルールを遵守することが重要であり、これは、

定めたルールを理解するとともに、ラインで確実に実施するよう、日頃実施している業

務が何に基づいて実施しているか、QMS の仕組みに適合しているかを常に問いかけるこ

とが重要である。 

そこで、次の対策を提言する。 

・ ラインの管理職は、部下に対して、その業務が何に基づいて実施しているかを常

に問いかける（「常に問いかける姿勢」の定着）等、ルール遵守の重要性が理解で

きるよう動機づけを図ること 

この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 1-㉖に準ずる。また、こ

の対策の提言は、RCA 報告書で示した対策の提言の「(3)③ⅳ」に準ずる。 

 

組織の要因 5： 

プラント保全部の各課、安全管理課及び発電課では、保修票等に関連する業務につい

て、保修票運用手順書に従い保修票等の手続きを実施すべきであったが、関係者が理

解して確実にできるような教育が不足し、保修票等の手続きを遵守する意識の共有が

図られていなかった（4-7-4 教育・訓練） 

【対策提言 5】 

保修票運用手順書によると、保修票発行元課は保守担当課に直接保修票等を渡すこ



21 
 

とが明記されているが、プラント保全部内での配付は保全管理課が行う、という暗黙

の了解の下、手順に従わず対応していた。QMS 文書を遵守することは、最重要であり、

煩雑であっても手順が改正されない限りは手順に従って対応する必要がある。このこ

とを常に意識するよう、重要な手順以外も含めて正しく理解するよう教育を実施する

必要がある。 

そこで、次の対策（横の確認の充実）を提言する。 

・ もんじゅでは、もんじゅの従業員に対して、保修票運用手順書を含む 6 業務以外

の QMS に関する要領についても、実施する教育内容は実効的な教育となるよう工

夫するとともに、実施した教育内容を実行できるよう繰り返し意識付けする等、

理解促進に係る教育を実施すること 

この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 1-㉖に準ずる。また、

この対策の提言は、RCA 報告書で示した対策の提言の「(3)③ⅱ」に準ずる。 

 

組織の要因 6： 

プラント保全部は、組織改編等により保修票等の手続きに関する手順を検討した際に

実態に即した手順を明文化すべきであったが、手順を見直し明文化しなかった等、

QMS の維持管理に関する対応が不足していた（4-2-3 ルールの維持管理） 

【対策提言 6】 

この対策は、QMS の維持管理に関する理解が不足していたとする組織の要因 3 の対

策の提言と同様である。 

この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 3-⑨に準ずる。 

 

組織の要因 7： 

プラント保全部保守担当課長及び安全管理課長は、保修票等に関連する業務について

は、保修票運用手順書等に従い記録の保管部署として記録の確認を確実に実施すべき

であったが、記録の確認及び保管を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理

に関するラインとしてのフォローやチェックができていなかった（4-7-1 役割・責任）

【対策提言 7】 

この組織の要因は、ラインとしてのフォローやチェックができていなかったとする

組織の要因 2 と同様であり、この対策は組織の要因 2 の対策の提言と同じである。 

 

組織の要因 8： 

プラント保全部の保守担当課長は、「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュア

ル」に従い、記録の保管部署として必要な確認を確実に実施すべきであったが、記録

の確認を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理に関するラインとしてのフ

ォローやチェックができていなかった（4-7-1 役割・責任） 
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【対策提言 8】 

この組織の要因は、ラインとしてのフォローやチェックができていなかったとする

組織の要因 2 と同様であり、この対策は組織の要因 2 の対策の提言と同じである。 

 

組織の要因 9： 

プラント保全部保守担当課長及び安全管理課長は、保修票運用手順書に従い、記録の

保管部署として必要な確認を実施すべきであったが、記録の確認及び保管を担当者に

任せっきりにしており、保修票等の処理に関するラインとしてのフォローやチェック

ができていなかった（4-7-1 役割・責任） 

【対策提言 9】 

この組織の要因は、ラインとしてのフォローやチェックができていなかったとする

組織の要因 2 と同様であり、この対策は組織の要因 2 の対策の提言と同じである。 

 

組織の要因 10： 

保修計画課長（現保全管理課長）及び TL は、保修票等の処理作業を確実に実施するよ

う担当者をフォローすべきであったが、保修票等の処理状況を確認しない等、保修票

等の作業を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理に関するラインとしての

フォローやチェックができていなかった（4-7-1 役割・責任） 

【対策提言 10】 

この組織の要因は、ラインとしてのフォローやチェックができていなかったとする

組織の要因 2 と同様であり、この対策は組織の要因 2 の対策の提言と同じである。 

 

組織の要因 11： 

発電課長及び保修票発行元課長は、保修票運用手順書に従い、記録の保管部署として

必要な確認を実施すべきであったが、記録の保管を担当者に任せっきりにしており、

保修票等の処理に関するラインとしてのフォローやチェックができていなかった 

（4-7-1 役割・責任） 

【対策提言 11】 

この組織の要因は、ラインとしてのフォローやチェックができていなかったとする

組織の要因 2 と同じであり、この対策は組織の要因 2 の対策の提言と同じである。 

 

組織の要因 12： 

運営管理室（現運営管理部）では、保修票等に関連する業務について、保修票運用手

順書に従い保修票等の手続きを実施すべきであったが、関係者が理解して確実にでき

るような教育が不足し、保修票等の手続きを遵守する意識の共有が図られていなかっ

た（4-7-4 教育・訓練） 
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【対策提言 12】 

この組織の要因は、定めたマニュアルを遵守する意識の共有が図られていなかった

とする組織の要因 4 と同じであり、この対策は組織の要因 4 の対策の提言と同じであ

る。 

 

組織の要因 13： 

運営管理室長（現運営管理部長）は、保管する記録の上覧が確実になされたことを確

認すべきであったが、記録の確認を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理

に関するラインとしてのフォローやチェックができていなかった（4-7-1 役割・責任）

【対策提言 13】 

この組織の要因は、ラインとしてのフォローやチェックができていなかったとする

組織の要因 2 と同じであり、この対策は組織の要因 2 の対策の提言と同じである。 

 

 

以 上 
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図－1 分析チームの組織上の位置付け 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 分析チーム等の体制 

（分析チーム） 

 
保修票等の処理手順の不履行に関する根本原因分析チーム 

 
リーダー 

安全・核セキュリティ統括部 品質保証課長 

 

保修票等の処理手順の不履行に関する根本原因分析チーム

メンバー（調査・分析） 

 

安全・核セキュリティ統括部  

原子力科学研究所 保安管理部 施設安全課  計 2 名 

理事長 安全・核セキュリティ統括部長 

高速増殖原型炉もんじゅ 

保修票等の処理手順の不履行に関する根本原因分析チーム 

：分析の主体 

調査チームメンバー 

もんじゅ プラント保全部 保全管理課 

計 1 名 

（調査チーム＊） 

事象の把握と問題点の整理（直接

要因の検討）に対する情報の共有  

（＊：もんじゅに設置し、事実関係の整理及び直接原因を調査するチーム） 
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別添－1 分析チームの構成及び取組み 

 

1．分析チームの構成員（3 名） 

リーダー ： 安全・核セキュリティ統括部 品質保証課長 

メンバー ： 安全・核セキュリティ統括部 次長 

  原子力科学研究所 保安管理部 施設安全課 主査 

   

 

2. 調査チームの構成（1 名） 

メンバー ： もんじゅ プラント保全部 保全管理課       

 

 

3．取組みの経緯等 

（1）調査期間 

   平成 27 年 10 月 16 日～平成 28 年 1 月 29 日 

（2）会合 

・ 平成27年10月16日からRCA チームは、もんじゅにて保修票等の管理不備に関する調査活

動を開始 

・ もんじゅ調査チームとともにエビデンスの調査、時系列の作成・確認、聞き取り調査及び分

析チームによる要因分析を実施 

 

（3）聞き取り調査 

平成 27 年 10 月 1 日～平成 27 年 12 月 17 日まで、もんじゅ、福井事務所にて実施：27 名

（もんじゅ側で実施したインタビュー記録を含む。） 





添付資料－1　　　保修票等の処理手順の不履行に関する時系列（1/26）

課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

平成4年9月1日

平成9年1月頃
～

平成10年9月頃
～

平成12年7月10日

平成16年7月15日

～

平成16年7月26日

平成17年7月4日

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

「保修票運用手

順書」

制定

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

保修票管理シ

ステム本運用

開始

「保修票運用手

順書」施行

（Rev7）

補足（保修票運用手順書 H16年7月16日承認、H16.7.26施行）

（改正内容）

・原子炉施設保安規定改正に伴う変更

・保守管理要領、文書管理要領の改正に伴う変更

・記載の適正化

保守管理要領、

（保修の依頼【第6条】の抜粋）

保修票発行基準に示す故障が発生又は発生する恐れがある場合，保修票発行元課長は保修票（Ａ）～（Ｃ）に必要事項を記入し，保修票（Ｂ）を保修担当課長経由で技術課長に，保修票（Ｃ）を保修担当課長に提出する。

保修担当課長は，保修票（Ｂ）（Ｃ）を受領した段階で不適合管理の要・否を判断し該当欄にレ印を付すものとする。ただし,不適合管理の要・否の判断ができない場合は空欄とし，保修作業の進捗で要・否の判断が可能になった

場合に，該当欄にレ印を付すものとする。

技術課長は，保修票（Ｂ）について関係課長，ＱＡグループリーダ，各主任技術者及び所長等の確認を受ける。関係課長は所管設備への水平展開の必要性の確認，ＱＡグループリーダは品質保証上の問題の有無の確認，各主

任技術者は原子炉施設，電気工作物等の保安管理に関する確認を行う。

（保修作業の完了確認・報告【第8条】の抜粋）

(1)保修作業の完了確認

保修担当課長は，保修作業完了後，「作業票運用手順書」に従い，保修内容を当直長に報告し，保修作業の完了確認を受ける。

暫定措置にて復旧した場合は，暫定保修作業完了後，上記と同様の確認を受ける。尚，暫定措置にて復旧した場合，保修担当課長は後日暫定措置から正規に復旧させるための保修作業を行い完了させる。

(2)保修完了報告書の作成

保修担当課長は，上記(1)「保修作業の完了確認」が終了後，保修完了報告書を作成する。

保修作業完了時は保修完了報告書（Ａ）～（Ｃ）を作成し，暫定保修作業完了時は暫定措置報告書（Ａ）～（Ｃ）を作成する。それぞれの報告書（Ｂ）を技術課長に，報告書（Ｃ）を保修票発行元課長へ提出する。

保修票発行元課長は報告書（Ｃ）の報告内容を確認する。また，技術課長は，報告書（Ｂ）について関係課長，ＱＡグループリーダ，各主任技術者及び所長等の確認を受ける。関係課長，ＱＡグループリーダ及び各主任技術者は

第６条と同じ観点で確認を行う。

（保修票管理報告【第10条】）

保修担当課長は，保修票発行中の場合，保修票番号，発行日，件名，補修区分，作業実施状況等を取り纏めた保修票管理報告書を作成し，毎月保修票発行元課長に通知する。

原子炉等安全審

査委員会（第171

回）実施

（H16.7.15）

回議書

確認・押印

回議書

決裁・押印

（H16.7.20)

「保修票運用手順

書」回議書起案

(H16.7.16)

プラント第２課

マニュアル「保

修票に関する

水平展開・懸案

事項管理マ

ニュアル」制定

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

「保修票運用手順書」

改正（Rev7）

プラント第２課マニュアル

「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュアル」制定

作業票管理シ

ステム本運用

開始

「保修票運用手順書」

改正（Rev8）

原子炉等安全審

査委員会（第208

回）実施

（H17.7.4）

「保修票運用手

順書」改正案作

成

補足（議事録から記載）

審議結果

検討事項反映を条件として承認された。

検討事項

①改正後の保修票の処置フローでは、技術課長は保修票（B）の保

管のみを行うようになっているが、保修状況の確認が必要ではない

か。

→（P1課：第6条の条文と、「図-1保修票の処置フロー」に、技術課

長が内容を確認する旨を記載する。）

②「図-1保修票の処置フロー」の報告書（B）のフローの記載で、「所

長回付」を「所長確認」に改めること。また、技術課が保管する旨を

記載すること。

→（P1課：拝承。）

補足（保修票運用手順書 H4年9月1日承認、H4年9月1日施行）

1.目的

本要領は、高速増殖原型炉もんじゅの原子炉施設等に係わる故障等の保修依頼、所用手続き、保修及び保修に係

わる記録の作成等を適切に行うために定める

要領内容

・保修票の発行方法、基準

・保修票完了時（暫定時）における帳票の処理方法等

「保修票運用手

順書」改正案作

成

補足（保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュアル H12年7月10日承認、H12年7月10日施行）

（2.処理及び管理要領の抜粋）

(1)チームリーダは、保修完了報告書作成時に水平展開の必要性及び懸案事項等の有無を確認する。

保修完了報告書（A）に表１に示すようなゴム印を押し、水平展開及び懸案事項の有無を記載する。

(2)水平展開及び懸案事項が有りの場合は、表2に示す水平展開・県味項処理表に必要事項を記載し、上覧する。

無しの場合は、通常ルートで上覧する。

(3)上覧後、総括チームで受け付け、各チームリーダに水平展開を依頼する。

(4)各チームは、自分のチームで水平展開の必要性を検討し、必要であれば点検結果または、点検計画を記載し、

上覧する。

(5)上覧後、総括チームで再度受付け、表3に示す保修管理表により管理する。

(6)水平展開・懸案事項処理表の原紙は、総括チームで管理する。

補足（合議者）

所長代理、副所長、次長、炉主任、電気主任技術者、ボイラ・タービン主任技術者、プラント第2課長、環境保全課長、技術課長安全管理課長、管理課長、

業務品質管理GL

（旧組織名）保修計画課

【凡例】

直接要因

補足

頂上事象 →

問題事象 →

→

→

インタビュー →

背後要因 →

組織要因を含む背後要因 →

「作業票運用手

順書」

制定



添付資料－1　　　保修票等の処理手順の不履行に関する時系列（2/26）

課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

平成17年7月11日

平成17年8月18日

平成20年6月11日

～

平成20年6月12日

平成20年6月9日

～

「現：もんじゅ不適合管理要領」改正

（不適合管理委員会設置）

「保修票運用手順書」改正

（上位文書の変更：保守管理要領→不適合管理要領）

「保修票運用手

順書」施行

（Rev8）

補足（保修票運用手順書 H17年8月18日承認、H17.8.18施行）

（改正内容）

・保守管理要領改正に伴う変更→

・記載の適正化

（保修の依頼【第6条】の抜粋）

保修票発行基準に示す故障が発生又は発生する恐れがある場合，保修票発行元課長は保修票（Ａ）～（Ｃ）に必要事項を記入し，保修票（Ｂ）（Ｃ）を保修担当課長に提出する。

保修担当課長は，保修票（Ｂ）（Ｃ）を受領した段階で不適合管理の要・否を判断し該当欄にレ印を付すものとする。ただし,不適合管理の要・否の判断ができない場合は空欄とし，保修

作業の進捗で要・否の判断が可能になった場合に，該当欄にレ印を付すものとする。

保修担当課長は，保修票（Ｂ）について関係課長，ＱＡグループリーダ，各主任技術者及び所長等の確認を受ける。関係課長は所管設備への水平展開の必要性の確認，ＱＡグループ

リーダは品質保証上の問題の有無の確認，各主任技術者は原子炉施設，電気工作物等の保安管理に関する確認を行う。

技術課長は，保修票（Ｂ）に上記事項がされていることを確認し保管する。

（保修作業の完了確認・報告【第8条】の抜粋）

(1) 保修作業の完了確認

保修担当課長は，保修作業完了後，「作業票運用手順書」に従い，保修内容を当直長に報告し，保修作業の完了確認を受ける。

暫定措置にて復旧した場合は，暫定保修作業完了後，上記と同様の確認を受ける。尚，暫定措置にて復旧した場合，保修担当課長は後日暫定措置から正規に復旧させるための保修

作業を行い完了させる。

(2) 保修完了報告書の作成

保修担当課長は，上記(1)「保修作業の完了確認」が終了後，保修完了報告書を作成する。

保修作業完了時は保修完了報告書（Ａ）～（Ｃ）を作成し，暫定保修作業完了時は暫定措置報告書（Ａ）～（Ｃ）を作成する。保修担当課長は，報告書（Ｃ）を保修票発行元課長へ提出す

る。

保修票発行元課長は報告書（Ｃ）の報告内容を確認する。また，保修担当課長は，報告書（Ｂ）について関係課長，ＱＡグループリーダ，各主任技術者及び所長等の確認を受ける。関

係課長，ＱＡグループリーダ及び各主任技術者は第６条と同じ観点で確認を行う。

技術課長は，保修票（Ｂ）に上記事項がされていることを確認し保管する。

（保修票管理報告【第10条】）

保修担当課長は，保修票発行中の場合，保修票番号，発行日，件名，補修区分，作業実施状況等を取り纏めた保修票管理報告書を作成し，毎月保修票発行元課長に通知する。

補足（保修票運用手順書）

本改正時までは変更なし

（記録の保存【第11条】）

保修票（A） 保存期間：保修完了報告書受領まで、保存責任

者：保修票発行元課長、備考：当直長発行分は写しを中制に

配布

保修票（B） 保存期間：保修完了報告書受領後５年間、保存責

任者：技術課長

保修票（C） 保存期間：保修完了報告書作成まで、保存責任

者：保修担当課長

保修完了報告書(A) 保存期間：１年間、保存責任者：保修担

当課長

保修完了報告書(B) 保存期間：５年間、保存責任者：技術課

長

保修完了報告書(C) 保存期間：１年間、保存責任者：保修票

発行元課長、備考：当直長発行分は写しを中制に配布

暫定措置報告書(A) 保存期間：保修完了報告書作成まで、保

存責任者：保修担当課長

暫定措置報告書(B) 保存期間：保修完了報告書受領後５年間、

保存責任者：技術課長

暫定措置報告書(C) 保存期間：保修完了報告書受領まで、保

存責任者：保修票発行元課長、備考：当直長発行分は写しを

中制に配布

「不適合管理要

領」改正・施行

（Rev15）

補足（不適合管理要領 H20年6月12日承認、H20年6月20日施行）

改正理由（改正履歴）：不適合報告書作成を不適合発見課長に変更、不適合管理委員会の設置 等

第4条（不適合処置フロー）

不適合管理に係る業務のフローを図-1に示す。

図-1では、保修票を発行した場合、不適合管理委員会にて「不適合報告書の発行の要否」を審議し、その結果がグレードⅢ以上であれば不適合報告書を作成することとなっている。

第4条の2

部長は不適合の管理の強化を図るため「不適合管理委員会」をおく。事務局は品質保証課とする。

2 不適合管理委員会での審議・確認事項、開催頻度等は表4のとおりとする。

表では、審議・確認事項として「不適合の内容の確認」、「不適合報告書の発行の要否の審議」、「グレード分類の妥当性の確認」等が記載されている。

3 委員長は部長とする。委員は原子炉主任技術者、各課長及び委員長が指名した者とする。委員長の代理は次長とする。

4 委員会は委員長、原子炉主任技術者、不適合発見課長及び処置担当課長の出席をもって成立する。

「保修票運用手

順書」回議書起

案(H17.7.11)

回議書

確認・押印

回議書

決裁・押印

(H17.8.18)

補足（合議者）

所長代理、副所長、次長、原子炉炉主任技術者、電気主任技術者、ボイラ・タービン主任技術者、プラント第2課長、環境保全課長

（ＲＩ主任者）、技術課長、安全管理課長、管理課長、業務品質管理GL

「不適合管理要

領」回議書起案

(H20.6.11)

回議書

確認・押印

回議書

決裁・押印

（H20.6.12）

「保修票運用手

順書」改正・施

行（Rev11）

（H20.6.20）

補足（保修票運用手順書 H21年3月4日承認、H21年3月4日施行）

（【第１条】の抜粋）

本手順書は、「不適合管理要領」に基づき、高速増殖原型炉もんじゅ原子力発電施設（以下「原子力発電施設」という）に係る設備の故障

に関する保修依頼、所要の手続き及び保修に係わる記録の作成、保存を行うために定める

「保修票運用手

順書」改正案作

成

「保修票運用手

順書」回議書起

案

（H20.6.18）

原子炉等安全審

査委員会

（第398回）実施

（H20.6.9）

回議書

確認・押印

回議書

決裁・押印

（H20.6.19）

補足（議事録から記載）

出席者（委員）：部長、次長、主席、技術主席、技術主席（品質保証

推進者）、運営管理室長、プラント第１課長（電気主任）、プラント第２

課長、プラント第３課長（RI主任、危険物監督者）、安全品質管理室

長、安全管理課長、技術課長

補足

合議者

次長、原子炉主任技術者、ナトリウム技術総括主任者、品質保証推進者、RI主任者/
危険物保安監督者/プラント第3課長、ボイラ・タービン主任技術者、電気主任技術者、

技術課長、安全管理課長、プラント管理課長、プラント第2課長、品質保証課長

補足

合議者

次長、品質保証推進者、原子炉主任技術者、プラント第1課長、プラント第2課長、プラント第3課長、安全管理課長、技術課長、管理

課長
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課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

平成21年2月13日

～

「保修票運用手

順書」改正・施

行（Rev14）

（H21.3.4）

補足（保修票運用手順書 H21年3月4日承認、H21年3月4日施行）

（帳票の種類【第4条】の抜粋）

保修票発行基準に示す故障が発生又は発生する恐れがある場合、保修票発行元課長は保修票（A）～（C）に必要事項を記入し、保修票（B）（C）を保修担当課長に提出する。

また、保修票発行元課長（当直長を含む）は、保修票発行時は保修依頼の管理タグ（以下、「保修票タグ」という。）を対象設備機器に取り付ける。

ただし、「計測器類管理手順書」で定める可搬型放射線計測器類については、同手順書で処理する。

（保修の依頼【第6条】の抜粋）

保修票発行基準に示す故障が発生又は発生する恐れがある場合、保修票発行元課長は保修票（A）～（C）に必要事項を記入し、保修票（B）（C）を保修担当課長に提出する。

2 保修担当課長は、不適合管理委員会の審議結果に基づき是正処置が必要であると判断された保修票（B）（C）に対して、｢不適合管理の要・否｣欄を｢要｣と記載する（是正処置が不要な場合は「否」と記載）。

3 保修担当課長は、保修票（B）について関係室・部長、各主任技術者及び所長の確認を受ける。関係部長は所管設備への水平展開の必要性の確認、安全品質管理室長は、品質保証上の問題の有無の確認、各主任技術者は

原子炉施設、電気工作物等の保安管理に関する確認を行う。

4 運営管理室長は、保修票（B）に前項及び第2項が行われていることを確認し保管する。

（保修作業の完了確認・報告【第8条】の抜粋）

保修担当課長は、保修作業完了後、「作業票運用手順書」に従い、保修内容を当直長及び保修票発行元課長に報告し、保修作業の完了確認を受ける。

暫定措置にて復旧した場合は、暫定保修作業完了後、上記と同様の確認を受ける。なお、暫定措置にて復旧した場合、保修担当課長は後日暫定措置から正規に復旧させるための保修作業を行い完了させる。

また、保修票発行元課長（当直長を含む）は保修作業完了または暫定措置を確認して、保修票タグを対象設備機器から取り外す。

2 保修担当課長は、前項「保修作業の完了確認」が終了後、保修完了報告書を作成する。

保修作業完了時は保修完了報告書（A）～（C）を作成し、暫定保修作業完了時は暫定措置報告書（A）～（C）を作成する。

保修担当課長は、報告書（B）について関係室・部長、安全品質管理室長、各主任技術者及び所長の確認を受ける。関係室・部長、安全品質管理室長及び各主任技術者は第6条と同じ観点で確認を行う。

保修担当課長は、報告書（C）を保修票発行元課長へ提出する。保修票発行元課長は報告書（C）の報告内容を確認する。

3 運営管理室長は、報告書（B）に第1項と第2項が行われていることを確認し保管する。

（保修票管理報告【第10条】）

保修担当課長は、発行中及び保修完了した保修票について、保修票番号、発行日、件名、補修区分、作業実施状況等を取り纏めた保修票管理報告書を作成し、毎月保修票発行元課長に確認を受ける。

「保修票運用手

順書」回議書起

案

（H21.3.2）

原子炉等安全審

査委員会

（第486回）実施

（H21.2.13）

回議書

確認・押印

回議書

決裁・押印

（H21.3.4）

補足（保修票運用手順書）

（記録の保存【第11条】）

保修票（A） 保存期間：保修完了報告書受領まで、保存責任者：保修票発行元課長、備考：当直長発行分は写しを中制に配布

保修票（B） 保存期間：保修完了報告書受領後５年間、保存責任者：運営管理室長

保修票（C） 保存期間：保修完了報告書作成まで、保存責任者：保修担当課長

保修完了報告書(A) 保存期間：１年間、保存責任者：保修担当課長

保修完了報告書(B) 保存期間：５年間、保存責任者：運営管理室長

保修完了報告書(C) 保存期間：１年間、保存責任者：保修票発行元課長、備考：当直長発行分は写しを中制に配布

暫定措置報告書(A) 保存期間：保修完了報告書作成まで、保存責任者：保修担当課長

暫定措置報告書(B) 保存期間：保修完了報告書受領後５年間、保存責任者：運営管理室長

補足（発電課ポジションペーパー）

・各室課から改正依頼がなかったことからルールの変更はしていない。

・平成21年2月の組織変更に伴う文書改正を行う際に、保修票運用手順書の運用に対して文書上問題ある場合は発電課文書改正担当に連絡してほしい旨を当時の担当長及び担当者に伝えたと思う。また、

当時は組織変更に伴い所掌変更等が多々発生していたことから、各々の担当箇所に確認していた。

・組織改正後の運用上、保修計画課が一括管理するのは、双方の合意の上であり、発電課としては、その後、各課に振分けが実施されるため、ルールへの反映（窓口である保修計画課を明文化）は必要ないと考えていたと

思う。

・プラント2課時代から保修票を一括管理した上で各課に割り振る運用とするため、取りまとめ箇所に送付してほしいとの要望があったことからお互いの合意のうえで実施していた（ただし、そのエビデンスはない）

補足（発電課ポジペ）

（保修票等（Ｂ）の押印欄について）

保修票に対してＡ票は発行元、Ｂ票は所内用（記録保管を含む）、Ｃ票は保修担当課としている。

Ａ票：保修票を発行した元課であること（発行責任課としての管理）から発行元課が保持

Ｃ票：保修票発行に基づき補修対応を実施することから保修担当課が保持

Ｂ票：所内の情報共有（確認）を含めたもんじゅとしての記録

（組織変更に基づき課体制から部（室）体制になった際、各課への全体調整（情報共有や指示等を含めて）を

部単位で実施することとしていることから、各部（室）長へ回覧している。）

不適合管理の要否は保守担当課が記載するが、保修票（Ｂ）に保守担当課の押印欄が必ず必要かと問われると疑問があり、保修

票運用手順書の本文中に記載があることと、Ｃ票の存在で管理上カバーできる。

補足（発電課ポジションペーパー）

・保修票完了報告書が出来た際には、

保修票の保存は必要ない。

（保修票にて必要な内容は保修完了報

告書に記載されているため）

補足（議事録から記載）

出席者（委員）：部長、次長、主席、技術主席、技術主席（品質保証

推進者）、運営管理室長、プラント第１課長（電気主任）、プラント第２

課長、プラント第３課長（RI主任、危険物監督者）、安全品質管理室

長、安全管理課長、技術課長

審議結果

コメント事項を反映することで妥当であることを確認した。

コメント事項（抜粋）

②保修票の押印欄を実態に合わせたものにするため、システムの

見直しをできるだけ早い時期に実施すること。

③現状の保修票（B）では、「不適合管理」の要否を記載するように

なっているので、「不適合管理（是正処置）」の要否を記載するように

改めること。また、第6条にその説明を記載すること。 等

補足（発電課からの口頭聞き取り）

・タグ自体は、運転管理上不適合品の識別を行っているものであって、作業が完了すれば外してよい認識。逆

に直っているのにタグを付けたままの状態の方が現場管理上問題があるとの認識。

・保修作業が完了したら速やかに保修完了報告書は発行すべきとの認識

・保修作業完了時に簡易的な事前報告（完了報告が遅い又は来ないことがあるため実施したもの）を受けて

いることから、作業完了時の内容については確認できる。ただし、終了的には完了報告は必要。

・保修内容については、当直にて作業票完了時に保修票に手書きで保修作業の結果を記載したもので確認

を受けている。←ルール上は記載なし

【旧プラント2課 各チーム】

保修票（A）、（B）、（C）を上覧

【旧プラント2課 各チーム】

保修票（A）、（B）、（C）を発行

【当直】

保修票（A）、（B）、

（C）を発行

【当直】

保修票（A）写しを

保管

【当直】

保修票（A）、（B）、

（C）をプラント管

理チームへ送付

【プラント管理

チーム】

保修票（A）、

（B）、（C）を受領

【プラント管理

チーム】

保修票（A）、

（B）、（C）を課内

上覧

【プラント管理

チーム】

保修票（A）を保

管し、保修票

（B）、（C）を保守

担当課へ提出

【旧プラント2課

長A】

押印

所内MM 実施
【旧プラント2課

長A】

保修票の内容

について説明

【旧プラント1課

長】

保修票の内容

について説明

不適合管理委員会 開催【旧プラント2課

長A】

保修票を不適合

管理委員会へ

付議

【旧プラント1課

長】

保修票を不適合

管理委員会へ

付議

【旧プラント2課

長代理】

保修票の内容

について、保安

検査官へ説明

【旧プラント1課】

保修票の内容

について、保安

検査官へ説明

補足（業務引継書）

P2課内上覧後、課長が翌日のMMで所内紹介するのでA

票の余り（A票は2部印刷される）を1部渡しておく

担当者D実施時期のプラント2課の保修票関連業務の流れについて

(パターン1)

補足(合議者)

原子炉主任技術者、電気主任技術者、ボイラ・タービン主任技術者、RI主任

者、危険物保安監督者、ナトリウム技術総括者、安全品質管理室長、運営

管理室長、技術部長、プラント保全部長、プラント管理部長

「保修票運用手順書」改正

（保修票管理タグの明確化、組織変更） 「保修票運用手

順書」改正案作

成

補足（回議書）

改正内容

表現の適正化（目的条文における不適合管理要領の表現をもんじゅ不適合管理要領

に変更する（上位文書の2次文書から3次文書に変更）。） 補足（部長承認文書のレビュー記録（保修票運用手順書第14次

改正）より）

「実運用と異なる部分がないことを確認した」

要因2

現発電課では、組織改編に伴う保修票運用手順書の改正時

の文書レビューの際に、実際には、保修計画課（現保全管理

課）に引き渡しているにもかかわらず、「運用実績と比べて抜け

不整合がないか」の項目に対し、「実運用と異なる部分がない

ことを確認した」と誤ったチェックをしていた（E-8）

要因1

発電課は、組織改編の際に保修票運用手順書の流れが事実

と異なることをプラント保全部に確認すべきであったが、組織

改編前のプラント第2課（現プラント保全部）に確認したところ、

保守担当課へ引き渡す前にとりまとめ箇所である保修計画課

(現保全管理課）に送付してほしいとの要望があり、結果的に

保守担当課に引き渡されるため、手順上影響はないと考え、

誤って容認した（F-8）

補足(業連「組織改正に伴うQMS文書・拠点規則の

改正について 」抜粋)

発信日：2009年 01月 20日

業連番号：09も品(業)012001

宛先：管理課長 運営管理室長、安全管理課長、技

術課長、 プラント第1課長、プラント第2課長、 プラン

ト第3課長

内容：平成21年2月1日付けで実施予定の組織改正

に伴い、各課室所管のQMS文書・拠点規則を改正し

てくださるようお願いいたします。

なお、組織名の変更、字句の訂正及び管理・手順の

変更を伴わない改正内容のみの場合は、原子炉等

安全審査委員会規則第2条第1号の規定により、同

委員会の審議は不要とします。



添付資料－1　　　保修票等の処理手順の不履行に関する時系列（4/26）

課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

【担当者D】

保修票管理シス

テムによる受付

処理を実施

【旧プラント2課各チーム】

保修票（C）を上覧（不適合管理の要・否も含め記載さ

れる）

【旧プラント2課

長A】

保修票（C）票押

印

【担当者D】

保修票（B）につ

いては、一時的

に保管し、保修

票（C）を各担当

者へ渡す

【担当者D】

保修票（C）に記

載された不適合

管理の要・否を

基に保修票（B）

にも同様の記載

をする。

補足（業務引継書）

未記入の場合は、各担当に確認し、記載する

こと。

【旧プラント2課各チーム】

作業票を発行し、保修作業開始

【旧プラント2課各チーム】

保修作業完了

【旧プラント2課各チーム】

当直長へ報告

【担当者D】

保修票（B）を上

覧

【当直長】

完了（暫定）内

容を確認

【旧プラント2課各チーム】

保修票完了報告書又は暫定措置報告書を作成し、

（A）票、（B）票、（C）票を出力

【担当者D】

完了報告書の

内容を確認

【旧プラント2課

長代理】

保修票（C）票押

印

【旧プラント2課長

A】

保修票完了報告

書及び暫定措置

報告書に押印

【旧プラント2課

長代理】

保修票完了報

告書及び暫定

措置報告書に

押印

【担当者D】

保修票（A）、

（C）を保管

【プラント1課長】

押印

【旧技術課長】

押印

【安全管理課

長】

押印

【旧プラント3課

長】

押印

【旧運営管理室

長】

押印

【各主任技術者】

押印

【所長】

押印

【旧安全品質管

理室長】

押印

【旧プラント2課

長A】

保修票（C）票押

印

【旧運営管理室

長】

資料センターにて

保管

補足（業務引継書）

保修票完了報告書作成後、P2課内上覧前に

記載内容確認をする。故障原因については、推

測であれば「○○と思われる」とぼかした表現

にしている。

【担当者D】

完了内容に問

題が無ければ、

「保修票管理報

告書」

の電子データに

完了内容を入力

補足（保修票運用手順書）

（保修票管理報告）

第10条 保修担当課長は、発行中及び保修完了し

た保修票について、保修票番号、発行日、件名、補

修区分、作業実施状況等を取り纏めた保修票管理

報告書を作成し、毎月保修票発行元課長に確認を

受ける。

補足（業務引継書）

内容に問題が無ければエクセルデータに入力

1

【プラント1課】

（C）票に受領

【プラント1課】

（C）票を課内上

覧

【プラント管理チー

ム】

（C）票を保管し、

写しを当直へ送付。

保修票（A）を廃棄

【当直】

（C）票の写しを

受領



添付資料－1　　　保修票等の処理手順の不履行に関する時系列（5/26）

課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

【プラント1課長】

（B）票に押印

【旧技術課長】

（B）票に押印

【安全管理課

長】

（B）票に押印

【旧プラント3課

長】

（B）票に押印【旧運営管理室

長】

（B）票に押印

【各主任技術者】

（B）票に押印

【所長】

（B）票に押印

【旧安全品質管

理室長】

（B）票に押印

補足（業務引継書）

毎月15日〆（先月16日～今月15日）で当該期間に完了報告書を作成したもの（新規

暫定完了含む）※を一式所内上覧のため、持ちまわっている。

※保修票システムの任意検索→完了報告（暫定措置）→報告日にて検索し、一覧表を

印刷し上覧抜けが無いか確認している。

保修完了報告書（B）及び暫定措置報告書（B）の持ち回り、出力確認

1

【担当者D】

保修票管理報

告書の更新が

完了させ、印刷

【旧プラント1課

長】

確認

【旧プラント2課

長A】

承認

【旧プラント3課

長】

確認

【技術課長】

確認

【安全管理課

長】

確認

【管理課長】

確認

【旧プラント2課

長代理】

保安検査官へ

保修票完了分

の説明

【担当者D】

保安検査官へ

保修票完了分

の説明に同行

補足

発行課に旧プラント1課が含まれる場

合

補足

発行課に技術課が含まれる場合

補足

発行課に安全管理課が含まれる場合
補足

発行課に旧プラント3課が含まれる場

合

補足

発行課に管理課が含まれる場合

補足

当該月（16日～15日）までに発行された保修完了報告書及び

暫定措置報告書の内容について報告していた。

補足

当該月（16日～15日）までに発行された保修完了報告書及び

暫定措置報告書の内容について報告していた。

【旧運営管理室

長】

資料センターに保

管

【当直】

当該月に完了し

た保修票で保修

完了報告書未

受領のものを確

認するようプラ

ント管理チーム

に依頼

【プラント管理

チーム】

未受領の（C）票

を調査

【プラント管理

チーム】

調査結果を当直

へ報告

【当直】

回答を受領

2

【安全管理課】

旧プラント1課の

依頼を受け、調

査し、回答

【プラント3課】

旧プラント1課の

依頼を受け、調

査し、回答

【プラント2課】

旧プラント1課の

依頼を受け、調

査し、回答



添付資料－1　　　保修票等の処理手順の不履行に関する時系列（6/26）

課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

平成21年2月26日

～

平成21年2月27日

発電課内マニュアル

「保修票運用マニュアル」改正

組織変更

「プラント保全部、プラント管理部」

発足

【担当者C】

プラント第3課分

の保修票とりま

とめ

（～H21.2.26）

【担当者D】

プラント第2課分

の保修票とりま

とめ

（～H21.2.26）

【担当者C】

組織変更に伴う

人事異動により

保修計画課へ異

動

【担当者D】

電気保修課分

取りまとめ開始

【担当者C】

組織変更に伴う

人事異動により

保修計画課へ異

動

【担当者C】

燃料環境課、

機械保修課、

施設保全課分

取りまとめ開始

保修票の取り纏め課室を口頭により調整（推定）

【補足（燃料環境課ポジションペーパー）】

担当者Cは、燃料取扱いを実施することを目的として兼

務がかかった

保修計画課(燃料環境課兼務）として燃料環境課の保修

票を管理していた

【補足（発電課ポジションペーパー）】

プラント2課時代から保修票を一括管理した上で各課に割り振る運用とするため、取りまとめ箇所に送付してほしいという要望が

あったことからお互いの合意の上で実施していた。（ただし、そのエビデンスはない。）

処置担当課が機械保修課なのか電気保修課なのか迷う場合もあったので発電課としても上記運用の方が助かる面も多く結果とし

て最終的には保修担当課に回覧されることからルールを逸脱しているとは思っていなかった。また保全管理課の職務上の対応とし

て保全部分の保修票関係のとりまとめを行うことは可能であり、問題ないと思っていた。

【課長Cインタビュー】

・当時、プラント第２課からプラント保全部に組織改編され

た時は、保修計画課長代理であったが、保修票等の帳票

に対する管理について議論した記憶はない。

・保修票等の帳票の保修票の帳票の処理についてプラン

ト第２課では、総括チーム（保全計画課の前身）が実施し

ており、プラント保全部となってからも、従前の業務の流れ

で運用し現在に至っているものと思う。

・保修票運用手順書と異なっているとの認識はほとんどな

く、プラント保全部の取り纏め課として保修票の管理を行

うことで業務が円滑に行われるのであればよいと認識して

いた。

補足（電気保修課ポジションペーパー）

・保全管理課が管理を行うこととなった

経緯を調査したが、エビデンスとなるも

の（指示文書等）は確認できず、また、電

気保修課が誕生した当時の電気保修課

員、歴代の総括担当に聞き取りをしたが、

明確に指示された記憶はないとのことで

あった。（プラント第２課で管理していた

人に仕事が付いて行った状態であるとの

認識であった）

原子炉施設保安

規定改正（平成

21年2月26日認

可/平成21年2月

27日施行）

●もんじゅにお

けるマネージメン

トの強化に関す

る見直し

●副所長、次長

の明確化

●保安管理専門

委員会の設置

他

補足

組織変更前（～平成21年2月26日）

① プラント第２課 技術支援チーム及び総括チーム

② プラント第２課 電気チーム及び計装

③ プラント第２課 機械Ⅰチーム及び機械Ⅱチーム

④ プラント第２課 土木建築チーム

⑤ プラント第３課

⑥ プラント第１課

⑦ 安全管理課

組織変更後（平成21年2月27日～）

① プラント保全部 保修計画課

② プラント保全部 電気保修課

③ プラント保全部 機械保修課

④ プラント保全部 施設保全課

⑤ プラント保全部 燃料環境課

⑥ プラント管理部 発電課

⑦ プラント管理部 安全管理課

「もんじゅ不適

合管理要領」改

正（Rev18）

補足（もんじゅ不適合管理要領 H21年2月26日承認、H21年2月27日施行）

第4条（不適合処置フロー）

設備、業務において通常と異なること事象、事案を発見した者は所属長に連絡する。

2 前項以降の処置は、図-1にしたがい処置する。

図-1では、保修票を発行した場合、不適合管理委員会にて「不適合報告書の発行の要否」を審議し、その結果がグレードⅢ以上であれば不適合報告書を作成することとなっている。

第4条の2

所長は、不適合の管理を確実に実施するため「不適合管理委員会」をおく。事務局は安全品質管理室とする。

2 不適合管理委員会での審議・確認事項、開催頻度等は下表のとおりとする。

表では、審議・確認事項として「不適合の内容の確認」、「不適合報告書の発行の要否の審議」、「グレード分類の妥当性の確認」等が記載されている。

3 委員長は安全品質管理室長とする。委員は原子炉主任技術者、各室課長または各室課長が指名した管理職またはチームリーダ、委員長が指名した者、並びに、敦賀本部安全

品質推進室長又は敦賀本部安全品質推進室長が指名した者とする。委員長の代理は安全品質管理室長代理とする。

4 委員会は、委員長、原子炉主任技術者、不適合発見室長又は不適合発見室課長が指名した者及び処置担当課長又は処置担当課長が指名した者の出席をもって成立する。

8 安全品質管理室長は、毎月一回、不適合管理の処理状況を様式-6の「不適合管理台帳」に取り纏め、委員会に報告する。（第17次改正にて追加）

【発電課】

保修票運用マ

ニュアル

承認・施行

（H21.2.27）

補足（当該マニュアルより）

２．適用範囲

原子力発電施設内で発行される保修票の内、発電課の管理設備を対象とし、発電課が発行する保修票について適用する。

３．保修票発行手続き

巡視点検や定期試験等において原子力発電施設内の異常、不具合を発見した場合は、速やかに当直長に報告するとともに保修票管理システム（以下「システム」という）で必

要事項を入力することにより保修票を発行する。なお、異常、不具合に対する保修を緊急に行う必要があると判断される場合には、当直長は発電課長を経由し、口頭にて保修作

業を担当する課長（以下「保修担当課長」という）にその旨を依頼するとともに速やかに保修票を発行する。

（中略）

保修票の作成と合せて「保修依頼中札」に必要事項を記載し、薄紙を保修票（Ａ）に添付し原紙は当該箇所に取り付ける。なお、当該箇所に取り付けが不可能な場合は、その

付近に取り付ける。保修票が発行された場合、プラント管理チームは、保修票（Ａ）を課内上覧し、保修票（Ｂ）（Ｃ）を保修担当課に提出する。

４．保修完了手続き

当直長は保修担当課から保修作業完了又は暫定作業完了の依頼があった場合、保修内容を確認し、保修票（Ａ）の備考欄に保修内容概要を記載するとともに写しを巡視点検

表に添付する。また、「保修依頼中札」を取り外し薄紙、原紙とも廃棄する。

プラント管理チームは保修完了報告書（Ｃ）又は暫定措置報告書（Ｃ）を受領した場合、課内上覧後、保管するとともにその写しを中央制御室に送付する。また、保修完了報告

書を受領した場合は、保修票（Ａ）を廃棄する。

当直長は保修完了報告書（Ｃ）の写しを受領した場合、保修票管理台帳、巡視点検表の再確認を行い保修票（Ａ）を廃棄するとともに各直の回覧後、保修票完了報告書を保管

する。

５．保修票管理台帳管理

台帳はシステムで管理し、保修票毎に保修票番号、系統、件名、担当者、発見日時、発行日、Tag取付日、作業票番号、暫定作業完了、暫定措置完了、保修作業完了、保修完

了、Tag取外日等を記載する。

保修票に基づく作業票が発行された場合、作業票の関連保修票番号欄の確認を行う。

保修票に基づく保修作業又は暫定作業が完了した場合、作業票の関連保修票番号欄に保修作業担当者及び当直長の相互の確認を行い、保修票管理台帳の保修作業完了

欄又は暫定作業完了欄の記載を確認する。

当直長は保修完了又は暫定措置完了に伴い、保修担当課より保修完了報告書（Ｃ）又は暫定措置報告書（Ｃ）が発行され、その写しが中央制御室に送付された場合、保修票

管理台帳の保修完了欄又は暫定措置完了欄の記載を確認する。

６．保修票処理状況チェック

当直長は保修票処理状況を毎月１回チェックし、設備の運転、定期試験、各種試験等の実施に支障のないことを確認する。この場合、保修票管理台帳及び巡視点検表から現

状の保修未完了、報告書の未受領の保修票等を確認し、保修票管理台帳チェックシート（添付資料－１）の特記事項欄に現状及びコメントを記載し、プラント管理チームに送付す

る。

プラント管理チームは保修票管理台帳チェックシートを上覧するとともに、保修担当課に対応状況を確認し、必要に応じ当直長に連絡する。

発電課長は、保修担当課から保修票管理報告書が提出された場合、内容を確認する。

プラント管理チームは、保修担当課から保修票管理報告書の写しを受領した場合、連絡メモにて当直に周知する。

2

【担当者Cインタビュー】

・保全部に異動した際に当時のＴＬか

ら業務分担表のようなもので業務分

担について説明があったことは記憶

している。ただし、保修票関連の業務

については旧プラント3課から引き続

き実施するものであることから、特に

作業指示は受けていない。

補足（技術支援チーム 業務分担 案（Ｈ

21.7））

・保修票の処理状況説明：担当者C(旧プ

ラント3課分)

・保修票の処理フォロー及び処理推進：

担当者C(旧プラント3課分）

・保修票の分析：担当者C(旧プラント3課
分）

【担当者C、担当者D】

電気保修課、燃料環境課、機械保修課、

施設保全課分の保修票管理システムの

ログインIDを取得

補足（保修票ログインIDについて）

保修票のログインIDは「作業票管理システム」のログインIDとリ

ンクしており、各課のログインIDを取得することにより、次のこと

が可能となる。

・保修票の受付行為

・保修票の作成行為

・保修完了報告書又は暫定措置報告書の作成行為

【発電課（手順書等改定）担当者インタビュー】

保全部の体制として、保修計画課が窓口であってそこから各課に流れていく。発電課としては、どのような保修をするのか状況がわ

からないので保修計画課で確認してからということと故障原因等を整理するため、プラント2課時代でも保修票を管理するチームに

て一度集約して保修担当者へ割り振っていた。保修計画課にいったん集めてから保守担当に振り分けをしたいということだと認識し

ている。プラント２課からプラント保全部に組織が変わった時の文書改正では、課長、担当者等にプラント保全部内の書類の流れに

ついて確認を行っているが、前述の流れで行いたいということだった。プラント保全部内の書類の流れに関する確認は、プラント保

全部側の担当、課長又は課長代理、部長にも確認を行っている。

「もんじゅ不適合

管理要領」回議

書起案

（H21.2.26)

回議書

確認・押印

回議書

決裁・押印

（H21.2.26）

補足

合議者

次長、品質保証推進者、原子炉主任技術者、プラント第1課長、プラント第2課長、プラント第3課長、安全管理課長、技術課長、管理

課長

【TL-Bインタビュー】

・ルールとしては各課で取りまとめやリリースをするとと

ころだが、当時の補修計画課の存在意義は、保全部内

の筆頭課として取りまとめの強化するためである。今は、

段階的にリリースしなければならなかったと思うが、当時

は、ルールと実態が違うことを許容していた。

・業務の流れの大筋はプラント2課時代から変わってい

ないので気にならなかった。

【TL‐Bインタビュー】

補修票は、担当部署が作成し、最終的に発電課に行く

のは認識している。担当者Aのところに集まることはどの

文書にも記載がないので、気にならなかった。彼の業務

は単純に各課から出てきたデータを編集しているものと

認識していた。

要因3

保修計画課（現保全計画

課）及び発電課は、平成

21年2月にプラント第２課

からプラント保全部への

組織改編があった際、保

修票運用手順書における

関係部署の役割等を含め

て見直しをすべきであっ

たが、保修票等の処理が

結果的に保守担当課で行

われるものと理解し、保修

票等の処理の方法につい

て具体的な検討を怠った

（D-7）

要因4

保修計画課（現保全管理課）

は、組織改編した際にプラン

ト第2課総括チームが実施し

ていた保修票の受付・配付

については、保修票運用手

順書に基づき運用を見直す、

あるいはプラント保全部内で

の運用マニュアルを作成す

べきであったが、プラント第2

課総括チームで実施してい

た保修票の受付・配付に関

する業務は部内での振り分

け等の受付業務（ルーティン

業務）と考え、手順を明確に

する必要はない、と誤った理

解をしていた（E-7）

要因5

プラント保全部は、発電課

が保修票運用手順書の改

正案を提示した際に保修

票等の手続きを明確にす

るよう提案すべきであった

が、保修計画課（現保全管

理課）にプラント保全部内

の保修票の受付・配付及

び保修票管理システムへ

の登録等保修票運用手順

書にない業務を行う等、組

織が変更した際の新たな

業務に対する文書の見直

しをする必要はないと判断

した（F-7）

要因6

プラント保全部は、組織改

編等により保修票等の手

続きに関する手順を検討

した際に実態に即した手

順を明文化すべきであっ

たが、手順を見直し明文

化しなかった等、QMSの維

持管理に関する対応が不

足していた（G-7）
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課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

平成21年2月27日～

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 発行担当者（発行元

課）】

保修票（Ａ、B、C）作成

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 各チームTL、課代、課

長（発行元課）】

保修票（Ａ、B、C）をラインにて確認

不適合管理委員会 開催

不適合管理委員会の議事録を確認し、

不適合の要否をシステムに入力及び

紙に記載していた

【機械保修課、電気保修課、施設保全課 各チームTL、課代、課長（発行元

課）】

審議結果を受け、修正があれば、課内再上覧後、保安検査官へ説明した後に

保修計画課（現保全管理課）に保修票原紙回付（A，Ｂ，Ｃ）

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 発行担当者（発行元

課）】

不適合管理委員会資料準備

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 不適合管理委員会出

席者（発行元課）】

審議結果を発行担当者に通知

【担当者D、担当者C】

プラント保全部各課が保守担当となる

保修票受領（A，Ｂ，Ｃ）

プラント管理部各課が保守担当となる

保修票受領（Ｂ，Ｃ）

【安全管理課

（発行元課）】

保修票（Ａ,Ｂ,Ｃ

票）作成、上覧

補足（安全管理

課業務フロー）

保修票システ

ムにて必要事

項を記入する。

記入後、TLに

内容確認を受

け、保存操作を

行う。

【各ＴＬ、課代、

課長（発行元

課）】

保修票（Ａ,Ｂ,Ｃ
票）をラインにて

確認

【委員会出席者

（発行元課）】

審議結果を課

内担当者に通

知

【担当者（発行

元課）】

審議結果を受

け、修正があれ

ば課内再上覧

後、保修票（A）

を検査官への

説明を実施した

後にファイルへ

保管

【担当者（発行

元課）】

審議結果を行

け、保修票B,C

票に「不適合管

理の要否」を記

載し、

保修票（B）をプ

ラント管理部長

へ上覧、（C）を

保修担当課へ

回覧

補足（安全管理課

の業務フロー）

・別の担当者は、

保修票運用手順

書通りに「不適合

管理の要否」を空

欄としているものも

あった。

【担当者インタビュー】（安全管理課

業務フロー）

（安管担当B）

・保修票の修正及び「不適合管理の

要・否」を記載は不適合管理委員会

の課内出席者より審議結果を聞き

取り、実施していた。

・「不適合管理の要・否」の記載は保

修票発行元課の仕事だと思ってい

た。

・保修票Ｂ票を保修担当課に回覧す

ることを知らなかった。

【部長】

保修票（B）

確認・押印

【担当者（保守

担当課）】

保修票発行元

課から保修票

（B、C）を入手受

付

補足（燃料環境課ポジペ）

担当者Cは、燃料取扱いを実施する

ことを目的として兼務がかかった

保修計画課(燃料環境課兼務）として

燃料環境課の保修票を管理していた

【担当者D、担当者C】

補修票管理システムにて保修票管理報

告書へ保修完了報告書情報を入力

【担当者D、担当者C】

保修票管理システム及び紙（B,C）にて

受付日、「不適合の要否」、担当者の

入力及び記入、保修票（A）は発行元

課へ返却

【担当者D、担当者C】

保修票（Ｂ票）をプラント保全部長へ、保

修票（Ｃ票）を保修担当課へ上覧

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課の保守担当者】

保修票（Ｃ票）

確認

【旧技術課（発

行元課）】

保修票（Ａ,Ｂ,Ｃ

票）作成、上覧

【当直（発行元

課）】

保修票（Ａ,Ｂ,Ｃ

票）作成、上覧

【管理担当者、

TL、副主幹、

課代、課長（発

行元課）】

保修票（Ａ,Ｂ,Ｃ

票）をラインに

て確認

【課内（発行元

課）】

保修票（Ａ,Ｂ,Ｃ

票）をラインに

て確認
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補足（安全管理課

の業務フロー）

・一部保全管理課

を経由して保修票

B、Cを入手

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課】

異常発見

【安全管理課】

異常発見

【当直長】

異常発見

【旧技術課】

異常発見

保修票の処理

【委員会出席

者（発行元

課）】

審議結果を課

内担当者に通

知

【担当者（発行

元課）】

審議結果を受

け、修正があれ

ば課内再上覧

後、検査官へ

の説明を実施し

た後に保修票

（A）をファイル

へ保管

【担当者（発行

元課）】

保修票（B,C

票）を保修計

画課（現保全

管理課）に原

紙回付

3

3

【管理担当者】

返却された保

修票のうち、Ａ

票を保安検査

官へ説明した

後に保修票管

理台帳と記載

されたキング

ファイルに保管

し、Ｂ・Ｃ票を保

全管理課担当

者又は安全管

理課担当者へ

渡した。

【管理担当者、

課長（発行元

課）】

保修票（Ａ,Ｂ,Ｃ

票）の内容確

認

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 庶務】

保修票（A）保管

【各主任技術者】

出席

【室長】

出席

【部長】

出席

【課長又は出席

者】

出席

【課長又は出席

者】

出席

【課長又は出席

者】

出席

【課長又は出席

者】

出席

【課長又は出席

者】

出席

【部長】

出席

【課長又は出席

者】

出席

【課長又は出

席者】

出席

【課長又は出席

者】

出席

【発行担当者（機械保修課、電気保修課、施設保全課）（発行

元課）】

自課発行分については、保修票タグ取り付け

【技術課】

保修票タグ取

付

【運営管理室

長】

出席

【安全管理課

（発行元課）】

保修票タグ取

付

【当直員】

保修票タグ取

付、保修票

（A）コピー保

管

【発行担当者（燃

料環境課）（発行

元課）】

自課発行分につ

いては、保修票タ

グ取り付け

担当者D及び担当者Cが保修計画課に異動以降の保修票関連業

務の流れについて（～H23.9）【パターン2】

補足

発電間は、検査官

への定例報告の

際に課長、炉主任

まで確認を受けた

保修票（B）票を用

いて検査官へ内

容説明を実施して

いた。

補足

保全部発行分の

保修票について

は、課長確認後

の保修票（A）票

を用いて、保安

検査官への定例

説明の際に保修

票の内容を説明

していた。

【安全管理課

（発行元課）】

保修票タグ取

付

【炉心・燃料課

（発行元課）】

保修票タグ取

付

Ｂ票 C票

安全管理課が保修担当の場合

プラント保全部各課が保修担当の場合

要因7

プラント保全部の各課、安全管理課及び発電課の課長は、保修票の手続きについ

て保修票運用手順書に従った手順を正しく理解させるべきであったが、プラント保

全部内で保修票の受付処理を保修計画課（現保全管理課）で行うという手順にない

方法で運用しており、ルールに規定されているものより、運用を優先していた(E-4）

【安全管理課

長インタ

ビュー）】

保全管理課に

経由して保守

担当課に行く

ことを知らな

かったし、滞っ

ているとも思っ

ていなかった。

要因11

安全管理課の発行担当者は、ルールに基づき保守

担当課へ持参したが、旧保修計画課（現保全管理

課）の保修票担当で受付されるので担当者へ提出

するよう言われたため、保修計画課（現保全管理

課）へ提出することとした(D-5)

要因12

安全管理課の発行担当者は、保修票運用手順書の手順を確認し

た後に保修計画課へ持参し、受付後の処理を確認する必要が

あったが、保修票運用手順書を確認せず、保修票等(B)及び(C)を

旧保修計画課（現保全管理課）に渡して以降については把握して

なかった(E-5)

補足（発電課ポジ

ションペーパー）

処置担当課が機

械保修課なのか

電気保修課なの

か迷う場合もあっ

たので発電課とし

ても上記運用の方

が助かる面も多く

結果として最終的

には保修計画課

に回覧されること

からルールを逸脱

しているとは思っ

てなかった。

要因10

発電課の発行担当者は、旧保修

計画課（現保全管理課）が行う保

修票の上覧について、ＱＭＳ文書

である「保修票運用手順書」の定

めと異なった管理を行っている認

識がなかった（E-6）

要因8

プラント保全部の各課、安全管理課及び発電課は、保修票等に関連する業務につ

いて、保修票運用手順書に従い保修票等の処理を実施すべきであったが、慣例で

保修計画課（現保全管理課）が実施するものと考えており、定めたマニュアルを遵

守する意識の共有が図られていなかった（F-4）

【各課長（代理）インタビュー】

【機械保修課長代理】

保全管理課が保修票の処理に関

わっていたことはほとんど認知してな

かった。処理については事務処理で

あったため自身が押印した後の流れ

については認識してなかった。

【電気保修課長

保全管理課（旧保修計画課）がプラン

ト保全部の筆頭課であり、保修票の

取りまとめ業務を実施するものだと認

識していた。それに関しては特に疑

問を持っていなかった。

【施設保全課長代理】

保修票等については、保全管理課（旧

保修計画課）に帳票がわたり、各上覧

先に配布される運用であった。

【安全管理課長】

保全管理課に経由して保守担当課に

行くことを知らなかったし、滞っている

とも思っていなかった。

【燃料環境課長】

当時は、保修票に関連する処理を保

全管理課で一括して実施する運用と

【発電課長】

発行した保修票を保全管理課（旧保

修計画課）に渡していたと聞いている。

A票

所内MM 実施

出席者：課長代理以上

要因9

プラント保全部の各課、安全管理課及び発電課では、保修票等に関連する業務に

ついて、保修票運用手順書に従い保修票等の手続きを実施べきであったが、関係

者が理解して確実にできるような教育が不足し、保修票等の手続きを遵守する意

識の共有が図られていなかった（G-4）

要因

再掲（E-4）

要因13

安全管理課の発行担当者は、旧保修計

画課（現保全管理課）が行う保修票の上

覧について、ＱＭＳ文書である「保修票運

用手順書」の定めと異なった管理を行っ

ている認識がなかった（F-５）

要因7

再掲（E-4）
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課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

【部長】

確認・押印

【室長】

確認・押印

【室長】

確認・押印
【各主任技術者】

確認・押印

【所長】

確認・押印

平成23年6月までは所長

まで上覧していた。

【運営管理室

（資料セン

ター）】

保修票（B票）

保管

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課のＴＬ、課代、課長】

保修票（C票）をラインにて確認

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課の庶務】

保修票（C票）保管

【担当者D、担当者C】

保修票（B）を受領し、押印抜けが無い

ことを確認し運営管理室（直接、資料

センター）へ保管依頼

4
【担当者（保守

担当課）】

保修票管理シ

ステム及び紙に

て受付日、「不

適合の要否」、

担当者の入力

及び記入

【担当者インタビュー】（安全管理課業務フロー）

（安管担当A）

・「不適合管理の要否」は不適合管理委員会の課

内出席者より審議結果を聞き、記載した。

・保修票（B、C票）の入手時点で「不適合管理の

要否」が記載されていた時もあったが、「要否」判

定に間違いはなかったので気にしなかった

【担当者（保守

担当課）】

保修票管理シ

ステム及び紙に

て受付日、「不

適合の要否」、

担当者の入力

及び記入

【部長】

保修票（B）

確認・押印

4

【課長、課代、

TL（保守担当

課）】

保修票（C票）を

ラインにて確認、

保修票（B票）は

プラント管理部

長へ上覧

【担当者（保守

担当課）】

保修票（C票）を

保管

【担当者インタビュー】（安全管理課業務フロー）

（安管担当A）

・上覧完了後の保修票（B票）を確認したことはな

い。

・確認・押印ルートが確立されていると思い、確認

したことはない。

【担当者インタビュー】（安全管理課業務フロー）

（安管担当S）

・安全管理課所掌設備は、至急対応が多く、連絡

を受けた後、不適合管理委員会を待たずに保修

対応（現状確認もしくは本対応）を実施する必要

がある。

5

5

【庶務】

安全管理課に

戻ってきた保修

票（B）は資料セ

ンターへ保管依

頼

暫定措置の処理

【運営管理室

（資料セン

ター）】

台帳に記入

保修実施

（暫定措置）

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 保守担当者（保守担当

課）】

暫定措置報告書（A、B、C）作成、上覧

保修実施

（暫定措置）

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 各チームＴＬ、課代、課

長（保守担当課）】

作業票をラインにて確認

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 保守担当者（保守担当

課）】

保修作業内容検討 及び 作業票作成

【保守担当者】

保修作業内容

検討 及び 作

業票作成

【ＴＬ、課代、課

長】

作業票をライ

ンにて確認

【当直長】

自課発行元の

保修票につい

ては、保修票

タグ取り外し

【課内】

ラインを通じて

課長まで保修

作業完了を連

絡

【当直長】

発電課に保修

対象設備のリ

リース

【担当者】

中央制御室に

て作業票にひ

も付いた保修

票の完了処理

を実施

【担当者】

作業票の完了

手続を実施、作

業完了報告書

の作成、上覧、

発行元課へ保

修票タグの取外

しを依頼

【担当者】

保修を実施した作業の作業票（D、E）を中央制御室へ持参し、中央制御室にあ

る保修票(A）の写しに実施した保修内容を記載。当直長の確認を受け、作業票

（D、E）に完了を記載してもらい、作業票管理システム、保修票管理システムに

完了を入力する。

補足（燃料環境課

回答）

・作業票を作成す

る際に保修票の承

認状況は確認して

いる。

【担当者】

自課が発行した保修票については、保修票タグ取り外す。

他課が発行した補修票については、作業票の完了手続を実施、作業完

了報告書の作成、上覧し、発行元課へ保修票タグの取外しを依頼

安全管理課の場合
補足(保修票運用手順

書）

平成23年6月20日の第

18次改正版にて所長の

承認欄を削除している

（削除理由）

保修票回覧箇所の見直

し(保修票については、各

部長、各室長及び各主任

技術者の確認までとす

る。)。なお、重要な設備

に関する保修票(運転上

の制限逸脱にかかわる

事象)については、「不適

合報告書」により所長ま

で報告されることから、保

修票の所長確認は削除

した。
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課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

　

【部長】

確認・押印

【室長】

確認・押印

【室長】

確認・押印

【各主任技術者】

確認・押印

【所長】

確認・押印

平成23年6月までは

所長まで上覧してい

た。

【運営管理室

（資料セン

ター）】

暫定措置報告

書（B票）

【担当者D、担当者C】

暫定措置報告書受領

（A，Ｂ，Ｃ）

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 発行担当者（発行元

課）】

暫定措置報告書（C票）

確認

【安全管理課

（発行元課）】

暫定措置報告

書（C票）受領、

課内上覧

【炉心・燃料課

（発行元課）】

暫定措置報告

書（C票）受領、

課内上覧

【安全管理課】

暫定措置報告

書（C票）保管

【課内（発行元

課）】

暫定措置報告

書（C票）受領、

課内上覧

【炉心・燃料

課】

暫定措置報告

書（C票）保管

【課内（発行元

課

）】

暫定措置報告

書（C票）保管

【課内（発行元

課

）】

暫定措置報告

書（C票）コピー

保管

機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 ＴＬ、課代、課長（発

行元課）】

暫定措置報告書（C票）をラインにて確認

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 の庶務】

暫定措置報告書（C票）保管

【担当者D、担当者C】

暫定措置報告書（B）を受領

【ＴＬ、課代、課

長】

暫定措置報告

書

（Ａ，Ｂ，Ｃ）をラ

インにて確認

【保守担当者】

暫定措置報告

書（B)はプラント

管理部長へ上

覧、暫定措置報

告書（C）は保修

票発行元課へ

回覧

【部長】

暫定措置報告

書（B）

確認・押印

7

7

9

9

【庶務】

安全管理課に

戻ってきた暫定

措置報告書（B）

は資料センター

へ保管依頼
【担当者インタビュー】（安全管理課業務フロー）

（安管担当B）

・保修担当課より保修完了の報告を受けたが、保修完

了報告書（C）が安全管理課に配布されない場合は、保

修票管理システムにて保修の完了を確認していた。

【担当者Bインタビュー】

保修票等は、A,,B,C全てが保修計画課（現保全管

理課）に来ていた。

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 庶務】

暫定措置報告書（A）保管

【運営管理室

（資料セン

ター）】

台帳に記入

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 各チームTL、課代、課長

（発行元課）】

暫定措置報告書（A、B、C）をラインにて確認後、

保修計画課（現保全管理課）に暫定措置報告書原紙回付（A，Ｂ，Ｃ）

【保守担当者】

暫定措置報告

書

（Ａ，Ｂ，Ｃ）

作成、上覧

【担当者D、担当者C】

暫定措置報告書（A、C）票を一時保管

し、B票上覧

【担当者Cインタビュー】

（A）票及び（C）票については、一時的に保修計画

課で保管していた。

【担当者D、担当者C】

暫定措置報告書（B）の押印に抜けが

ないことを確認

【担当者D、担当者C】

暫定措置報告書（B）を資料センターに

保管を依頼し、（A）票は、保守担当課へ、

（C）票は、発行元課へ保存を依頼

【担当者D、担当者C】

当該月に暫定措置完了している案件に

ついて、暫定措置報告書がすべて発行

されていることを確認

【担当者Cインタビュー】

（B）票の押印欄にすべて押印がなされたことを確認した後にそ

れぞれの保管箇所に渡していた。また、各保管箇所へ渡す際

に保修票管理システムから当該月に完了若しくは暫定措置が

完了した保修票のリストを出力し、チェックを行っていた。

10

【担当者Cインタビュー】

当時の運営管理室の庶務に上覧が完了した（B）票については、

旧保修計画課に送付するよう依頼していたため、資料センター

に保管された後ではなく、旧保修計画課に送付された帳票を確

認していた。

【担当者Cインタビュー】

確認後、（B）票については、資料センターへ保管を依頼していた。

【担当者D、担当者C】

保修票管理システムにて保修票管理

報告書へ保修完了報告書の情報を入

力

8

安全管理課の場合

補足(保修票運用手順書）

平成23年6月20日の第18次改正版にて所

長の承認欄を削除している

（削除理由）

保修票回覧箇所の見直し(保修票について

は、各部長、各室長及び各主任技術者の確

認までとする。)。なお、重要な設備に関する

保修票(運転上の制限逸脱にかかわる事象)
については、「不適合報告書」により所長まで

報告されることから、保修票の所長確認は削

除した。

C票

A票

B票

【担当者】

暫定措置報告

書（A）

保管

6

6
6

B票
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課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

【部長】

確認・押印

【室長】

確認・押印

【室長】

確認・押印

【各主任技術者】

確認・押印

【所長】

確認・押印

平成23年6月ま

では所長まで

上覧していた

【担当者D、C】

保修票完了報告書受領

（Ａ，Ｂ，Ｃ）

【担当者D,C】

A票、C票を一時保管し、B票を上覧

【担当者D、担当者C】

保修票管理報告書へ保修完了報告

書の情報入力

12

13

【保守担当者】

保修票完了報

告書（Ａ，Ｂ，Ｃ）

作成、上覧

【ＴＬ、課代、課

長】

保修票完了報

告書（Ａ，Ｂ，Ｃ）

をラインにて確

認

【担当者インタビュー】（安全管理課業務フロー）

（安管担当S）

・安全管理課所掌設備は、至急対応が多く、連絡を受

けた後、不適合管理委員会を待たずに保修対応（現状

確認もしくは本対応）を実施する必要がある。

【保守担当者】

保修票完了報

告書（B)はプラ

ント管理部長へ

上覧、保修票完

了報告書（C）は

保修票発行元

課へ回覧

【部長】

保修票完了報

告書（B）

確認・押印

12

補足（安全課理課ポジションペーパー）

・自課では水平展開を実施している。

・他課への水平展開の必要性については、不適合管理

委員会にて判断しており、是正措置や予防措置がなけ

れば、水平展開はない。

・プラント管理部としては、水平展開等の管理マニュアル

がない。

保修実施

（本完了）

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 各チームＴＬ、課代、課長

（保守担当課）】

作業票をラインにて確認

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 保守担当者（保守担当

課）】

保修作業内容検討 及び 作業票作成

【担当者】

保修を実施した作業の作業票（D、E）を中央制御室へ持参し、中央制御室にある保

修票(A）の写しに実施した保修内容を記載。当直長の確認を受け、作業票（D、E）に

完了を入力してもらう（作業票管理システム、保修票管理システム及び紙）

【担当者】

自課で発行した保修票については、保修票タグ取り外し

他課が発行した作業票の完了手続を実施、作業完了報告書の作成、上覧、

発行元課へ保修票タグの取外しを依頼する。

保修完了の処理

【発行元課】

保修票タグ

取り外し

【安全管理課】

保修作業内容

検討及び作業

票作成

【ＴＬ、課代、課

長】

作業票をライ

ンにて確認

保修実施

（本完了）

【課内】

ラインを通じて

課長まで保修

作業完了を連

絡

【当直長】

発電課に保修

対象設備のリ

リース

【担当者】

中央制御室に

て作業票にひ

も付いた保修

票の完了処理

を実施

【担当者】

作業票の完了

手続を実施、作

業完了報告書

の作成、上覧

8

安全管理課の場合

補足(保修票運用手順書）

平成23年6月20日の第18次改正版にて所

長の承認欄を削除している

（削除理由）

保修票回覧箇所の見直し(保修票について

は、各部長、各室長及び各主任技術者の確

認までとする。)。なお、重要な設備に関する

保修票(運転上の制限逸脱にかかわる事象)
については、「不適合報告書」により所長まで

報告されることから、保修票の所長確認は削

除した。

B票 11

【担当者】

保修票完了報

告書（A）

保管



添付資料－1　　　保修票等の処理手順の不履行に関する時系列（11/26）

課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

次月初旬～中旬

【安全管理課

（発行元課）】

保修完了報告

書（C票）受領、

課内上覧

【炉心・燃料課

（発行元課）】

保修完了報告

書（C票）受領、

課内上覧

【安全管理課】

保修完了報告

書（C票）保管

【課内（発行元

課）】

保修完了報告

書（C票）受領、

課内上覧

【炉心・燃料課】

保修完了報告

書（C票）保管

【課内（発行元

課

）】

保修完了報告

書（C票）保管

【課内（発行元

課

）】

保修完了報告

書（C票）コピー

【運営管理室

（資料セン

ター）】

保修票完了報

告書（B票）

保管

【担当者D、担当者C】

保修票完了報告書（B）を受領

13

【庶務】

安全管理課に

戻ってきた保修

票完了報告書

（B）は資料セン

ターへ保管依

頼

【担当者インタビュー】（安全管理課業務フロー）

（安管担当B）

・保修担当課より保修完了の報告を受けたが、保

修完了報告書（C）が安全管理課に配布されない

場合は、保修票管理システムにて保修の完了を

確認していた

【機械保修課、施設保全課、電気保修課、燃料環境課の（保守担当課）

の庶務】

保修完了報告書（A票） 保管

【機械保修課、電気保修課、施設保全

課確認】

・各課に保修票の管理者はおらず（保

全管理課担当者と勘違いし）、庶務に

てファイルしていた

【課内（担当

者）】

保修完了報告

書等同様の番

号の保修票を

廃棄する。
補足（発電課業務フローから記載）

発電課マニュアル 第8号（保修票運用マ

ニュアル）にて、保修完了報告書（Ｃ）につ

いては課内上覧後保管し、代わりに保修

票(Ａ)を廃棄することが定められている。

【炉心・燃料

課】

保修票タグ取

外し

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 発行担当者（発

行元課）】

保修完了報告書（C票）

確認

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 ＴＬ、課代、課長

（発行元課）】

保修完了報告書（C票）をラインにて確認

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課の庶務】

保修完了報告書（C票）保管

【担当者D、担当者C】

当該月に発行された保修完了報告書

が発行されていることを確認

【担当者D、担当者C】

暫定措置報告書（B）を資料センターに

保管を依頼し、（A）票は、保守担当課

へ、（C）票は、発行元課へ保存を依頼

10

【担当者D、C】

発電課からの問い合わせに対し状

況を確認し回答

発電課マニュアル「保修票運用マニュアル」

に基づく処理状況チェック

【当直】

当直長に対し、

保修完了依頼

のされた案件に

ついて、暫定措

置報告書（C）及

び保修完了報

告書（C）が発電

課にて保管され

ているかの確認

【管理チーム】

当直から確認

指示のあった

案件について、

処理状況を保

全管理課（保

修計画課）に

確認

10

補足（保修票運用マニュアル）

６．保修票処理状況チェック

当直長は保修票処理状況を毎月１回チェックし、設備の運転、定期試験、各種試験等の実施に支障のな

いことを確認する。この場合、保修票管理台帳及び巡視点検表から現状の保修未完了、報告書の未受領

の保修票等を確認し、保修票管理台帳チェックシート（添付資料－１）の特記事項欄に現状及びコメントを

記載し、プラント管理チームに送付する。プラント管理チームは保修票管理台帳チェックシートを上覧する

とともに、保修担当課に対応状況を確認し、必要に応じ当直長に連絡する。

発電課長は、保修担当課から保修票管理報告書が提出された場合、内容を確認する。

プラント管理チームは、保修担当課から保修票管理報告書の写しを受領した場合、連絡メモにて当直に周

知する。

補足（発電課 管理チーム引継書）

(3) 保修票管理台帳チェックシート（回答）

・第１土曜日の「保修票処理状況チェック」で当直から結果が来るので、「回答」を作

成する。「回答」の作成が終わるまで「保修票処理状況チェック」は自分で持っておく。

「回答」は一通り上覧したら、原紙はファイリングし、コピーを中央へ送付する（コ

ピーを保修計画課：担当者B及び担当者Cにもって行き保修課にも確認してもらう）。

※安管にはコピーを送付する必要無し

【担当者Cインタビュー】

（B）票の押印欄にすべて押印がなされたことを確認した後

にそれぞれの保管箇所に渡していた。また、各保管箇所へ

渡す際に保修票管理システムから当該月に完了若しくは

暫定措置が完了した保修票のリストを出力し、チェックを

行っていた。

【担当者Cインタビュー】

当時の運営管理室の庶務に上覧が完了した（B）票について

は、旧保修計画課に送付するよう依頼していたため、資料セ

ンターに保管された後ではなく、旧保修計画課に送付された

帳票を確認していた。

【担当者Cインタビュー】

確認後、（B）票については、資料センターへ保管を依頼してい

た。

【TL-Bインタビュー】

・（以前の担当者は、毎月保修票が滞っていないかチェック

を行っていたことは知らなかった。

補足（発電課業務フローから記載）

手順書には定まっていない。

1111

A票

B票 C票



添付資料－1　　　保修票等の処理手順の不履行に関する時系列（12/26）

課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

毎月1日～中旬

月間不適合管理委員会資料の作成

保修管理報告書の作成

月間不適合管理委員会の実施

【担当者インタビュー】（安全管理課業務

フロー）

（安管担当A）

・保修完了報告書（保安検査官説明用）と

不適合管理委員会用資料に記載すべき

内容は同一であることから、記載の内容

を統一するために、保修票完了報告書を

完成させてから、不適合管理委員会用資

料に転記するようにしている。

【作成担当者】

保修票管理報

告書を作成し、

課内の保修票

担当者へ必要

事項の記入を

依頼

補足（安全管理課業務フロー）

①保修票管理システムにて保修票管理報告

書作成対象月に発行された保修票を確認し、

保修依頼内容を記載する。

②保修票管理報告書作成対象前月末までに

完了していない保修票を確認する。

【保修担当者】

保修票管理報

告書に必要事

項を記入

【作成担当者】

保修票管理報

告書を基に不

適合管理委員

会資料に転記

補足（安全管理課業務フロー）

作成対象月末時点の処置予定、作業実施、

完了状況を記入する

【TL、課代、課

長】

ラインにて確認

【部長】

確認

【課長】

確認

【課代】

品質保証室に

コピーを提出し、

原紙は作成担

当者へ返却

【品質保証室】

受領、月間不

適合管理委員

会の資料とし

て準備

【作成担当者】

原紙保管

【担当者D、担当者C】

処理状況について、保修管理報告書の

データをベースに各課へ処理状況等の

出力内容の確認を依頼

【機械保修課、電気保修課、施設保全課】

「補修区分、作業完了予定、処理予定（妥当である理由含む）及び実施・完了状況」を

確認し、保修計画課へ回答

【担当者C、担当者D】

内容を確認しTL、及び課長へ確認依頼

【TL】

確認

【課長】

確認

補足（機械保修課ポジションペーパー）

・月間不適合管理委員会の資料では、

水平展開の管理が不足しているという

認識はなかった

補足（電気保修課ポジションペー

パー）

・月間不適合管理委員会の資料の確

認項目にに水平展開についての項目

が記載されておらず、管理が不足して

いる状態であったが、資料については

保全管理課担当者が一括して作成し

ていたため、電気保修課では気付か

なかった

安全管理課分の

保修管理報告書

のコピーを受け取

り、その保修管理

報告書並びに各

課別の未完了保

修票件数（総数並

びにＯＳ未完了

分）をまとめて、連

絡メモとして課内

上覧

【課内（発行元

課）】

内容を確認・押

印後、担当者に

返却

【担当者】

当直員も含めて

課員全員に連絡

メモにて内容周

知

補足（発電課業務

フロー）

この時には、保

全管理課・安全管

理課から渡される

保修票管理報告

書のコピーを用い

て未処理件数をカ

ウントしているた

め、実際に保修票

等の紙データとの

照合は実施してい

ない。

補足（品質保証室ポジションペーパー）

・品質保証室で作成する月間不適合管理委員会の資料は、不

適合管理台帳を基に作成しており、不適合管理台帳には、保

修票との関連を示す情報を入力する項目はない。

その理由として、不適合管理委員会において不適合管理が

「要」となった場合は、不適合管理委員会議事録にその旨を記

載しており、また、各課が速やかに不適合報告書を作成してい

たことから、関連を示す必要があるとの認識に至らなかったこ

とが考えられる。

また、保修票の不適合管理が「要」となったものは、是正処置

計画書の承認より予防処置に展開されることから、資料（保修

票の処理状況）を確認したとしても、水平展開の管理が不足し

ているとの認識までには至らなかったと思われる。

【当直（担当

者）】

保修票管理台

帳チェックシート

に記載し当直長

の上覧

【管理チーム】

保修計画課

（現保全管理

課）に状況を

確認した結果

を当直へ連絡

【当直長】

確認・押印

【管理チーム

担当者、TL】

確認・押印

【課長、課代、

副主幹】

確認・押印

【当直】

保管

8



添付資料－1　　　保修票等の処理手順の不履行に関する時系列（13/26）

課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

毎月中旬

毎月中旬～下旬

平成21年9月15日

月間不適合管理委員会 開催

【部長】

「原子炉起動

前保修票・保

安規定機能確

認管理マニュ

アル」承認・施

行

（H21.9.15）

【担当者B、担当者C】

【担当者A】

内容を確認し表紙を付けて、各課担当者へ渡す

【機械保修課、電気保修課、施設保全課】

ラインにて確認後

「保修票管理報告書」は発行元課へ回覧

「保安検査官定例報告書説明資料」は部長へ上覧

補足（各表紙を元に記載）

・表紙は、「保修票管理報告書（発行元課提出・確認用」と「保安検査

官定例報告説明資料」である。

・「保修票管理報告書（発行元課提出・確認用」の押印欄は、作成

（保守担当課長）と確認（発行元課長）欄

・「保安検査官定例報告説明資料」はプラント保全部確認欄（プラント

保全部長、課内確認欄）

【部長】

確認

【各課】

保安検査官定例説明後、保修計画課（現保全管理課）が作成した議事録と合わせて

保管

プラント保全部内マニュアル

「原子炉起動前保修票・保安規定機能確認管理マニュアル」制定

【各課】

発行元課にて確認し、保守担当課へ返却。

返却後、保守担当課は、コピーを発電課に配付。

【各主任技術者】

出席

【室長】

出席

【部長】

出席

【課長又は出

席者】

出席

【課長又は出

席者】

出席

【課長又は出

席者】

出席

【課長又は出

席者】

出席

【課長又は出

席者】

出席

【部長】

出席

【課長又は出

席者】

出席

【課長又は出

席者】

出席

【課長又は出

席者】

出席

【各課】

発行元課にて確認し、保守担当課へ返却
【担当者】

保安検査官定例報告書説明資料の承

認版を受領し、各課へコピーを配布

プラント保全部

分の保修管理

報告書のコピー

を受け取り、そ

の保修管理報

告書並びに各

課別の未完了

保修票件数（総

数並びにＯＳ未

完了分）をまと

めて、連絡メモ

として課内上覧

【課内（発行元

課）】

内容を確認・押

印後、担当者に

返却

【担当者】

当直員も含めて

課員全員に連

絡メモにて内容

周知

補足（発電課業務フロー）

この時には、保全管理課・安全管理課

から渡される保修票管理報告書のコピー

を用いて未処理件数をカウントしているた

め、実際に保修票等の紙データとの照合

は実施していない。

【各主任技術者インタビュー】

（前炉主任A）

・当該上覧書類が一定の長期間に渡り

全く無かったというのではなく、定期的に

上覧書類は有ったので、疑問は感じな

かった。

炉主任には多数の書類が来るので、起

案の未のものが有るか否かのチェック

は、責任範囲外と思う(今後とも)

（前電気主任者B）

・保修票等の情報はメール、月間不適

合管理委員会にて知った、全てではな

かったが保修票等の回覧が行われてい

たこと、回覧が不定期であったことから

上覧されていない保修票等に気付かな

かった。

（前ＢＴ主任者C）

・保修票等が上覧されてこないことに疑

問は感じていない。

保修票等が上覧されてくる量は、日常

的に多いとは感じたが、少ないと感じた

ことはない。

なお、保修票等の母数に対し、日々、ど

れ位の処理量でなければいけないのか、

考えたことはなく、上覧されないものが

あるなどとは、考えも及ばなかった。

また、小職の場合には、上覧物は、保修

票等以外にもライン管理職としての上覧

物も多くなり、いちいち保修票等の上覧

量を確認することはできなかったと考え

る。

（前ＲＩ主任者D）

・保安検査官対応として不適合管理委

員会にほぼ全日出席しており、検査官

への説明は毎朝行っていた。ＲＩ主任者

への上覧は、その追認であったことから、

未上覧について注意が払われなかった。

・保修票等のＢ票は技術総括課にて管

理されているとの認識であった。

【品質保証室長インタビュー】

（前々室長A）

・保修票等の情報はメール、月間不適合

管理委員会にて知った、全てではなかっ

たが保修票等の回覧が行われていたこ

と、回覧が不定期であったことから上覧

されていない保修票等に気付かなかった。

（前室長B）

・全ての保修票等が止まってたわけでは

なく、時々回ってきていたので未上覧の

ものが多数あるとは、気付かなかった

・保修票等が上覧された際、不適合管理

委員会でＣ区分以上として、不適合管理

報告書で対応したかどうかは、記憶の範

囲で確認していた。

【プラント管理部長インタビュー】

（前々部長A）

・時々、上覧されており押印した記憶がある。まったく上覧されていなかったという認識はない。ただし、

押印したものが保修票（Ｂ票）か保修完了報告書（Ｂ票）のどちらであったかは憶えていない。

・プラント管理部長として、安全管理課が担当している設備と類似設備の保修票であれば、水平展開

の要否を意識して確認していた。不適合管理の要否については、不適合管理委員会で審議されるも

のであるため、あまり意識して確認したことはない。

・保修票の発行や完了については、メールで配信されており、気になる保修票の完了は、メールの通

知で迅速に把握できていた。

（前部長B）

・保修票等の情報はメール、月間不適合管理委員会にて知った、全てではなかったが保修票等の回

覧が行われていたこと、回覧が不定期であったことから上覧されていない保修票等に気付かなかった

・保修票の内容（プラントへの影響）、安全重要度、通常か至急の判断が適切か、原因（要因）から不

適合要否の再検討の必要性、水平展開の必要性について確認していた。

【プラント保全部長インタビュー】

（前部長A）

・上覧されたものについて確認し押

印していた。

・月間不適合管理委員会にて保修票

の発行、処理状況が報告され、審議

していたが、その中に上覧されてい

ないものがあるとは、思わなかったし、

気が付かなかった。

・保修票の情報は、保修票管理シス

テムからの自動メール配信により知

らされるので、上覧されていない保

修案件が月間不適合管理委員会で

報告されても、それに気が付かな

かったのかもしれない。

【運営管理室

長】

出席

補足（当該マニュアルから抜粋）

原子炉起動前に発行されている保修票について、「保修票運用手順書」の保修票管理報告書のリストをベースに処理状況を以下の手

順にて管理する。

(1)保修計画課長は、保修票管理報告書（電子データ）の管理場所を周知し、原子炉起動の4ヶ月前から、毎月１日（休日の場合翌日）（前

月３０日又は３１日までの発行分）及び１６日（休日の場合翌日）（当月１５日までの発行分）に、保修票処理状況を部内各課長へ入力を依

頼する。なお、本入力作業のうち、毎月１６日（休日の場合翌日）の依頼で行われる作業は、「保修票運用手順書」の保修票管理報告書と

して継続するものとする。（様式-2（サンプル）参照）

（2）依頼を受けた部内各課長は、保修票管理報告（電子データ）に下記のデータを１週間以内に入力を行う。

①補修区分

②作業完了予定

③処理予定（妥当である理由含む）及び作業実施・完了状況

【運営管理室長インタビュー】

（前々室長A）

・確認・決裁のために捺印を要する

書類については、定常的に多量に上

覧されており、保修票の上覧のみが

極端に少ない状態にあるなど、保修

票の処理状況に異変があったことは

気が付かなかった。

（前室長B）

・保修票等の情報はメール、月間不

適合管理委員会にて知った、全てで

はなかったが保修票等の回覧が行

われていたこと、回覧が不定期で

あったことから上覧されていない保修

票等に気付かなかった。

保修票管理報告書
保安検査官定例報告書説明資料

保修票管理報告書
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課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

平成23年9月6日

平成23年9月30日

平成23年10月1日

平成24年1月25日

～
1月26日

平成24年4月17日

補足

講師：保修計画課員

教育資料：

①保修票運用手順書のうち保修票の発行基準を抜粋したも

のを使用

【担当者B、担当者C】

保修票分析結果（中間報告）（第2段階

保全サイクル：プラント保全部）を作成し、

プラント保全部内上覧

【担当者Bインタビュー】

・分析に係るデータはシステムから取り出している。やり方は、平成24年

度分以降も同じである。

・保修票の印刷したものからは分析に必要な情報（故障原因）は読み取

れない。

・平成25年度分からはテクメモではなく、保守管理要領 第22条に規定さ

れる「保全管理の有効性評価」の情報の1つとして作成している。

補足（テクニカルメモ【ＭＳ-12-005】）

もんじゅ不適合要領 第5章「データ分析の実施」に基づく第16条第4項

1.目的

「もんじゅ」において発行された保修票を分析することにより、機器故障にかかわるデータを蓄積、評価するととも

に、これらの評価結果を考慮し、次の保全サイクル以降の保全計画に反映すること。

2.概要

第2段階保全サイクル期間中のうち平成22年7月23日から平成24年3月31日までに保修票か発行された保修票

についての分析結果を中間報告として報告するもである。

3.結果

第2段階保全サイクル期間中のうち平成22年7月23日から平成24年3月31日までに保修票発行件数は806件であ

る。

（中略）

保修票発行件数806件のうち、98件が未処理となっているが、今後必要な時期までに保修を計画的に実施する

こととなっており、保修を適切に処理していると評価する。

保修票の分析

【TL】

確認

【課代】

確認
【課長】

確認

【課長】

協議

【課長】

協議

【課長】

協議

【課長】

協議
【部長】

確認

プラント保全部 部内教育の実施

「保修票運用手

順書」改正

（Rev19）

補足（技術総括課ポジションペーパー）

第５条（帳票の流れ）について

図-1「保修票の処理フロー」において、「保修票(B)保管（運営管理室（現：技術総括課））」とあるが、フローの線の接

続がなく独立しており、保管に対する流れの線が接続されていないため、どこから流れてくるのか不明である。

同フローにおいて「運営管理室 保管」の上には各主任技術者確認、更にその上には部室長確認しか記載がなく、

運営管理部長が最後に確認してから保管（総括課）するようには見えない

次年度以降は、1回/年実施。（保修票の分析の

作成方法については、現在まで変更はない。）

回議書

確認・押印

回議書

承認・押印

（H23.9.6）

「保修票運用手順書」改正

（B票の押印者変更（所長削除））

補足(発電課回答）

・改正作業時における線の延ばし忘れと

思われる。（故意に削除する理由も経緯

もない）

・教育はしていない（周知業連のみ）

【担当者D】

出向解除

【担当者B】

協力会社から

開発協力員とし

て出向
【担当者C】

燃料環境課、

機械保修課、

施設保全課分

取りまとめを

継続して実施

補足

前任者の担当者Dの業務を引き継ぎ、電気保修課

分の保修票の取りまとめを実施。

補足

同様の方法で平成24年9月まで実施。担当者D及び担当者Cが保修計画課に異動以降の保修票関連業

務の流れについて（～H23.9）【パターン2】

月間不適合管理委員会資料の作成

保修管理報告書の作成

月間不適合管理委員会の実施

同様の方法にて作業を実施

補足（担当者Dの引継書から記載）

（2）保修票

①A票…発行元課でファイルする。

②B票…所内を上覧する。上覧後は資料センターに保存される。

③C票…Ｃ票に保修担当課、担当者及び受付日を記載し、上覧する。上覧後、保修担当課でファイルする。

④保修票管理システムへの登録…保修票受付にて、受付日及び担当者を登録する。

（3）暫定措置報告書

①A票…発行元課でファイルする。

②B票…所内を上覧する。（コメント反映のため、炉主任→安全品質管理室長→その他の記載管理職の順で上覧する。）、上

覧後は資料センターに保存される。

③C票…上覧後、保修担当課でファイルする。

（4）保修票完了報告書

①A票…水平展開/懸案事項の印を押印し、要否を記載する。発行元課でファイルする。

②B票…所内を上覧する。（コメント反映のため、炉主任→安全品質管理室長→その他の記載管理職の順で上覧する。）、上

覧後は資料センターに保存される。

③C票…上覧後、保修担当課でファイルする。

（5）保修票管理報告書作成

・安全品質管理室の指定日時までに提出する。

・月初にたたき台を作成し、各課の確認を受ける。

・保修完了予定については、適宜、担当に確認する。

・月間不適合管理委員会終了後、保安検査官への説明を各課管理職より実施する。

（8）その他

・保修票運用手順書に従うこと。

・計器精度外れの保修票に対する保修票タグの運用について、保修票運用手順書への反映を発電課に依頼中（第8条に「計

器の校正において、調整前後の測定値が所定の精度を満足していないことが判明した後、直ちに保修作業又は暫定措置が完

了した場合についてはこの限りではない。」を追記依頼。10月以降に反映予定。）なお、本件については、課長より、計器精度

外れ以外にも適用できるような表現にするべきとのコメントを受けているため、発電課及び安全品質管理室との調整が必要。

【担当者B】

電気保修課、

燃料環境課、

機械保修課、

施設保全課分

の保修票管理

システムのログ

インIDを取得

プラント保全部部内教育の実施（保修票発行基準）

「保修票運用手

順書」

回議書起案

（H23.8.30）

補足（改定内容）

・組織体制変更に伴う見直し

・表現の適正化

補足（合議者）

副所長、原子炉主任技術者、ナトリウム

技術総括主任者、RI主任者、危険物保

安監督者、ボイラ・タービン主任技術者、

電気主任技術者、安全品質管理室長、

運営管理室長、技術部長、プラント保全

部長、管理課長

【担当者C】

部内教育資料の

作成

【機械保修課担当者インタビュー】

・改定に関する教育は改定の都度受けているが、手順全体

の反復教育はあまり受けていない。配属されたとき等の教育

でも手順に関しては熱心には行われていない。



添付資料－1　　　保修票等の処理手順の不履行に関する時系列（15/26）

課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

平成24年9月3日

～

平成24年10月1日
～ 【担当者B】

保修票の前担

当者である担

当者Cからの引

継ぎを受けた

補足（担当者C 引継書）

【引継者：担当者B、担当者A】

1.事務手続き

（1）発行時

・保修票発行後、保修票発行元課より速やかに不適合管理委員会にて報告する。

・不適合管理員会で報告した日に保修票発行元課より保安検査官への説明を実施する。ただし、精度外れ及び腐食については、保安検査官対応者と相談する。

（2）保修票

①A票 ・発行元課でファイルする。

②B票 ・不適合管理委員会審議記録(品証室からメールが来る)より確認し、不適合管理(要・否)を記載する。

・所内を上覧する。

上覧後は資料センターに保存される。

③C票 ・不適合管理委員会審議記録(品証室からメールが来る)より確認し、不適合管理(要・否)を記載する。

･Ｃ票に保修担当課、担当者及び受付日を記載し、上覧する。

・上覧後、保修担当課でファイルする。

④保修票管理システムへの登録

・保修票受付にて、受付日及び担当者を登録する。

（3）暫定措置報告書

①A票 ・保修担当課でファイルする。

②B票 ・所内を上覧する。（コメント反映のため、炉主任→その他の記載管理職の順で上覧する。）

・上覧後は資料センターに保存される。

③C票 ・上覧後、発行元課でファイルする。

④暫定措置報告書の上覧及び保管状況を確認する。

（4）保修完了報告書

①A票 ・水平展開/懸案事項の印を押印し、要否を記載する。

（部内マニュアル「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュアル」に基づき実施。）

・保修担当課でファイルする。

②B票 ・所内を上覧する。（コメント反映のため、炉主任→その他の記載管理職の順で上覧する。）

・上覧後は資料センターに保存される。

③C票 ・上覧後、発行元課でファイルする。

④保修完了報告書の上覧及び保管状況を確認する。

（5）保修票管理報告書作成

【担当者Bインタビュー】

・担当者C からの引継ぎ際には、担当者Aはいなかった

・保修票については詳細には引き継いでいない（担当者Bが元々保

修票の処理業務に携わっていたことから主に復旧状態の対応で

あった）

チームミーティングを実施

（出席者：課長、ＴＬ、担当者A、担当者B、その他1名）
【担当者Bインタビュー】

・当時の課長が、担当者Aの指導員に

ＴＬを指名した。

・ミィーティング終了後、ＴＬから担当者

Aの指導員をするように指示を受けた。 TLへ担当者Aの

指導員となるよ

う指示

課長より担当

者Aの指導員

の指名を受け

た

担当者Bに担当

者Aの指導を行う

よう指示

【担当者C】

出向解除に伴

い保修票業務

の引継ぎ実施

プラント保全部

マニュアル「保

修票に関する

水平展開・懸案

事項管理マニュ

アル」

H24/9/3制定

H24/9/4施行

補足（教育記録なし）

「保修票に関する水平展開・懸案事項

管理マニュアル」についての周知・教育

は実施していない

【担当者Bインタビュー】

・本マニュアルの内容（水平展開等に係るゴム印、水平展開があった場合の対応

様式）については、旧プラント第２課において制定されているマニュアルにて規定

していたものであり、本マニュアルはそれをベースとして周知されている内容であ

り、各課においても認識されていると思ったため、改めて教育は行わなかった。

【部長】

保修票完了報

告書（A票）

確認・押印

【担当者B、C】

保修票完了報告（Ａ）書受領

【担当者B、C】

保修完了報告書（A）票に部長確認欄

のゴム印を押印し、部長へ上覧

（部長確認後はC票とともに一時的に保

管

B票は、各室部長、主任技術者へ上覧） プラント保全部内マニュアル「保修票に関する水平

展開・懸案事項管理マニュアル」の制定・施行

（H24.9.4）以降はA票に部長押印欄のゴム印を押

して上覧している。

補足

ゴム印（水平展開・懸案事項及び部

長印）は、保全管理課担当者しか

持っていなかった

プラント保全部マニュアル

「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュアル」

制定

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 保守担当者（保守担当

課）】

保修完了報告書受領（A）票に水平展開・懸案事項のゴム印を押印し、水平展開・

懸案事項の有無を記載

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 TL、課代、課長（保守担

当課）】

保修完了報告書（A）をラインにて確認

・
・
・
・

・
・
・

補足（プラント保全部内マニュアル「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュアル）

4.保修票完了時に関する水平展開・懸案事項処理及び管理

（1）処理及び管理

1)  保修担当課は、保修完了報告書作成時に水平展開の必要性及び懸案事項の有無を確認する。確

認内容の例を「（2）水平展開の必要性及び懸案事項の例」に示す。

2)  水平展開の必要性及び懸案事項の有無を確認後、保修完了報告書(Ａ)に添付資料‐2に示す水平

展開・懸案事項記載用のゴム印を押し、水平展開の必要性及び懸案事項の有無を記載する。

【例】

補足（プラント保全部内マニュアル「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュアル）

4.保修票完了時に関する水平展開・懸案事項処理及び管理

（1）処理及び管理

課内上覧後、保修計画課で採番し、様式－1に示す部長確認欄のゴム印を押す。保修完了報告書（Ａ）

に添付資料－2に示す部長確認欄のゴム印を押す。

補足

「保修票、暫定措置報告書の発行、保管」及び「完了報告書

の発行」までの流れについては、「パターン2」から変更なし

補足

「完了報告書の保管」までの流れについては、「パターン2」から

変更なし

プラント保全部マニュアル「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュアル」施行

以降の保修票等の流れ（平成24年9月4日～）【パターン3】

（プラント管理部含む）



添付資料－1　　　保修票等の処理手順の不履行に関する時系列（16/26）

課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

平成25年7月

～

平成25年7月10日
～

平成25年8月12日

平成25年11月28日

【担当者A】

担当者Bより業務

の流れ等につい

て適宜指導を受

け、電気保修課

以外の保修票等

への対応

【担当者B】

TLより指示を受

け、担当者Aの

指導実施

（引き続き、電

気保修課分の

保修票等への

対応）

補足（保修票運用手順書 H25年11月28日承認、H25年11月30日施行）

改正内容

（1）原子炉等規制法の改正に伴う表現の見直し（法名称等の変更）

（2）QMS文書校正の見直し…定義、要求事項、関連文書及び文書・記録管理に関する項目を明確にする。

（3）表現の適正化

（帳票の種類【第4条】の抜粋）

保修票発行基準に示す故障が発生又は発生する恐れがある場合、保修票発行元課長は保修票（A）～（C）に必要事項を記入し、保修票（B）（C）を保修担当課長に提出する。

また、保修票発行元課長（当直長を含む）は、保修票発行時は保修依頼の管理タグ（以下、「保修票タグ」という。）を対象設備機器に取り付ける。

ただし、「計測器類管理手順書」で定める可搬型放射線計測器類については、同手順書で処理する。

（保修の依頼【第6条】の抜粋）

保修票発行基準に示す故障が発生又は発生するおそれがある場合、保修票発行元課長は保修票（A）、（B）及び（C）に必要事項を記入し、保修票（B）及び（C）を保守担当課長に提出する。保修票発行元課長は必要に応じて、保守担当課長に保修依

頼内容を説明する。

また、保修票発行元課長（当直長を含む。）は、保修票発行時は保修依頼の管理タグ（以下「保修票タグ」という。）を対象設備機器に取り付ける。ただし、点検作業中に点検対象設備機器の故障や計器精度外れ等の不具合が確認され、かつ確認され

た当日の点検作業中に当該部分の保修作業完了又は暫定措置を実施した場合、保修票タグの取り付けを除外する（保修票の発行は必要）ことができる。

2 保守担当課長は、不適合管理委員会の審議結果に基づき是正処置が必要であると判断された保修票（B）及び（C）に対して、｢不適合管理の要・否｣欄を｢要｣と記載する（是正処置が不要な場合は「否」と記載）。

3 保守担当課長は、保修票（B）について、品質保証室長、運営管理室長、各部長及び各主任技術者の確認を受ける。

4 品質保証室長、運営管理室長、各部長及び各主任技術者は、保修票(B)について次の各号を行う。

(1) 各部長は、所管設備への水平展開の必要性を確認する。

(2) 品質保証室長は、品質保証上の問題の有無を確認する。

(3) 各主任技術者は、原子炉施設・電気工作物等の保安管理に関する確認を実施する。

(4) 運営管理室長は、前項並びに本項前号、第1号及び第2号が行われていることを確認し保存する。

（保修作業の完了確認・報告【第8条】）

保守担当課長は、保修作業完了後、「作業票運用手順書」に従い、保修内容を当直長及び保修票発行元課長に報告し、保修作業の完了確認を受ける。

暫定措置にて復旧した場合は、暫定保修作業完了後、上記と同様の確認を受ける。なお、暫定措置にて復旧した場合、保守担当課長は後日暫定措置から正規に復旧させるための保修作業を行い完了させる。

また、保修票発行元課長は保修作業完了又は暫定措置を確認して、保修票タグを対象設備機器から取り外す。

2 保守担当課長は、前項「保修作業の完了確認」が終了後、保修完了報告書を作成する。

保修作業完了時は保修完了報告書（A）、（B）及び（C）を作成し、暫定保修作業完了時は暫定措置報告書（A）、（B）及び（C）を作成する。

保守担当課長は、報告書（B）について、品質保証室長、運営管理室長、各部長及び各主任技術者の確認を受ける。品質保証室長、運営管理室長、各部長及び各主任技術者は第6条と同じ観点で確認を行う。

保守担当課長は、報告書（C）を保修票発行元課長へ提出する。保修票発行元課長は報告書（C）の報告内容を確認する。

3 運営管理室長は、報告書（B）に前項及び第1項が行われていることを確認し保存する。

（保修票管理報告【第10条】）

保守担当課長は、発行中及び保修完了した保修票について、保修票番号、発行日、件名、保修区分、作業実施状況等を取りまとめた保修票管理報告書を作成し、毎月保修票発行元課長に確認を受ける。

「保修票運用手

順書」

（Rev21）改正

補足（保修票運用手順書）

（記録の保存【第11条】）

保修票（A） 保存期間：保修完了報告書受領まで、保存責任者：保修票発行元課長

保修票（B） 保存期間：保修完了報告書受領後５年、保存責任者：運営管理室長

保修票（C） 保存期間：保修完了報告書作成まで、保存責任者：保守担当課長

保修完了報告書(A) 保存期間：１年、保存責任者：保守担当課長

保修完了報告書(B) 保存期間：原子炉施設解体後５年、保存責任者：運営管理室長

保修完了報告書(C) 保存期間：１年、保存責任者：保修票発行元課長

暫定措置報告書(A) 保存期間：保修完了報告書受領まで、保存責任者：保守担当課長

暫定措置報告書(B) 保存期間：保修完了報告書受領後５年、保存責任者：運営管理室長

暫定措置報告書(C) 保存期間：保修完了報告書受領まで、保存責任者：保修票発行元課長

【担当者Bインタビュー】

引継ぎ書等については作成していない。理由は、以下のとおり。

・保修票の管理業務は各課における帳票の物量が変わるのみで、どの課を担当していても作業内容に変

更が生じないため。

・担当者Aが着任した月以降の1～2ヶ月の間は保修票の管理も含め、指導を行っていたため、本人は理解

していると思っていた。

・当時、処理出来ていない案件は全て処理をした

体制変更に伴

い保修票処理

業務が対象外

となった。

全課分の保修

票について対

応することと

なった

補足

引継ぎ書等は作成していない。

【担当者Bインタビュー】

最初の1か月は、引継ぎも兼ねて以下の業務を残業時間帯に手伝っていたことを記憶している。

・保修票の処理（上覧、受付等の処理）

・月間不適合管理委員会の資料作成

【担当者Aインタビュー】

・水平展開・懸案事項のどちらか、もしくはどちらとも「有」であるときの対応について、

理解が不十分であった。前任者からは口頭で軽く説明を受けたことはあるが、引継ぎ

書による引継ぎはなかった。

補足（燃料環境課ポジションペーパー）

H26.9.30～H27.6.24

保修票取りまとめ者が、燃料環境課兼務を解除され、保全管理課として実施（齟齬

があるが、燃料環境課担当が決まるまでの一時的な問題）

※慣例で流れていた。当然、保全管理課が実施していくものと思っていた。

H27.6.25：保修票取りまとめ者が、燃料環境課として実施

回議書

承認・押印

（H25.11.28）

「保修票運用手順書」改正

（完了報告書のB票の保存期間変更）

補足（回議書）

備考

本改正は、保安管理専門委員会規則

第2条第2項に該当するため保安管理専

門委員会での審議は不要とする。

補足（発電課ポジションペーパー）（再掲）

・各室課から改正依頼がなかったことからルールの変更はしていない。

・平成21年2月の組織変更に伴う文書改正を行う際に、保修票運用手順書の運用

に対して文書上問題ある場合は発電課文書改正担当に連絡してほしい旨を当時

の担当長及び担当者に伝えたと思う。また、

当時は組織変更に伴い所掌変更等が多々発生していたことから、各々の担当箇

所に確認していた。

・組織改正後の運用上、保修計画課が一括管理するのは、双方の合意の上であ

り、発電課としては、その後、各課に振分けが実施されるため、ルールへの反映

（窓口である保修計画課を明文化）は必要ないと考えていたと思う。

【担当者Aインタビュー】

保修票運用手順書に保全管理課が登場しないことは知っていたが、前任者から以前から、そのような運用で

実施しているとの説明を受け、納得し、業務に当たっていた。

プラント保全部マニュアル「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュアル」

施行以降の保修票等の流れ（平成24年9月3日～）【パターン3】

月間不適合管理委員会資料の作成

保修管理報告書の作成

月間不適合管理委員会での資料説明

同様の方法にて作業を実施

14

「保修票運用手

順書」回議書起

案

【担当者Aインタビュー】

担当者Ｂと2人で保修票に関する業務を行っていた（担当者Ｂ：電気保修課：担当者Ａ

その他）。数ヶ月後に担当者Ｂが他の業務で忙しくなったため、1人で作業を行うよう

になった。

【担当者Aインタビュー】

配属されたときのＴＬより指示を受けた。また、業務のやり方については、前任者2名より教えてもらった。

出向なので指導されたことをやっていれば良いと思い、疑問に思わなかった。また、忙しい中で処理できてい

なくても作業は進んでいて、保修票自体の意味がよくわかっていなかった。

「もんじゅ不適

合管理要領」改

正（Rev28）

補足（改正内容）

１．法令改正に伴う見直し

・「原子炉主任技術者」を「発電用原子炉主任技術者」に変更

・是正処置計画の際の確認事項に「不適合のレビュー」を追加

２．保守管理の不備に対する改善

「別表－４ 不適合区分」の「区分Ｄ」の例としていた次の「事象の内容」を「区分Ｃ③」に含めることとした。

・運用中の保全計画の点検計画に定める点検間隔/頻度を超える可能性がある機器・設備に対し、事前に点検計画の点検時期を一時的に延長し、点検を行うまでの期間を特別

採用とするもの

３．人的過誤分類体系表（表－５）の人的要因コードの選択を区分Ｃ以上に変更し、それ らの情報の分析をデータ分析結果に含めることとした。

４．不適合管理委員会での審議事項に「水平展開管理票」を追加

５．運用方法の見直し

６．業務に関連するＱＭＳ文書の見直し

７．記載の適正化

「もんじゅ不適合

管理要領」回議

書起案

回議書

確認・押印

回議書

決裁・押印

（H21.8.8）

補足（合議者）

副所長、原子炉主任技術者、運営管理室長、危機管理室長、技術部長、プラント管理部長、プラント保全部長、管理課長

回議書

確認・押印

補足（合議者）

副所長、原子炉主任技術者、ナトリウム技術総括主任者、RI主任者、危険物保安監督者、ボイラ・タービン主任技術者、電気主任

技術者、安全品質管理室長、運営管理室長、技術部長、プラント保全部長、管理課長
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課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

平成26年2月19日
～

2月20日

平成26年9月24日
～

9月25日

プラント保全部部内教育の実施（保修票運用手順）に関する教育

補足

講師：保修計画課課代

教育資料：

①保守担当課長が保修票（B）について、品質保証室長、運営管理室長、各部長及び各主任技術者の確認

（保修依頼内容）を受ける。

②保守担当課長は、作業票（C）の内容を確認の上「作業票運用手順書」により保修作業を実施する。

プラント保全部部内教育の実施（保修票運用手順）に関する教育

補足

講師：燃料環境課員

教育資料：

①保守担当課長が保修票（B）について、品質保証室長、運営管理室長、各部長及び各主任技術者の確認（保

修依頼内容）を受ける。

②保守担当課長は、作業票（C）の内容を確認の上「作業票運用手順書」により保修作業を実施する。

【機械保修課、電気保修課、施設保全課 発行担当者、燃料環境課（発行元

課）】

保修票（Ａ、B、C）作成

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 各チームTL、課代、

課長（発行元課）】

保修票（Ａ、B、C）をラインにて確認

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 発行担当者（発行元

課）】

不適合管理委員会資料準備

【安全管理課

（発行元課）】

保修票（Ａ,Ｂ,Ｃ

票）作成、上覧

補足（安全管理課

業務フロー）

保修票システムに

て必要事項を記入

する。記入後、TL

に内容確認を受け、

保存操作を行う。

【各ＴＬ、課代、

課長（発行元

課）】

保修票（Ａ,Ｂ,Ｃ
票）をラインにて

確認

【炉心・燃料課

（発行元課）】

保修票（Ａ,Ｂ,Ｃ

票）作成、上覧

【当直（発行元

課）】

保修票（Ａ,Ｂ,Ｃ

票）作成、上覧

【課内（発行元

課）】

保修票（Ａ,Ｂ,Ｃ

票）をラインに

て確認

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課】

異常発見

【安全管理課】

異常発見

【当直長】

異常発見

【炉心・燃料

課】

異常発見

保修票等の未処理案件の発生時の処置状況（平成25年

6月28日～平成27年3月31日）【パターン4】

【管理担当者、

課長（発行元

課）】

保修票（Ａ,Ｂ,Ｃ

票）の内容確

補足（機械保修課ポジションペーパー）

【発行元課】

・保修票管理システムへの受付（入力）を保修計画課にて行って

いたことから、保守担当課（機械保修課）が行うことと思っていな

かった。

・不適合の要・否の記載は保修票発行元課にて記載すると思って

いた。

・保修票等の上覧を当時の保修計画課に任せているのが、発行

担当者及び庶務担当者は習慣となっていて、それに対して問題

意識を持たなかった。

・自課分の保修票、保修完了報告書の上覧状況の管理を十分に

していなかった。

【保守担当課】

・保修票（Ｂ、Ｃ）の入手時点で「不適合管理の要・否」が記載され

ている時もあったが、「要否」判定に間違いがなかったので気にし

なかった。

・保守票（Ｂ）及び保修完了報告書（Ｂ）については、上覧状況を

確認せずとも資料管理センターに保管されていると思っていた。

補足（施設保全課ポジションペーパー）

【発行元課、保守担当課】

・業務フローを作成した結果、保修票運用手順書と異なる管理を行って

いた。課内においてもその管理が手順書と異なる事について認識はな

かった。

・保修計画課に上覧を任せていた理由については当時の担当者にイン

タビューを行ってみても不明である。（保修計画課担当からも管理方法

が違うというコメントもなかったから 等）

・施設保全課が発行した保修票は、保全管理課（旧保修計画課）に上覧

した後は保全管理課（旧保修計画課）が管理するという誤った認識をし

ていた。

補足（電気保修課ポジションペーパー）

【発行元課、保守担当課】

・保修票（A、B、C票）、暫定措置報告書、保修完了報告書の管理につ

いては、課内上覧後は保全管理課（旧保修計画課）に引き渡し、その

後の管理は電気保修課では行っていなかった。

・保修票の処理方法については配属教育時「保修票運用手順書」の教

育が実施されているが、実際の運用はプラント第2課時代に総括チー

ムが一括して行っていた管理方法を、プラント保全部に組織改正した際

に、そのまま保修計画課（現保全管理課）が踏襲し、プラント保全部の

保修票を一括管理していたため、電気保修課員は処理方法について

疑問を持たなかった

・不適合管理委員会終了後に保全管理課（旧保修計画課）にて保修票

（B、C）の「不適合管理の要否」欄に記入を行った後、各設備担当に保

修票（C）が割り振られる管理となっていたため、各設備担当者は「不適

合管理の要否」の記載は本来自分の業務であるはずが認識しておらず、

上覧時に抜けがあった場合も注意が及びにくかった。

補足（炉心・燃料課ポジションペーパー）（再掲）

・保守担当課へ持参したところ、保修計画課 保修票担当で受

付されるので担当者へ提出するように言われたため、担当者

へ渡した。

・手順書を確認することはなかった。

・保修が完了した後、完了報告書が届いていないことに気づ

き、保守担当課へ確認したが、後日対応するとのことであった。

不適合管理委員会 開催

【各主任技術者】

出席

【室長】

出席

【プラント保全

部長】

出席

【課長又は出席

者】

出席

【課長又は出席

者】

出席

【課長又は出席

者】

出席

【課長又は出席

者】

出席

【課長又は出席

者】

出席

【部長】

出席

【課長又は出席

者】

出席

【課長又は出

席者】

出席

【課長又は出席

者】

出席

【各主任技術者インタビュー】（再掲）

（前炉主任A）

・当該上覧書類が一定の長期間に渡り全く無かったというのではなく、定期的に上覧書類は有ったので、疑問は感じなかった。

炉主任には多数の書類が来るので、起案の未のものが有るか否かのチェックは、責任範囲外と思う(今後とも)
（前電気主任者B）

・保修票等の情報はメール、月間不適合管理委員会にて知った、全てではなかったが保修票等の回覧が行われていたこと、回覧が

不定期であったことから上覧されていない保修票等に気付かなかった

（前ＢＴ主任者C）

・保修票等が上覧されてこないことに疑問は感じていない。

保修票等が上覧されてくる量は、日常的に多いとは感じたが、少ないと感じたことはない。

なお、保修票等の母数に対し、日々、どれ位の処理量でなければいけないのか、考えたことはなく、上覧されないものがあるなどとは、

考えも及ばなかった。

また、小職の場合には、上覧物は、保修票等以外にもライン管理職としての上覧物も多くなり、いちいち保修票等の上覧量を確認す

ることはできなかったと考える。

（前ＲＩ主任者D）

・保安検査官対応として不適合管理委員会にほぼ全日出席しており、検査官への説明は毎朝行っていた。ＲＩ主任者への上覧は、そ

の追認であったことから、未上覧について注意が払われなかった

・保修票等のＢ票は技術総括課にて管理されているとの認識であった

【品質保証室長インタビュー】（再掲）

（前々室長A）

・保修票等の情報はメール、月間不適合管理委員会にて知った、全てではなかったが保修票等の回覧が行われていたこと、回覧が

不定期であったことから上覧されていない保修票等に気付かなかった

（前室長B）

・全ての保修票等が止まってたわけではなく、時々回ってきていたので未上覧のものが多数あるとは、気付かなかった

・保修票等が上覧された際、不適合管理委員会でＣ区分以上として、不適合管理報告書で対応したかどうかは、記憶の範囲で確認

していた。

【運営管理室長インタビュー】（再掲）

（前々室長A）

・確認・決裁のために捺印を要する書類については、定常的に多量に上覧されて

おり、保修票の上覧のみが極端に少ない状態にあるなど、保修票の処理状況に

異変があったことは気が付かなかった。

（前室長B）

・保修票等の情報はメール、月間不適合管理委員会にて知った、全てではなかっ

たが保修票等の回覧が行われていたこと、回覧が不定期であったことから上覧さ

れていない保修票等に気付かなかった

【プラント管理部長インタビュー】（再掲）

（前々部長A）

・時々、上覧されており押印した記憶がある。まったく上覧されていなかったという認識はない。ただし、押印

したものが保修票（Ｂ票）か保修完了報告書（Ｂ票）のどちらであったかは憶えていない。

・プラント管理部長として、安全管理課が担当している設備と類似設備の保修票であれば、水平展開の要

否を意識して確認していた。不適合管理の要否については、不適合管理委員会で審議されるものであるた

め、あまり意識して確認したことはない。

・保修票の発行や完了については、メールで配信されており、気になる保修票の完了は、メールの通知で迅

速に把握できていた。

（前部長B）

・保修票等の情報はメール、月間不適合管理委員会にて知った、全てではなかったが保修票等の回覧が

行われていたこと、回覧が不定期であったことから上覧されていない保修票等に気付かなかった

・保修票の内容（プラントへの影響）、安全重要度、通常か至急の判断が適切か、原因（要因）から不適合

要否の再検討の必要性、水平展開の必要性について確認していた。

【運営管理室

長】

出席

【プラント保全部長インタビュー】（再掲）

（前部長A）

・上覧されたものについて確認し押印していた。

・月間不適合管理委員会にて保修票の発行、処理状況が報告され、審議してい

たが、その中に上覧されていないものがあるとは、思わなかったし、気が付かな

かった。

・保修票の情報は、保修票管理システムからの自動メール配信により知らされる

ので、上覧されていない保修案件が月間不適合管理委員会で報告されても、そ

れに気が付かなかったのかもしれない。

補足（燃料環境課ポジションペーパー）

【発行元課、保守担当課】

・H26年10月1日～H27.6.24の間は保全管理課（燃料環境課兼務）と実

施していたものの兼務が外れた。

その際は、慣例で流れていた。当然、保全管理課が実施していくもの

と思っていた。

・保修票については、「保修依頼内容」や「運転上の措置」の記載内容を

確認の視点としていた。また、保修票完了報告書、暫定措置報告書に

ついては「故障原因」、「復旧内容」、「検査内容及び結果」の記載内容

を確認の視点としていた。

また、不適合管理委員会での保修票に対する検討結果が周知されて

いないので不適合管理「要・否」には意識がなかった。
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【【機械保修課担当者インタビュー】

・改定に関する教育は改定の都度受けているが、手順全体

の反復教育はあまり受けていない。配属されたとき等の教

育でも手順に関しては熱心には行われていない。

【当直員】

保修票タグ取

付、保修票

（A）コピー保

管

【担当者】

部内教育資料の

作成

【課代C】

部内教育資料の

作成

所内MM 実施

出席者：課長代理以上



添付資料－1　　　保修票等の処理手順の不履行に関する時系列（18/26）

課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

不適合管理委員会の議事録を確認し、不適合の要否をシ

ステムに入力及び紙に記載していた。

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 各チームTL、課代、

課長（発行元課）】

審議結果を受け、修正があれば、課内再上覧後、保修計画課（現保全管理

課）に保修票原紙回付（A，Ｂ，Ｃ）

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 不適合管理委員会出

席者（発行元課）】

審議結果を発行担当者に通知

【担当者A】

プラント保全部

各課が保守担

当となる保修票

受領（A，Ｂ，Ｃ）

【委員会出席者

（発行元課）】

審議結果を課

内担当者に通

【担当者（発行

元課）】

審議結果を受

け、修正があれ

ば課内再上覧

後、保修票（A）

をファイルへ保

管

【担当者（発行

元課）】

審議結果を行け、

保修票B,C票に

「不適合管理の

要否」を記載し、

保修票（B）をプ

ラント管理部長

へ上覧、（C）を

保修担当課へ

回覧

補足（安全管理課の

業務フロー）

・別の担当者は、保修

票運用手順書通りに

「不適合管理の要否」

を空欄としているもの

もあった。

【担当者インタビュー】（安全管理課業務フロー）

（安管担当B）

・保修票の修正及び「不適合管理の要・否」を記載は不適

合管理委員会の課内出席者より審議結果を聞き取り、実

施していた。

・「不適合管理の要・否」の記載は保修票発行元課の仕事

だと思っていた。

・保修票Ｂ票を保修担当課に回覧することを知らなかった。

【部長】

保修票（B）

確認・押印

【担当者（保守

担当課）】

保修票発行元

課から保修票

（B、C）を入手受

付

【担当者A】

保修票管理シス

テム及び紙にて

受付日、「不適合

の要否」、担当者

の入力及び記入

【管理担当者、

TL、副主幹、

課代、課長（発

行元課）】

保修票（Ａ,Ｂ,Ｃ

票）をラインに

て確認
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補足（安全管理課の

業務フロー）

・一部保全管理課を

経由して保修票B、C

を入手

【担当者（保守

担当課）】

保修票管理シ

ステム及び紙に

て受付日、「不

適合の要否」、

担当者の入力

及び記入

【担当者インタビュー】（安全管理課業務フロー）

（安管担当A）

・「不適合管理の要否」は不適合管理委員会の課内出席者

より審議結果を聞き、記載した。

・保修票（B、C票）の入手時点で「不適合管理の要否」が記

載されて時もあったが、「要否」判定に間違いはなかったの

で気にしなかった

【担当者（保守

担当課）】

保修票管理シ

ステム及び紙に

て受付日、「不

適合の要否」、

担当者の入力

及び記入

【委員会出席者

（発行元課）】

審議結果を課

内担当者に通

【担当者（発行

元課）】

審議結果を受

け、修正があれ

ば課内再上覧

後、保修票（A）

をファイルへ保

管

【担当者（発行

元課）】

保修票（B,C

票）を保修計

画課（現保全

管理課）に原

紙回付
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補足（発電課ポジションペーパー）

当直員と管理チーム員は約半年ペースで交代させて

いた。よってＨ21年1月からＨ27年4月までの約6年間で

保修票関係の担当をした人間は12人であった。（現在発

電課に在籍している人だけなら10人）

またインタビューの結果、全員が同じプロセスで業務を

実施していたことが分かったため、今回のフローでは代

表の2名におけるプロセスを示す。

（保修票処理に関する引継書の記載内容）

共通の引継書があり、それをベースとして引継が行わ

れていた。（担当者によっては多少記載を変更している

場合もあるが、引継内容に大きな差はなかった。以下に

引継書の記載内容を示す）

・A票を26部、コピー。課長代理が毎朝、不適合委員会

で使用（添付資料を付けるかは課長代理に確認）。月間

は40部コピー。

・内容の確認（担当者欄の訓練運転員は不可）、A,B,C

票添付資料（縮小・拡大・裏紙×（課長代理ら指示あり）、

プラント状態（原子炉モードスイッチ））。

・確認印を押し上覧。（ＴＬに渡す）

・「保修票一覧」にデータを入力する（系統番号、発行年

月日入力し、黄色で塗りつぶす）。

・保修票A→ファイリング

・保修票B,C票→担当課に渡す（課長、炉主任確認後）。

保修計画課：Ｃ氏

安全管理課：Ｄ氏※821系のみＤ氏に渡す。

・保修票完了→巡視点検記録の特記欄「 消 」印、備考

欄「保修票番号、件名」、故障要因等が書かれたA票が

添付されているか確認、電子データ消去確認、データ入

力（「保修票一覧」の保修完了年月日入力、白で塗りつ

ぶす）。

【管理チーム担

当者】

返却された保修

票のうち、Ａ票を

保修票管理台帳

と記載されたキ

ングファイルに

保管し、Ｂ・Ｃ票

を保全管理課担

当者又は安全管

理課担当者へ渡

した。
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【担当者Aインタビュー】

帳票が溜まっているとの認識があったが、当時は誰にも相談していない。その理由は、自分の業務であり、自分自身で

解決しなければならないとの意識が強くあったためである。また、相談しようにも周りの忙しい状況で相談できる状況で

はなかった。

保修票の帳票が上覧されていない状態であっても保修票に関連する作業が完了し、保修完了報告書が作成されていた

ため、保修票という帳票の位置付け、重要性が理解できていなかった。

補足（不適合報告書（15-

35）の添付リストを元に記

載）

発電課における未保管：

保修票（A）、暫定措置報

告書（C）及び保修完了報

告書（C）（合計：73枚）

【発行担当者（機械保修課、電気保修課、施設保全課）（発

行元課）】

保修票タグ取付

補足（機械保修課回答）

・不適合管理が「要」と

なった際にのみ伝えら

れていた。

【発行担当者（発

行元課）】

保修票タグ取付

【発行担当者（発行

元課）】

保修票タグ取付

【担当者Aインタビュー】

保修票の受付とは、保修票管理システムに受付日、担当者名等の情報を入力する行為をいう。こ

の行為を行うことで各保守担当課は作業票に関連する保修票との紐付け等が実施可能となる。

本来は、受付処理を実施した後に速やかに保守担当者に上覧すべきだったが、帳票が溜まって

いたこと、システムで受付処理を行っていれば処理が進んでいたため、帳票の上覧は多少遅延し

てもいいと考えていた部分はあったと思う。

【安全管理課長インタビュー）】

保全管理課に経由して保守担当課に行くことを知らな

かったし、滞っているとも思っていなかった。

【保全管理課長イ

ンタビュー】

ＱＭＳ文書に従っ

た運用となってい

なかったことに気

が付かなかった。

要因16

保修計画課（現保全管理課）、保修票発行元課及び保守担当

課は保修票運用手順書に基づき保修票等の処理を行うべきで

あったが、保修票運用手順書で明記された手順と異なることに

気が付いてなかった（B-7）

補足（各課ポジションペーパー）

【燃料環境課】

平成21年2月からの組

織変更から続いており、

疑問に思わなかった。

【機械保修課】

保修票等の上覧を当

時の保修計画課に任

せているのが、発行担

当者及び庶務担当者

は習慣となっていて、

それに対して問題意

識を持たなかった

【施設保全課】

保修票運用手順書と

異なる管理を行ってい

た。課内においてもそ

の管理が手順と異な

ることについて認識は

なかった。

【電気保修課】

保修票の処理については、配属時教育「保修

票運用手順書」の教育が実施されているが、実

際の運用はプラント2課時代に総括チームが一

括して行っていた管理方法を、プラント保全部

に組織改正した際にそのまま保修計画課が踏

襲し、保全部の保修票を一括管理していいたた

め、電機保修課員は処理方法について疑問を

持たなかった。

【保全管理課長インタビュー】

保修票に関連する作業が遅延していることに気がついていなかった。担当者が保修票運用手順書及び関連マニュアルに

従った適切な処理を実施していると思っていた。

要因15

プラント保全部の各課（機械保修課、施設保全課、電気保修

課、燃料環境課）の発行担当者は、QMS文書である保修票運

用手順書の定めと異なった管理を行っている認識がなかった

(D-4)

要因11

再掲(D-5)

補足（発電課管理チーム引継書よ

り）

保修票Ｂ，Ｃ票→担当課に渡す（課

長、炉主任確認後）。保修計画課

A

【担当者Aインタビュー】

受付処理を行うこと、各課へ回すことは従前から指示を受けていたが、いつまでに担当者へ上覧するかについては、指

示は受けていなかった。

【保全管理課長インタビュー】

帳票が受領できない等の他課から苦情はなかったことについては記憶にない。

【炉心燃料課長インタビュー）】

炉心・燃料課が発行している保修票については今回

の不備が発覚するまでは保存すべきものは所定の

ファイルに保存されていると思っていた。また、ファイ

ルに保存する作業は庶務担当にお願いしており、帳

票がすべて不備が無い状態で保存されているかにつ

いては確認を行っていない。

【発電課長イン

タビュー】

完了報告書が

着たら保修自

体は終わって

いるので保管

に関しては担

当に任していた。

保守担当課長及び発行元

課長は、記録として保管し

ていることを確認すべき

だったが、担当者が手順に

従い保管すべき期間で保

管していると思っていた(E-

18)

【保全管理課長インタビュー】

平成26年4月から課長に就任したが、課長就任時はそれまでに実施してきたルーチンワークについては特別な指導は実施してお

らず各担当者が継続して実施するよう指示していた。保修票の処理に関する業務についても同様であり、指導を実施していな

かったと記憶している。実施状況は月例の不適合委員会で報告する保守状況の進捗管理票で確認でき、適切に処理されていた

ので、問題ないと思っていた。なお、担当者Aが新たに着手する業務については、細部にわたるまで指導していた。

【保全管理課TLインタビュー】

間違ったことをしているわけではなく、前段で振り分けをしてい

るサービス業というような認識であった。業務の流れの大筋は

プラント2課時代から変わっていないので気にならなかった。

【保全管理課長インタビュー】

業務多寡であったため、現在まで継続して実施している定常

業務についてはＱＭＳと整合が取れているかの確認までは手

が回っていない。また、本件はそれに該当し、保全管理課が実

施している保修票に関連する業務が保修票運用手順書及び

関係マニュアルに規定されたことと整合しているかの確認まで

は手が回っていない。そのため、ＱＭＳ文書に従った運用と

なっていなかったことに気が付かなかった。

要因21

プラント保全部は、定められた手順を

遵守した上で、保修計画課（現保全管

理課）が窓口業務を行うこと及び保修

票管理システム利用について、その手

順を変更する場合は、保修票運用手

順書又はプラント保全部内のマニュア

ル等で見直す必要があったが、保修

票等の処理業務について保守担当課

に引き渡す前の前処理でありプラント

保全部の計画及び管理を行う保修計

画課（現保全管理課）の業務の一つで

あるとして当該手順書や部内マニュア

ルの制定等の見直しを行っておらず、

QMSの維持管理に関する理解が不足

していた（G-３）

補足（安全管理課ポジションペーパ）

保修票の上覧を当時の保修計画課

に任せていたとの認識はないが、保

修票Ｂ，Ｃ票を保全管理課より入手

することがあった。それに対して問題

意識はなかった。

要因13

再掲（F-５）

【保全管理課TLインタビュー】

【保全管理課TL-B】

間違ったことをしているわけではなく、前段で振り分けを

しているサービス業というような認識であった。業務の流

れの大筋はプラント2課時代から変わっていないので気

にならなかった。

保全管理課TL-Cインタビュー

保修票は、担当部署が作成し、最終的に発電課に行く

のは認識している。村橋氏のところに集まることはどの

文書にも記載がないので、気にならなかった。彼の業務

は単純に各課から出てきたデータを編集しているものと

認識していた。

要因17

保修計画課（現保全管理課）TL、課長は、保修票運用手順書

に基づき保修票発行元課及び保守担当課により保修票等の

処理を行うべきであったが、手順と異なることが間違っている

という認識がなかった（C-７）

保全管理課TLインタビュー

【保全管理課TL-B】

どちらかというと、保修票がたまっていたこと自体が寝耳に水だった。

完全にルーチン化されているので、1人で行っていても量的にできな

いものではないと思っている。非常に厳しい言い方をするとアルバイ

トでもできる作業だと思っている。組織がプラント保全部に変わっても

上覧の過程については、大きく変わっていないと認識している。相談

がなかったので気がつかなかった。

【保全管理課TL-C】

担当者Aの業務を確認してたところ、保修票

に関する取りまとめ業務を行っていること、

それ以外のことは特に行っていないことは

わかった。取りまとめ自体は、それほど難し

いものではないので聞く必要がないと判断

しきいていない。

【保全管理課TLインタビュー】

【保全管理課TL-B】

どちらかというと、保修票がたまっていたこと自体が寝耳に水だった。

完全にルーチン化されているので、1人で行っていても量的にでき

ないものではないと思っている。非常に厳しい言い方をするとアル

バイトでもできる作業だと思っている。組織がプラント保全部に変

わっても上覧の過程については、大きく変わっていないと認識して

いる。相談がなかったので気がつかなかった。

【保全管理課TL‐C】

担当者Aの業務を確認してたところ、保修票

に関する取りまとめ業務を行っていること、

それ以外のことは特に行っていないことはわ

かった。取りまとめ自体は、それほど難しい

ものではないので聞く必要がないと判断しき

いていない。

【保全管理課TLインタビュー】

【保全管理課TL-B】

他課から帳票が受領できない等の苦情はな

かった。

【保全管理TL-C】

他課からの苦情はなかった。担当者Aが帳票を滞留させていたこ

と自体に気が付かなかった。

要因18

保守担当課長及び保修票発

行元課長は、記録として保管

していることを確認すべきで

あったが、担当者が手順に

従い保管すべき期間で保管

していると思っていた(E-18)

補足（発電課ポジション

ペーパー）

処置担当課が機械保修課

なのか電気保修課なのか

迷う場合もあったので発電

課としても上記運用の方

が助かる面も多く結果とし

て最終的には保修計画課

に回覧されることからルー

ルを逸脱しているとは思っ

てなかった。

要因10

再掲（E-6）

要因19

発電課長及び保修票発行元課長は、保修票運用

手順書に従い、記録の保管部署として必要な確認

を実施すべきであったが、記録の保管を担当者に

任せっきりにしており、保修票等の処理に関するラ

インとしてのフォローやチェックができていなかった

要因14（直接要因２）

再掲（C-４）

要因30

発電課の管理チームの引継ぎ書では、「保修票(B)及び(C)を渡す 保

修計画課：担当者」と記載されており、本来であれば、保守担当課へ

渡す手順となっているにも関わらず、保守担当課を保修計画課（現保

全管理課）に読み替えるといった誤った引き継ぎを行っていた(D-６)

要因22 

保修計画課（現保全管理課）担当者Aは、プラント保全部の窓口業務として、保修票運用

手順書に定めのない保修票等の受付・配付業務を実施し、保存責任者へ返却していない保

修票等及び未上覧の保修票等を所持し、保修票等の処理を実施していなかった（B-1）

要因23

保修計画課（現保全管理課）担当者Aは、

保修票運用手順書に規定のない業務で

ある受理した保修票等の処理を運用とし

て行っており、当時の運用に従えば保修

票管理システムに入力後に保修票等を

速やかに保守担当課へ渡すべきであっ

たが、保修票管理システムへ各課のＩＤを

用いてログインし、受付業務は完了して

おり現場作業が開始できることから、保

修票等の帳票の処理は遅滞してもよいと

誤認した（C-1）

要因3

再掲（D-7）

【各課長（代理）インタビュー】

【機械保修課長代理】

保全管理課が保修票の処理に関わって

いたことはほとんど認知してなかった。処

理については事務処理であったため自

身が押印した後の流れについては認識

してなかった。

【電気保修課長

保全管理課（旧保修計画課）がプラント保

全部の筆頭課であり、保修票の取りまとめ

業務を実施するものだと認識していた。そ

れに関しては特に疑問を持っていなかった。

【施設保全課長代理】

保修票等については、保全

管理課（旧保修計画課）に

帳票がわたり、各上覧先に

配布される運用であった。

【安全管理課長】

保全管理課に経由

して保守担当課に

行くことを知らな

かったし、滞ってい

るとも思っていな

かった。

【燃料環境課長】

当時は、保修票に関連

する処理を保全管理課

で一括して実施する運

用となっていた。

【発電課長】

発行した保修票

を保全管理課（旧

保修計画課）に

渡していたと聞い

ている。

要因

再掲（E-4）

要因7

再掲（E-4）

要因14

（直接要因

２）

再掲（C-４）

要因27

保修計画課（現保全管理課）担当者Aは、保守管理業務の中で保修票等の位置付けや重

要性を理解して保修票等の処理が滞った際に、上司に相談すべきであったが、保修票等の

重要性を理解せず、一方で保修票等の帳票の処理が完了していなくても作業が進捗する

状況から保修票等の処理を速やかに完了させるという意識が希薄だった（D-1）

要因28

保修計画課（現保全管理課）担当者Aは、保修票等の処理を遅滞しないよう処理すべきであった

が、ＴＬから保修票等の受付についてプラント保全部で保守を実施する場合は保修計画課（現保

全管理課）で受付けてから保守担当課へ回すよう指示は受けていたが、いつまでに処理するか

についての指示は受けていなかった（E-1）

要因24

保修計画課（現保全管理課）TL、課長は、保修計画課（現保全管理課）担当者Aが保修票等

を大量に所持し、他課が実施すべき業務を滞らせていたことに気が付くべきであったが、保

修計画課（現保全管理課）担当者Aが保修票等を大量に保持していることを気が付かなかっ

た(D-2)

要因45要因25

保修計画課（現保全管理課）TL、課長は、保修票等の処理作業自体はルーチン作業であり、単

純であること、また、QMSの中で位置づけられていないが保修票管理システムへの入力がされ

ていること及び保修票の処理が滞ったことによって作業が遅滞したり、保修票等の処理に係る

他課からの苦情もなかったことから、適切に処理されていると思い状況を把握していなかった

(E-2)

要因29

保修計画課（現保全管理課）ＴＬ、課長は、担当者に対して保修票の重要性及び保修票等の

処理に関する注意事項を教育すべきであったが、ルーチン業務であり、処理をこなせばよい

と考え、業務の重要性や速やかな処理を理解して確実にできるような教育を実施していな

かった(F-1）

要因14

保修票発行元課担当者は、保修票運用手順書に基づき、自

課で発行した保修票等を保守担当課へリリースすべきであっ

たが、保修票運用手順書に定めのない保修計画課（現保全

管理課）へこれまでの運用に従い渡していた（C-４）

要因20

保全管理課TL、課長は、保全管理

課が保修票等の処理に係る窓口業

務を行うこと及び保修票管理システ

ム利用について、QMSの中で位置

づけ管理するべきであったが、窓口

業務については、筆頭課が本来や

るべき業務であり改めて手順に明

確にする必要はないこと、保修票管

理システムに関しては、データの整

理に利用するものであるため保修

票の手続きには直接関連せず、保

修票等の処理ができれいればよい

と考え、管理していなかった。（F－

３）

要因20

保修計画課（現保全管理課）TL、課

長は、定められた手順を遵守した上

で、保修計画課（現保全管理課）が

保修票等の処理に係る窓口業務を

行うこと及び保修票管理システム利

用について、その手順を変更する

場合は、QMSの中で位置付け管理

するべきであったが、プラント保全

部の保修計画課（現保全管理課）

が本来やるべきものとして改めて手

順に明確にする必要はないこと、保

修票管理システムに関しては、デー

タの整理に利用するものであるた

め保修票等の手続きには直接関連

せず、保修票等の処理ができてい

ればよいと考え、管理していなかっ

た（F-３）

要因26

保修計画課（現保全管理課）TL、課長は、

保修票等の処理作業を確実に実施する

よう担当者をフォローすべきであったが、

保修票等の処理状況を確認しない等、

保修票等の作業を担当者に任せっきり

にしており、保修票等の処理に関するラ

インとしてのフォローやチェックができて

いなかった(F-2)

要因10

再掲（E-6）
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課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

【部長】

確認・押印

【室長】

確認・押印

【室長】

確認・押印

【各主任技術者】

確認・押印

【担当者A】

保修票の返却先

の担当者が明確

なものは担当者

（C票）・部長（B

票）へ上覧

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課の保守担当者】

保修票（Ｃ票）

確認

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課のＴＬ、課代、課長】

保修票（C票）をラインにて確認

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課の庶務】

保修票（C票）保管

16

【部長】

保修票（B）

確認・押印

16

【課長、課代、

TL（保守担当

課）】

保修票（C票）を

ラインにて確認、

保修票（B票）は

プラント管理部

長へ上覧

【担当者（保守

担当課）】

保修票（C票）を

保管

【担当者（安管担当A）インタビュー】（安全管理課業務フ

ロー）

・上覧完了後の保修票（B票）を確認したことはない。

・確認・押印ルートが確立されていると思い、確認したこ

とはない。

17

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 庶務】

保修票（A）保管

【担当者A】

保修票の返却先

の担当者が判断

できないものにつ

いて保持

【担当者A】

保修票管理

報告書に情

報入力

補足（不適合報告書を元に記載）

保修票 B票（未上覧）；平成26年2月14日～平成27年3月28日

保修票 C票（未上覧）；平成25年12月27日～平成27年3月28日

【担当者A】

保全管理課へ

返却され、押印

に抜けがないこ

とを確認した上

で、資料セン

ターへ提出

【担当者A】

一部提出せず

に保持

【担当者Aインタビュー】

・前任者（担当者B）が担当していた時期に、運営管理室の庶務に連絡し、上覧

後の保修票（B）について、押印漏れ等を確認するため直接資料センターへ回す

のではなく、保全管理課（当時は保修計画課）へ一旦戻すよう伝えられ、そのよ

うに運用されていることは知らなかった。

・受付担当のところに戻ってくるので、受付担当がまとめて資料センターに持っ

ていっていいた。試料センターに持って行く前には押印の抜けがないか確認は

している。押印がされていないときには、差し戻しをしており、押印が抜けている

補修票を資料センターに持って行った事はない。上覧が終わった補修票等は、

受付担当である自分のところに来ないで直接資料センターに行ってしまうことが

あるかもしれない。

補足（不適合報告書を元に記載）

保修票 A票（未保存）；平成26年3月26日～平成27年3月26日

保修票 B票（未保存）；平成26年3月17日～平成27年3月25日

保修票 C票（未保存）；平成26年1月15日～平成27年3月26日

Ａ Ｂ Ｃ

124枚 15枚 139枚

保修票（未返却）

278枚

補足（機械保修課ポジションペーパー）

・内容や担当についての確認はしていたが、不適合の要否等の記載については確認していなかった。

・不適合管理の要・否の記載は保修票発行元課にて記載すると思っていた。

・不適合管理となるものが少なく、不適合管理「要」となった際にのみ委員会出席者が保守担当者へ連絡し、保

守担当者が記載していた

・保修票等を確認する際、内容や担当についての確認はしていたが、不適合の要否等の記載については確認

しなかった

・保修完了報告書（Ａ）が保全管理課へ提出されずに保管されていたのは、庶務が保全管理課へ提出するのを

失念していたものと思われる。

・保修票Ｂ票、保修完了報告書Ｂ票については、上覧状況を確認せずとも資料管理センターに保管されると

思っていた。

・保修票の上覧が遅れていることは知っていたが、保全管理課に催促しただけであまり気にしなかった。また、

上覧していないことに対しての問題意識が薄かった。

補足（不適合報告書（15-35）を元に記

載）

「不適合管理の要否」が記載されていな

かった保修票（Ｂ、Ｃ）（12枚）

補足（電気保修課ポジションペーパー）

・不適合管理委員会終了後に保全管理課（旧保修計画課）にて保修票（Ｂ、Ｃ）の「不適合管理の要・否」欄に

記入を行った後、各設備担当に保修票（Ｃ）が割り振られる管理となっていたため、各設備担当者は「不適合管

理の要・否」の記載は本来自分の業務であるはずが認識しておらず、上覧時に抜けがあった場合も注意が及

びにくかった（不適合管理の要否を確認する認識は希薄だった）。

・上覧時は、記載の内容の確認、添付資料の充足・内容確認を行っていた。

補足（品質保証室ポジションペパー）

品質保証室において保修票等(B)を確認するのは品質保証室長のみである。多数の上覧物につ

いて、それぞれの資料を品質保証上の観点から確認しているが、よほどの重要案件でなければ

その出所、関連性等の確認まで気が回らない。

B票

C票

B票及びC票

安全管理課起票の場合

【運営管理部長インタビュー】

保修票Ｂ票については、押印して

いるものについては、確認を行って

いたが、保管については担当者が

確認していたと思っていた。

要因42

運営管理室長（現運営管理部長）は、保管する記録の

上覧が確実になされたことを確認してから保管すべき

であったが、運営管理室（現技術総括課）は、記録を保

管する場所を提供している役割であり、資料センターに

持ち込まれた保修票等(Ｂ)を持ち込んだ者が確認して

保管依頼をしているので、運営管理室（現技術総括課）

として確認する必要はないと思っていた（D-19）

要因34

保守担当課及び保修票発行元課の担当者は、保修票運用手順書」従いに従い適

切に保管すべきであったが、保修票の記録の保管としての重要性を理解せず、ルー

ルの遵守ができていなかった（E-1７）

【運営管理部長イ

ンタビュー】

予算と工程に関

して確認して押印

を行っており、記

録の確認という

観点では確認し

ていなかった。

【運営管理部長インタビュー】

保全に係る記録であるとの認識は

あった。運営管理室長として押印す

る際には、内容を確認し、押印して

いた。しかし、保修票等がすべて上

覧されている等の観点では確認して

いなかった。

要因39

プラント保全部保守担当課長及び安全管理課長は、保修票運用手順書に従い、

記録の保管部署として必要な確認を実施すべきであったが、記録の確認及び保管

を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理に関するラインとしてのフォロー

やチェックができていなかった（F-1４）

【各課担当者インタビュー】

【電気保修課担当者】

保存する保修票等につい

ては、所定のファイルに

保管されていると思って

いた。ただし、自分から保

存ファイルを確認し、ファ

イルへの保管状況を確認

したことはない。

【機械保修課担当者】

保修が完了したら、完了報告書を発行し、課の上覧の

ルートに乗せる。後は庶務担当が処置を行う。書類の処

理状況については、リアルタイムで確認することはできず、

気にしないとわからない。手元に帰ってきたものについて

は確認していたが、完了報告書を発行した時点で自分の

手を離れたとか思っていたので上覧の状況は気にしてい

なかった。

【施設保全課担当者】

】保修票等については、

庶務が所定のファイルに

保存しており、保存すべき

帳票を保管していることに

ついては、確認していな

い。

【燃料環境担当者】

自身の手元から離れた保

修票等については、上覧

後に庶務担当者が所定

のファイルに保管するた

め、上覧後の帳票の状態

を確認してなかった。

要因41

旧運営管理室長（現運営管理部

長）は、情報センターに持ち込まれ

た保修票等のＢ票について適切な

記録となっていることを手順に従っ

て確認すべきだったが、持ち込まれ

た保修票等(Ｂ)が適切な記録となっ

ていることを確認しておらず、ルー

ルの遵守ができていなかった。（E-

19）

要因36

再掲（D-13）

要因37

再掲（E-1４）
要因33

再掲（D-1７）

要因40

再掲（Ｅ-10）

【各課担当者インタビュー】

【電気保修課担当者】

保存する保修票等については、所定のファイルに保管されていると思っていた。

ただし、自分から保存ファイルを確認し、ファイルへの保管状況を確認したこと

はない。

【機械保修課担当者】

保修が完了したら、完了報告書を発行し、課の上覧のルートに乗せる。後は

庶務担当が処置を行う。書類の処理状況については、リアルタイムで確認す

ることはできず、気にしないとわからない。手元に帰ってきたものについては

確認していたが、完了報告書を発行した時点で自分の手を離れたとか思って

いたので上覧の状況は気にしていなかった。

【施設保全課担当者】

】保修票等については、庶務が所定のファイルに保存しており、保存すべき帳

票を保管していることについては、確認していない。

【燃料環境担当者】

自身の手元から離れた保修票等については、上覧後に庶務担当者が所定の

ファイルに保管するため、上覧後の帳票の状態を確認してなかった。

【各課長（代理）インタビュー】

【電気保修課長】

保修票が発行された後については、機器の復旧を優先に考えており、保修票等に押印がされ

た状態で保管されているか否かについては、基本には担当者に任せていた。

【安全管理課長】

保修票の保管及び不備がないことの確認については担当に任せていた。

【燃料環境課長】

燃料環境課としては、機器の故障を補修することを優先しており、帳票の処理は後回しになっ

ていたと思う。保管については、事務処理であるため、庶務担当者に任せている状況であった。

【施設保全課長インタビュー】

保修票の書類自体の処理状況の確認については、行っていなかった。保修票等の台帳管理

はしていたが、施設保全課に来たものしか行っていない。

【機械保修課長代理】

保存する保修票等については、所定のファイルに保管されていると思っていた。ただし、自分

から保存ファイルを確認し、ファイルへの保管状況を確認したことはない。保修票の書類自体

の処理状況の確認については、行っていなかった。

【担当者Aインタビュー】

日頃から職場内で会話をするほうではないので自分から

は話しづらかった。以前は、業務の進捗状況の確認の場

がなかったし、お互いの業務を確認しあう雰囲気はなく、各

人は自身が受け持っている仕事をこなすという雰囲気だっ

た。

【担当者Aインタビュー】

日頃から職場内で会話をするほうでは

ないので自分からは話しづらかった。

以前は、業務の進捗状況の確認の場

がなかったし、お互いの業務を確認し

あう雰囲気はなく、各人は自身が受け

持っている仕事をこなすという雰囲気

だった。

補足（不適合報告書（15-35）の添付リストを元に記載）

燃料環境課における未保管：保修票（A）（C)、暫定措置報

告書（A）（C）及び保修完了報告書（A)（C）（合計12枚）

補足（不適合報告書（15-35）の添付リストを元に記載）

①機械保修課における未保管：保修票（A）（C）、暫定措置報告書（A）（C）及び保修

完了報告書（A)（C）（合計44枚）

②電気保修課における未保管は、保修票（A）（C）、暫定措置報告書（A）（C）及び保

修完了報告書（A)（C）（合計102枚）

要因32

保守担当課及び保修票発行元課の

担当者は、保存すべき保修票等につ

いて、定められた期間記録として保存

すべきであったが、一部の保修票等

について未保存の状態であることに

気が付かなかった（Ｃ‐１７）

要因35

プラント保全部の保守担当課（機械保修課、施設保全課、電

気保修課、燃料環境課）及び安全管理課の担当者は、保管

すべき保修票等について、確認すべき者が確認（押印）し定

められた期間記録として保存すべきであったが、一部の保修

票等について押印がない状態及び記載事項が抜けた状態で

保存されていることに気が付かなかった。（C-１３）

【各課長（代理）インタビュー】

【電気保修課長】

保修票が発行された

後については、機器の

復旧を優先に考えてお

り、保修票等に押印が

された状態で保管され

ているか否かについて

は、基本には担当者に

任せていた。

【安全管理課長】

保修票の保管及

び不備がないこ

との確認につい

ては担当に任せ

ていた。

【燃料環境課長】

燃料環境課としては、

機器の故障を補修する

ことを優先しており、帳

票の処理は後回しに

なっていたと思う。保管

については、事務処理

であるため、庶務担当

者に任せている状況で

あった。

【施設保全課長インタ

ビュー】

保修票の書類自体の

処理状況の確認につ

いては、行っていな

かった。保修票等の

台帳管理はしていた

が、施設保全課に来

たものしか行っていな

い。

【機械保修課長代理】

保存する保修票等については、

所定のファイルに保管されて

いると思っていた。ただし、自

分から保存ファイルを確認し、

ファイルへの保管状況を確認

したことはない。保修票の書類

自体の処理状況の確認につ

いては、行っていなかった。

要因40

プラント保全部保守担当課長及び

安全管理課長は、保修票(Ｃ）が発

行されてから作業票を発行して作

業を着手していることを確認すべき

であったが、担当者が必要な手順

を踏まえて作業票を発行して作業し

ていると思っていた（E-10）

要因41

プラント保全部保守担当課長及び安

全管理課長は、保修票等に関連す

る業務については、保修票運用手

順書等に従い記録の保管部署とし

て記録の確認を確実に実施すべき

であったが、記録の確認及び保管を

担当者に任せっきりにしており、保

修票等の処理に関するラインとして

のフォローやチェックができていな

かった(F-10）

要因要因37

プラント保全部保守担当課及び安全管理課の担当者は、保修票運用手順書に従い

保修票等の押印や適切に保管すべきだったが、保修票の記録の保管としての重要

性を理解せず、ルールの遵守ができていなかった（E-13）

要因36

プラント保全部保守担当課及び安全管理課の担当者は、作業は既に完了しており、

連絡するだけの記録であるため、関係者の確認（押印）や必要な期間保存すること

について、確認する意識が希薄だった(D-13）

要因33

保守担当課及び保修票発行元課の

担当者は、作業は既に完了しており、

連絡するだけの記録であるため、必

要な期間保存することについて、確

認する意識が希薄だった（D-1７）

要因18

再掲(E-18)

）要因38

プラント保全部保守担当課長及び安全管理課長は、保管する記録の上覧が実施さ

れ、記録として保管していることを確認すべきであったが、担当者が手順に従い上

覧処理を実施し又は保管すべき期間で保管していると思っていた(E-1４）

要因44

運営管理室（現運営管理部）では、保修票等に関連する業務について、保修票運用手順書に従い保修

票等の手続きを実施すべきであったが、関係者が理解して確実にできるような教育が不足し、保修票等

の手続きを遵守する意識の共有が図られていなかった（F-１９）

要因43

運営管理室長（現運営管理部長）

は、資料センターに持ち込まれた保

修票等（Ｂ）について適切な記録と

なっていることを手順に従って確認

すべきであったが、持ち込まれた保

修票等(Ｂ)が適切な記録となってい

ることを確認しておらず、ルールの

遵守ができていなかった（E-19）

【担当者Aインタビュー】

帳票が溜まっているとの認識があったが、当時は誰にも相談

していない。その理由は、自分の業務であり、自分自身で解

決しなければならないとの意識が強くあったためである。また、

相談しようにも周りの忙しい状況で相談できる状況ではな

かった。

保修票の帳票が上覧されていない状態であっても保修票に

関連する作業が完了し、保修完了報告書が作成されていた

ため、保修票という帳票の位置付け、重要性が理解できてい

なかった。

要因27

再掲（D-1）

【保全管理課長インタビュー】

保修票に関連する作業が遅延していることに気がついていな

かった。担当者が保修票運用手順書及び関連マニュアルに

従った適切な処理を実施していると思っていた。

【保全管理課長インタビュー】

帳票が受領できない等の他課から苦情はなかったことにつ

いては記憶にない。

【保全管理課TLインタビュー】

【保全管理課TL-B】

どちらかというと、保修票がたまっていたこと自体が寝耳に水だった。完全に

ルーチン化されているので、1人で行っていても量的にできないものではない

と思っている。非常に厳しい言い方をするとアルバイトでもできる作業だと

思っている。組織がプラント保全部に変わっても上覧の過程については、大

きく変わっていないと認識している。相談がなかったので気がつかなかった。

【保全管理課TL‐Cインタビュー】

担当者Aの業務を確認してたところ、保修票に関する取りまとめ業務を行ってい

ること、それ以外のことは特に行っていないことはわかった。取りまとめ自体は、

それほど難しいものではないので聞く必要がないと判断しきいていない。

【保全管理課TLインタビュー】

【保全管理課TL-B】

他課から帳票が受領できない等の苦情はなかった。

【保全管理TL-C】

他課からの苦情はなかった。担当者Aが帳票を滞留させていたこと自体に気が付

かなかった。

要因

再掲(E-2)

要因25

再掲(E-2)

要因38

再掲（E-1４）

要因24

再掲(D-2)

要因24

再掲(D-2)

要因34

再掲（E-1７）

要因37

再掲（E-13）

要因18

再掲(E-18)

要因8

再掲。（Ｆ-4）

要因8

再掲。（Ｆ-4）

要因31

保修票発行元課の担当者、保守担当課の担当者及び保修

票等のB票の保存担当部署の担当者は、保修票等の一部

に関係者の未確認（未押印）の状態で記録を保存していた。

また、一部の保修票等については、未保存の状態であった

(B-13)

要因31
再掲。(B‐13)
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課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

暫定措置の処理

（未処理の有る時期）

【運営管理室

（資料セン

ター）】

保修票（B票）

保管

補足（技術総括課ポジペ）

（ルールに対する認識）

①保修票運用手順書の図-1（保修票の処理フロー）において「保修票（Ｂ）保管（技術総括課）」とあるが、フローの線の接続が無く独立している。

→技術総括課の認識は、「従前からの慣例として資料管理センターに(B)票が各課室から届けられる」であった。実際は、資料管理センターには各課室が

自ら保存依頼を行っている。

②運営管理部長は確認し保存する

・フローにおいて保管に対する流れの線が接続されていないため、どこから流れてくるのかが明確になっていない。

・各課室、主任者等がＢ票を資料管理センターに直接保管する際には、技術総括課で確認行為を行う規定にはなっていない。

例外として、Ｂ票が技術総括に持ち込まれた場合に限り、運営管理部長の確認を受けた上で資料管理センターに持ち込んでいるが、その際も技術総括

課の確認項は行われていない。

・ＱＭＳ文書においてＢ票保管の所管課は技術総括課であり、資料管理センターにＢ票が登録されたものについては、ルール通り技術総括課で管理して

いる。

・技術総括課（旧運営管理室）では、「保修票運用手順書」も含めたＱＭＳ・所規則全般について一般教育計画にて「改正教育」のみ計画し実施しており、

改正点のみ教育周知している。定期的な反復教育計画はあるが、「保修票運用手順書」は教育対象となっていない。

・ルールの認識の通り、ＱＭＳ文書と異なっている管理を行っている認識は無い。

また、技術総括課では資料センターに登録されたＢ票の保存管理であるとの認識しかなかったので、登録されたＢ票の件数の増減についてチェックする

ような機能までは用意していなかった。

・保修票運用手順書には、技術総括課がＢ票を保管する際に確認するなどの規定はない。従って確認行為を実施していない。

17

【庶務】

安全管理課に

戻ってきた保修

票（B）は資料セ

ンターへ保管依

頼

補足（不適合報告書（15-

35）を元に記載）（再掲）

各部課長、各主任技術者

が運用手順書で定める業

務が実施できていない

（61枚）

保修実施

（暫定措置）

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 保守担当者（保守担当

課）】

暫定措置報告書（A、B、C）作成、上覧

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 各チームTL、課代、課長

（発行元課）】

暫定措置報告書（A、B、C）をラインにて確認後、

保修計画課（現保全管理課）に暫定措置報告書原紙回付（A，Ｂ，Ｃ）

保修実施

（暫定措置）

【保守担当者】

暫定措置報告

書

（Ａ，Ｂ，Ｃ）

作成、上覧

【ＴＬ、課代、課

長】

暫定措置報告

書

（Ａ，Ｂ，Ｃ）をラ

インにて確認

補足（不適合報告書

（15-35）を元に記載）

（再掲）

運用手順書で規定し

ている保存すべき保修

票等が保存ファイルに

ない（564枚）

補足（不適合報告書

（15-35）を元に記載）

（再掲）

「不適合管理の要否」

が記載されていなかっ

た保修票（Ｂ、Ｃ）（12

枚）

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 各チームＴＬ、課代、課

長（保守担当課）】

作業票をラインにて確認

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 保守担当者（保守担当

課）】

保修作業内容検討 及び 作業票作成

【保守担当者】

保修作業内容

検討 及び 作

業票作成

【ＴＬ、課代、課

長】

作業票をライ

ンにて確認

【運営管理室

（資料セン

ター）】

台帳に記入

保修の実施に係る

保守担当課における認識

補足（機械保修課ポジションペーパー）

・保修票が発行されてたという連絡及びシステムで

の確認によって保修作業を始めていた。

補足（機械保修課回答）

・保修票が発行された後に対応（調査）を実施して

いたが、承認状況は確認していない。

補足（電気保修課ポジションペーパー）

・保修作業は基本的に保修票（C）が設備担当に届

いて内容が確認されてから実施されるものである。

保修票（C)の内容を確認していない状態で作業を

行うケースとしては、緊急時等で至急対応を行う場

合が考えられるが、基本的には内容を確認せずに

対応することはない。

補足（燃料環境課ポジションペーパー）

・保修担当者は不具合があり保修票を発行し、保修

票（A、B、C（C票は発行元課のみ））が課内上覧完

了したことから保修作業を実施した（燃料環境課は、

自課で保修票発行したもののみ対象であった）

・C票については意識をしていなかった

・なお、計器校正において、調整前後の測定値が所

定の精度を満足していないことが判明した場合は、

精度内調整し、その後保修票を発行するため、現状

のQMSとは矛盾している。

補足（燃料環境課担当者からの回答）

・保修票（OS)の場合は、当直からの連絡があってそれに基づき対応していると思う（矢

部氏）。正確には調査が必要。

ただし、今回の不適合対象はNSでC票が上覧されていないものしかなかったので上記

回答としている。

補足（資料課管理センターのファイルか

ら）

本ファイルにある台帳は連番で保修票

番号が記載され、保管依頼のあったもの

のみに「○」を付けるものである

【当直長】

自課発行元の

保修票につい

ては、保修票

タグ取り外し

【課内】

ラインを通じて

課長まで保修

作業完了を連

絡

【当直長】

発電課に保修

対象設備のリ

リース

【担当者】

中央制御室に

て作業票にひ

も付いた保修

票の完了処理

を実施

【担当者】

作業票の完了手

続を実施、作業

完了報告書の作

成、上覧、

発行元課へ保修

票タグの取外し

を依頼

【担当者】

保修を実施した作業の作業票（D、E）を中央制御室へ持参し、中央制御室にあ

る保修票(A）の写しに実施した保修内容を記載。当直長の確認を受け、作業票

（D、E）に完了を入力してもらう（作業票管理システム、保修票管理システム及び

紙）

【担当者】

自課で発行した保修票については、保修票タグ取り外しす。

他課が発行した保修票については、作業票の完了手続を実施、作業完了報告

書の作成、上覧、発行元課へ保修票タグの取外しを依頼する。

補足（燃料環境課

回答）

・作業票を作成す

る際に保修票の承

認状況は確認して

いる。

【機械保修課担当者インタビュー】

自ら発行する場合でも他課で発行する場合でも保修票管

理システムを使い発行しているので、関係者（管理職）に

発行した旨、メールが発信される。メールにて設備の状況

がわかるのでラインを通して保修方法等に関して指示が

下りてくる。メールに関しては、他課保修するものであろう

が全てのものが配信され情報が共有されている。

補足（安全管理課ポジションペーパー）

・保修票Ｂ票において、保守担当課の押印欄がない

ことから保修票Ｂ票を保守担当課に回覧する必要

がないと思い込んでいた。

・保修完了報告書（Ｃ票）が発行元課より提出されて

いなくても保修票管理システムにて保修票の完了を

確認できれば、保修作業は完了しているので問題

ないと考えていた。

・安全管理課にて自課分の保修票、保修完了報告

書の上覧状況の管理はしてなかった。

要因48

プラント保全部の保守担当課（機械保修課、施設保全

課、電気保修課、燃料環境課）及び安全管理課の担当

者は、保修票(C)を確認していないにもかかわらず、作

業票を発行し作業に着手した(B-9)

要因31
再掲。(B‐13)

【安全管理課担当者インタビュー】

安全管理課の設備は、モニタ類などすぐに復旧しなけ

ればならないものが多く、緊急に保修しなければなら

ないものについては、B票とC票が回ってこなくても作

業を行っていた。ただし、検討が必要な場合は保修票

がきてから作業を行っていた。必要な情報は、課長も

しくは発行元の担当から入手している。口頭でくる情報

のほうが保修票に記載されている情報より詳しくて早く

入手できるので、保修票管理システムを見て作業を開

始することは日勤中にはない。保修票発行の周知メー

ルは、申請が必要で安全管理課ではTL以上が配信さ

れている。

【技術総括課 担当者インタビュー】

保修票運用手順書上は、保存責任者

が技術総括課長となっているが、今回

の不備発覚前は、担当課が技術総括

課に関与することなく、直接資料セン

ターへ保管する行為を行っていたため、

押印が抜けたまま資料センターに保存

されていた。

要因45

運営管理室長（現運営管理部長）は、

保修票運用手順書に従い保修票等の

Ｂ票について関係者が確認しているこ

とを確認してから記録を保管すべきで

あったが、各課が直接資料センター（技

術総括課）に保管を依頼していたため、

一部の記録の不備について気が付か

なかった(C-19）

要因50

プラント保全部の保守担当課の担当者及び安全管理課

の担当者は、保修票(C )が確認できてから作業票を発行

し作業の着手を行うべきであったが、すでにシステム上

では保修票の発行が確認できることから作業票を発行し、

作業してよいと考えた(D-9）

要因42

再掲（D-19）

要因51

プラント保全部の保守担当課の担当者及び

安全管理課の担当者は、保修票に関連する

業務については、保修票運用手順書に従い

保守担当課として保修票の手続きを実施す

ることを認識すべきであったが保修票は後

で回ってくるものと考えおり、ルールの遵守

ができていなかった（E-9）

【運営管理部長インタビュー】

保修票Ｂ票については、押印しているも

のについては、確認を行っていたが、保

管については担当者が確認していたと

思っていた。

【各課長（代理）インタビュー】

【安全管理課長】

至急の案件の場合は、発行元課（主に発電課）からの

連絡を基に原因調査及び保修作業を実施している。た

だし、原則としては保修票Ｃ票を受領した後に作業票を

発行し、作業を実施するよう指示している。

【燃料環境課長】

担当者に任せており、保修作業の実施を重要視してお

り、保修票の管理については重要視してなかった。

【施設保全課長】

発行元課から保修票が届く前に対応していたと思う。

【機械保修課長代理】

緊急時以外の場合は、保修票Ｃ票を受領した後に作業

票を起案するように指示している。

【電気保修課長】

保修の実作業が重要であり、保修票Ｃ票の受領後に作

業票を起案する等の書類の処理については担当がきち

んと処理しているという認識であった。

要因35

再掲（C-13）

）要因46

運営管理室長（現運営管理部長）は、保

管する記録の上覧が確実になされたこ

とを確認してから保管すべきであったが、

持ち込まれた保修票等(Ｂ)について担

当（現技術総括課長）が適切な記録と

なっていることを確認し保管していると

思っていた(E-20）

要因47

運営管理室長（現運営管理部長）は、

保管する記録の上覧が確実になされ

たことを確認すべきであったが、記録

の確認を担当者に任せっきりにしてお

り、保修票等の処理に関するラインと

してのフォローやチェックができていな

かった（F-20）

要因43

再掲（E-19）

【直接要因４】

プラント保全部の保守担当課の担当者及び安全管理課

の担当者は、保修票Ｃが確認できてから作業票を発行

し作業に着手すべきだったが、不適合管理委員会での

保修票起案の紹介、保全管理課が保修票管理システ

ムに登録したことによる気づきメールの発信を受けて、

作業票を発行し、作業に着手できるといった誤った認識

を持っていた。（C‐9）

）要因49

プラント保全部の保守担当課の担当者及び安全管理

課の担当者は、保修票(C)が確認できてから作業票を

発行し作業に着手すべきであったが、不適合管理委員

会での保修票起案の紹介、保修票発行元課が保修票

管理システムに登録したことによるEメールの配信を受

けて、作業票を発行し、作業に着手できるといった誤っ

た認識を持っていた(C-9）

要因40

再掲（E-10）
要因8

再掲（Ｆ-4）

要因63

プラント保全部の各課（機械保修課、施設

保全課、電気保修課、燃料環境課）の保

修票発行担当者は、保修票運用手順書に

従い保修票等のＢ票について運営管理室

（現運営管理部）に提出すべきであったが、

保管場所が資料センターであったため、直

接持ち込めばよいと考えた（D-41）

要因64

プラント保全部の各課（機械保修課、施設

保全課、電気保修課、燃料環境課）の保修

票発行担当者は、QMS文書である保修票

運用手順書の定めと異なった管理を行っ

ている認識がなかった（Ｅ-41）

要因65

プラント保全部の各課、安全管理課及び発

電課は、保修票等に関連する業務につい

て、保修票運用手順書に従い保修票等の

処理を実施すべきであったが、慣例で資料

センターに持ち込めばよいと考えおり、

ルールの遵守ができていなかった（Ｆ-41）

要因8

再掲。（Ｆ-4）
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課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

【担当者A】

各課から暫定

措置報告書票

（A,、Ｂ、Ｃ）を

受領

【担当者A】

B票を関係箇

所（各部長、主

任技術者）へ、

A,、C票を関係

個所に上覧前

に一時保管

【担当者A】

補修票管理シ

ステムにて保

修票管理報告

書へ暫定措置

報告書の情報

を入力

【担当者A】

一部B票を提出

せずに保持

【部長】

確認・押印

【室長】

確認・押印

【室長】

確認・押印
【各主任技術者】

確認・押印

【運営管理室

（資料セン

ター）】

暫定措置報告

書

（B票）

【担当者A】

保全管理課へ

返却され、押印

に抜けがないこ

とを確認した上

で、資料セン

ターへ提出

補足（不適合報告書を元に記載）

暫定措置報告書 B票（未保存）；平成26年2月19日～平成27年2月20日

【機械保修課、施設保全課、電気保修課、燃料環境課（発行元課）】

暫定措置報告書（C票）

確認

【安全管理課

（発行元課）】

暫定措置報告

書（C票）受領、

課内上覧

【炉心・燃料課

（発行元課）】

暫定措置報告

書（C票）受領、

課内上覧

【課内（発行元

課）】

暫定措置報告

書（C票）受領、

課内上覧

【保守担当者】

暫定措置報告

書（B)はプラント

管理部長へ上

覧、暫定措置報

告書（C）は保修

票発行元課へ

回覧

【部長】

暫定措置報告

書（B）

確認・押印

19

19

【運営管理室

（資料セン

ター）】

台帳に記入

補足（不適合報

告書（15-35）の

添付リストを元に

記載）(再掲）

発電課における

未保管：保修票

（A）、暫定措置報

告書（C）及び保

修完了報告書

（C）（合計：73枚）

補足（発電課 保修票ファイル）

・暫定措置報告書（C）及び保修完了報告書

（C）のうち、保管されているもの有り。

【安全管理課】

暫定措置報告

書（C票）保管

【炉心・燃料

課】

暫定措置報告

書（C票）保管

【機械保修課、施設保全課、電気保修課、燃料環境課 ＴＬ、課代、課長（発行元

課）】

暫定措置報告書（C票）をラインにて確認

補足（発電課回答）

・保修完了報告書（C）を受領し保修票（A）を廃

棄している。（保存要求がなくなる）

・73件の内、数十件はファイルに保管せず担当

者が手持ちで持っていた。（状況整理のため）

・担当者は、保修票等の保管はある程度まと

まった段階で行うことを考えていた

・数件は紛失。（保修票担当者が定期的に交代

していたことから、管理が煩雑になっていたと

思われる）

20

【担当者A】

B票の一部上覧

せずに保持

20

【担当者A】

暫定措置報告

書A票を保守担

当課へ、C票を

発行元課へ提

出

補足（不適合報告書を元に記載）

暫定措置報告書 A票（未上覧）；平成26年2月25日のみ

暫定措置報告書 C票（未上覧）；平成26年2月3日～平成27年3月30日

⇒（発行元課：機械保修課、旧技術課（炉心・燃料課）、電気保修課、燃料環

境課、発電課）

【担当者A】

A票、C票を提

出せずに一部

保持していた

【担当者Aインタビュー】

・受付担当のところに戻ってくるので、受付担当がまとめて資料センターに持って

いっていいた。試料センターに持って行く前には押印の抜けがないか確認はして

いる。押印がされていないときには、差し戻しをしており、押印が抜けている保修

票を資料センターに持って行った事はない。上覧が終わった保修票等は、受付担

当である自分のところに来ないで直接資料センターに行ってしまうことがあるかも

しれない。

一部担当者Aのところに行かずに直接資料センターに行っている。

A票及びC票

B票

C票

A票

A票及びC票

18

18 18

【担当者】

暫定措置報告

書（A）

確認

要因31

再掲(B-13)

補足（不適合報告書を元に記載）

暫定措置報告書 A票（未保存）；平成25年7月31日～平成27年3月18日

暫定措置報告書 C票（未保存）；平成25年12月10日～平成27年3月18日

⇒（発行元課：機械保修課、旧技術課（炉心・燃料課）、電気保修課、燃料環

境課、発電課）

【技術総括課 担当者インタビュー】

保修票運用手順書上は、保存責任

者が技術総括課長となっているが、

今回の不備発覚前は、担当課が技

術総括課に関与することなく、直接

資料センターへ保管する行為を行っ

ていたため、押印が抜けたまま資料

センターに保存されていた。

要因45

再掲（C-19）

要因42

再掲（D-19）

【運営管理部長インタビュー】

保修票Ｂ票については、押印している

ものについては、確認を行っていたが、

保管については担当者が確認していた

と思っていた。

要因46

再掲（E-20）

【担当者Aインタビュー】

帳票が溜まっているとの認識があったが、当時は誰にも相談していない。その理由は、自分の業務であり、自分自身で解決しなければ

ならないとの意識が強くあったためである。また、相談しようにも周りの忙しい状況で相談できる状況ではなかった。

保修票の帳票が上覧されていない状態であっても保修票に関連する作業が完了し、保修完了報告書が作成されていたため、保修票と

いう帳票の位置付け、重要性が理解できていなかった。
要因27

再掲（D-1）

【保全管理課長インタビュー】

保修票に関連する作業が遅延していることに気がついていなかった。担当者が保修票運用手順書及び関連マニュアルに従った適切な処

理を実施していると思っていた。

【保全管理課長インタビュー】

帳票が受領できない等の他課から苦情はなかったことについては記憶にない。

【保全管理課TLインタビュー】再掲

【保全管理課TL-B】

どちらかというと、保修票がたまっていたこと自体が寝耳に水だった。完全にルーチン化されているので、1人で行っていても量的

にできないものではないと思っている。非常に厳しい言い方をするとアルバイトでもできる作業だと思っている。組織がプラント保全

部に変わっても上覧の過程については、大きく変わっていないと認識している。相談がなかったので気がつかなかった。

【保全管理課TL‐Cインタビュー】

担当者Aの業務を確認してたところ、保修票に関する取りまとめ業務を行っていること、それ以外のことは特に行っていないことは

わかった。取りまとめ自体は、それほど難しいものではないので聞く必要がないと判断しきいていない。

要因

再掲(D-2)

【保全管理課TLインタビュー】

【保全管理課TL-B】

他課から帳票が受領できない等の苦情はなかった。

【保全管理TL-C】

他課からの苦情はなかった。担当者Aが帳票を滞留させていたこと自体に気が付かなかった。
要因

再掲(E-2)

要因24

再掲(D-2)

要因25

再掲(E-2)

【保全管理課長インタビュー】

平成26年4月から課長に就任したが、課長就任時は現在までに実施してきたルーチンワークについては特

別な指導は実施しておらず各担当者が継続して実施するよう指示していた。保修票に関連する業務につい

ても同様であり、指導を実施してなかったと記憶している。なお、担当者Aが新たに着手する業務について

は、細部にわたるまで指導していた。

保全管理課TLインタビュー

【保全管理課TL‐B】

どちらかというと、保修票がたまっていたこと自体が寝耳に水だった。完全にルーチン化されているの

で、1人で行っていても量的にできないものではないと思っている。非常に厳しい言い方をするとアルバ

イトでもできる作業だと思っている。組織がプラント保全部に変わっても上覧の過程については、大きく

変わっていないと認識している。相談がなかったので気がつかなかった。

【保全管理課TL‐C】

担当者Aの業務を確認してたところ、保修票に関する取りまとめ業務を行っていること、それ以外のこと

は特に行っていないことはわかった。取りまとめ自体は、それほど難しいものではないので聞く必要が

ないと判断しきいていない。

【担当者Aインタビュー】

受付処理を行うこと、各課へ回すことは従前から指示を受け

ていたが、いつまでに担当者へ上覧するかについては、指

示は受けていなかった。

要因28

再掲（E-1）

補足（不適合報告書を元に記載）

暫定措置報告書 B票（未上覧）；平成25年7月31日～平成27年3月30日

要因34

再掲（E-17）

【担当者Aインタビュー】

日頃から職場内で会話をするほうではないので自分からは

話しづらかった。以前は、業務の進捗状況の確認の場がな

かったし、お互いの業務を確認しあう雰囲気はなく、各人は

自身が受け持っている仕事をこなすという雰囲気だった。

【担当者Aインタビュー】

日頃から職場内で会話をするほうではないので自分からは話しづらかった。以

前は、業務の進捗状況の確認の場がなかったし、お互いの業務を確認しあう雰

囲気はなく、各人は自身が受け持っている仕事をこなすという雰囲気だった。
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課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

保修完了の処理

（未処理の有る時期）

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 保守担当者（保守担当課）】

保修票完了報告書（A,B,C）の作成、上覧

Ａ票に水平展開・懸案事項印を押印

【機械保修課、電気保修課、施設保全課 ＴＬ、課代、課長（保守担当課）】

保修票完了報告書（Ａ，Ｂ，Ｃ）をラインにて確認

【保守担当者】

保修票完了報

告書（Ａ，Ｂ，

Ｃ）

作成、上覧

【ＴＬ、課代、課

長】

保修票完了報

告書（Ａ，Ｂ，

Ｃ）をラインに

て確認

補足（不適合報告書（15-35）の添付リストを元に記載）

安全管理課における未保管：保修完了報告書（A)1枚

補足（電気保修課ポジションペーパー）

・保修完了報告書（Ａ）を保全管理課へ上覧しなかった理由

→保修完了報告書は課内での上覧後、Ａ，Ｂ，Ｃ票を保全管理

課へ送り、上覧・分配後に保修完了報告書（Ａ）を保全管理課

より受け取ってからファイルしているため、保全管理課へ上覧

せずにファイルすることは基本的にはない。上覧せずにファイ

リングするケースとしては、勘違いにより保全管理に送る前に

ファイリングするか、保全管理課が部長への上覧前に電気保

修課へ返却した場合が考えられる。

・上覧時の確認の視点

→保修完了報告書、暫定措置報告書に記載する水平展開・懸

案事項の有無は、電気保修課にて押印・記載していたため、

記載されていないものは確認ミスだと思われる。

部長欄の押印及び上覧は保全管理課（旧保修計画課）にて

一括して実施しているため、それが実施されていないものは気

付きにくい状況であった。

保修実施

（本完了）

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 各チームＴＬ、課代、課長

（保守担当課）】

作業票をラインにて確認

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 保守担当者（保守担当

課）】

保修作業内容検討 及び 作業票作成

【発行元課】

保修票タグ

取り外し

補足（不適合報告書（15-35）を元に記

載）

保修完了報告書（A）を保管していない

（1枚）

【庶務】

保修完了報告

書（A）保管

補足（燃料環境課ポジションペーパー）

・水平展開「有」のものが課内上覧された場合、「MQ-保全-33」

による「保修票完了報告時に関する水平展開・検案事項処理

票」が必要であることをライン確認者は担当者確認し、作成指示

を出すため、水平展開は実施出来ると考える。但し、担当者から

上覧されない時点では、水平展開はできない。（管理職）

補足（電気保修課ポジションペーパー）

・類似機器等への反映は「保修票に関する水平展開・懸案事項

管理マニュアル（MQ-保全-33）」に従って関係個所へ周知・繁栄

を行っている。

保修完了報告書は保守担当課が作成しているため、水平展開

の情報を保守担当課が認識しており、水平展開は可能と考える。

・保修完了報告書、暫定措置報告書に記載する水平展開・懸案

事項の有無は、電気保修課にて押印・記載していたため、記載

補足（施設保全課ポジションペーパー）

水平展開の有無のスタンプ押印忘れ等については当時施設保

全課居室に水平展開・懸案事項のスタンプがなかったため、水

平展開等が必要ない保修票については保全管理課担当に連絡

し、保全管理課の手元に保修票が届いた際スタンプを押し、対応

を無しと記載するよう依頼していた。課内上覧の際には、担当が

課長にその旨（対応不要、スタンプについては保全管理課に依

頼）を伝えて上覧していた。

補足（機械保修課ポジションペーパー）

・他課への水平展開の必要性については、不適合管理委員会に

て判断しており、是正措置や予防措置がなければ、水平展開は

ない。

・担当者からの上覧がされなければ、水平展開はできない。

水平展開の実施に保守担当課の認識

【保守担当者】

保修票完了報

告書（B)はプラ

ント管理部長へ

上覧、保修票完

了報告書（C）は

保修票発行元

課へ回覧

【庶務】

保修票完了報告

書（B）

確認

22

【安全管理課】

保修作業内容

検討及び作業

票作成

【ＴＬ、課代、課

長】

作業票をライ

ンにて確認

保修実施

（本完了）

【課内】

ラインを通じて

課長まで保修

作業完了を連

絡

【当直長】

発電課に保修

対象設備のリ

リース

【担当者】

中央制御室に

て作業票にひ

も付いた保修

票の完了処理

を実施

【担当者】

作業票の完

了手続を実

施、作業完

了報告書の

作成、上覧

【課内（発行元

課

）】

暫定措置報告

書（C票）保管

【課内（発行元

課

）】

暫定措置報告

書（C票）コピー

保管

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課の庶務】

暫定措置報告書（C票）保管
【安全管理課】

保修票タグ取

外し

【炉心・燃料

課】

保修票タグ取

外し

補足[再掲]（機械保修課回答）

・保修票が発行された後に対応（調査）

を実施していたが、承認状況は確認し

ていない。

【担当者】

保修を実施した作業の作業票（D、E）を中央制御室へ持参し、中央制御室にある保

修票(A）の写しに実施した保修内容を記載。当直長の確認を受け、作業票（D、E）に

完了を入力してもらう（作業票管理システム、保修票管理システム及び紙）

【担当者】

自課が発行した保修票については、保修票タグ取り外す。

他課が発行した保修票については、作業票の完了手続を実施、作業完了

報告書の作成、上覧し、発行元課へ保修票タグの取外しを依頼

【機械保修課、施設保全課、電気保修課、燃料環境課の（保守担当課）の庶務】

暫定措置報告書（A票） 保管

23

A票の一部

21

要因52

プラント保全部の保守担当課の担当者は、「保修票に関す

る水平展開・懸案事項管理マニュアル」に従い、水平展開

の必要性及び懸案事項の有無を記載すべきであったが、

一部の保修完了報告書(A)について当該事項の記載をせ

ず処理を怠った(C‐１１）

補足（不適合報告書を元に記載）

暫定措置報告書で不備のあったものを

記載

補足（不適合報告書を元に記載）

暫定措置報告書で不備のあったものを

記載
要因36

再掲（D-13）

要因33

再掲（D-1７）

【各課担当者インタビュー】

【機械保修課担当者インタビュー】

保修が完了したら、完了報告書を発行し、課の上覧のルートに乗せる。後は庶務担当が処置を行う。書類の処理状況

については、リアルタイムで確認することはできず、気にしないとわからない。手元に帰ってきたものについては確認し

ていたが、完了報告書を発行した時点で自分の手を離れたとか思っていたので上覧の状況は気にしていなかった。

【電気保修課】

保修票の関する水平展開・懸案事項管理マニュアルに従い、水平展開・懸案事項の管理を実施するとの認識はなかっ

た。

【施設保修課】

水平展開・懸案事項の有無を記載するゴム印は保全管理課員が所持しており、第2管理棟に居室を持つ施設保全課に

とっては、ゴム印を押すためだけにプラント保全部居室へ赴くのは不効率であった。そのため、保修票完了報告書を作

成した際に水平展開・懸案事項の有無を記載せずに保全管理課へ上覧していた。ただし、水平展開・懸案事項の有無

については施設保全課内で検討し、検討結果を保全管理課の担当者に伝え、受領した際にはその結果を記載するよう

【燃料環境課】

マニュアルの存在自体を知らなかった。そのため、保修票の関する水平展開・懸案事項管理マニュアルに従った処理が

できなかったと思う。

要因54

プラント保全部の保守担当課の担当者は、「保修票に関する

水平展開・懸案事項管理マニュアル」に従い水平展開必要性

及び懸案事項の有無を記載すべきであったが、水平展開の

必要性及び懸案事項の有無の記載の重要性を理解せず、

ルールの遵守ができていなかった（E-１１）

【各課担当者インタビュー】

【燃料環境担当者】

自身の手元から離れた保修票等については、上覧後に庶務担当者が所定のファイルに保管するため、上覧後の帳票の状態を確認してなかった。

【施設保全担当者】

】保修票等については、庶務が所定のファイルに保存しており、保存すべき帳票を保管していることについては、確認していない。

【機械保修課担当者】

保修が完了したら、完了報告書を発行し、課の上覧のルートに乗せる。後は庶務担当が処置を行う。書類の処理状況については、リアルタイムで確

認することはできず、気にしないとわからない。手元に帰ってきたものについては確認していたが、完了報告書を発行した時点で自分の手を離れたと

か思っていたので上覧の状況は気にしていなかった。

【電気保修課担当者】

保存する保修票等については、所定のファイルに保管されていると思っていた。ただし、自分から保存ファイルを確認し、ファイルへの保管状況を確

認したことはない。

プラント保全部保守担当課の担当者は、「保修票の関する

水平展開・懸案事項管理マニュアル」に従い、水平展開の

必要性及び懸案事項の有無を記載すべきだったが、水平

展開の必要性や懸案事項の有無について記載する意識が

希薄だった（D‐１１）

要因53

プラント保全部の保守担当課の担当者は、「保修票に関す

る水平展開・懸案事項管理マニュアル」に従い、水平展開

の必要性及び懸案事項の有無を記載すべきであったが、

水平展開の必要性や懸案事項の有無について記載する意

識が希薄だった（D-１１）

【各課長（代理）インタビュー】

【電気保修課長】

電気保修課に関連することかもしれないということで議論したことがあるが、保修完了報告書Ａ票が回ってきたときに記載の

有無を確認し、記載のないものに記載するよう課員に指導した記憶がない。。

【機械保修課長代理】

他部署からの異動者は本マニュアルに従った処理を実施していない場合があるので、水平展開・懸案事項の有無のゴム印

が押されていない場合は、担当者にゴム印を押し、有・無を記載するよう指示していたため、各担当者が本マニュアルに

従った処理を実施していると思っていた。

【施設保全課長】

保修票の書類自体の処理状況の確認については、行っていなかった。。

【燃料環境課長】

過去に水平展開が必要なものであっても記載していなかったものがあり、他課から指摘があったと記憶している。今から考

えてみれば水平展開・懸案事項が『有』となる案件を『無』と記載し、上覧していたものがあったと思う。担当者任せにしてい

【機械保修課担当者インタビュー】

自ら発行する場合でも他課で発行

する場合でも保修票管理システム

を使い発行しているので、関係者

（管理職）に発行した旨、メールが

発信される。メールにて設備の状

況がわかるのでラインを通して保

修方法等に関して指示が下りてくる。

メールに関しては、他課保修するも

のであろうが全てのものが配信さ

れ情報が共有されている。

【安全管理課担当者インタビュー】

安全管理課の設備は、モニタ類などすぐに復旧しなければ

ならないものが多く、緊急に保修しなければならないもの

については、B票とC票が回ってこなくても作業を行ってい

た。ただし、検討が必要な場合は保修票がきてから作業を

行っていた。必要な情報は、課長もしくは発行元の担当か

ら入手している。口頭でくる情報のほうが保修票に記載さ

れている情報より詳しくて早く入手できるので、保修票管理

システムを見て作業を開始することは日勤中にはない。保

修票発行の周知メールは、申請が必要で安全管理課では

TL以上が配信されている。

【直接要因４】

最駅（C‐9）
要因53直接要因

４）

再掲。（C-9）

要因34

再掲（Ｅ-17）

要因34

再掲（E-17）

要因34

再掲（E-17）

要因8

再掲。（Ｆ-4）

要因65

プラント保全部保守担当課長は、「保修票に関する水平展

開・懸案事項管理マニュアル」に従い、水平展開必要性及び

懸案事項の有無を確認すべきだったが、担当者が必要事項

を記載して保管していると思っていた。Ｅ-12）

要因55

プラント保全部の保守担当課長は、「保修票に関する水平展

開・懸案事項管理マニュアル」に従い、水平展開必要性及び

懸案事項の有無を確認すべきであったが、担当者が必要事

項を記載して保管していると思っていた(Ｅ-12）

要因56

プラント保全部の保守担当課長は、保修票に関する水平展

開・懸案事項管理マニュアルに従い、記録の保管部署とし

て必要な確認を確実に実施すべきであったが、記録の確認

を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理に関す

るラインとしてのフォローやチェックができていなかった(F-

12）

要因48

再掲。(B-9)
要因49

再掲。（C-9）

【各課長（代理）インタビュー】

【電気保修課長】

保修票が発行された後については、機器の復旧を優先に考えており、保修票等に押印がされた状態で保管されているか否かについては、基本には担

【安全管理課長】

保修票の保管及び不備がないことの確認については担当に任せていた。

【燃料環境課長】

燃料環境課としては、機器の故障を補修することを優先しており、帳票の処理は後回しになっていたと思う。保管については、事務処理であるため、庶

務担当者に任せている状況であった。

【施設保全課長インタビュー】

保修票の書類自体の処理状況の確認については、行っていなかった。保修票等の台帳管理はしていたが、施設保全課に来たものしか行っていない。

【機械保修課長代理】

保存する保修票等については、所定のファイルに保管されていると思っていた。ただし、自分から保存ファイルを確認し、ファイルへの保管状況を確認

したことはない。保修票の書類自体の処理状況の確認については、行っていなかった。

要因37

再掲（Ｅ-14）

要因37

再掲（Ｅ-13）

要因50

再掲（Ｄ-9）

要因51

再掲（Ｅ-9）

要因38

再掲（Ｅ-14）

要因40

再掲（Ｅ-10）

要因18

再掲(E-18)



添付資料－1　　　保修票等の処理手順の不履行に関する時系列（23/26）

課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

【部長】

保修票完了

報告書（A票）

確認・押印

保全管理課

へ返却

【担当者A】

保修票完了

報告書受領

（Ａ，Ｂ，Ｃ）

【担当者A】

A票に部長確

認欄のゴム

印を押印し、

部長へ上覧、

部長確認後

はC票ととも

に一時的に

保管B票を関

係箇所（各部

長、主任技術

者）へ上覧

補足

ゴム印（水平展開・懸案事項、部長印）については、保全管

理課担当者しか持っていなかった。

【担当者A】

保修票管理シス

テムにて保修票

管理報告書へ保

修完了報告書の

情報入力

【担当者A】

B票を一部上覧

せずに保持

【室長】

確認・押印

【室長】

確認・押印

【各主任技術者】

確認・押印

【担当者A】

B票の一部提出せ

ずに保持

【運営管理室（資

料センター）】

保修完了報告書

（B票）

保管

【担当者A】

保全管理課へ

返却され、押印

に抜けがないこ

とを確認した上

で、運営管理室

へ提出

【部長】

B票

確認・押印

【運営管理室

（資料セン

ター）】

台帳に記入

22

24

【担当者Aインタビュー】

日頃から職場内で会話をするほうではないので自分からは話しづらかった。以

前は、業務の進捗状況の確認の場がなかったし、お互いの業務を確認しあう雰

囲気はなく、各人は自身が受け持っている仕事をこなすという雰囲気だった。

【担当者Aインタビュー】

日頃から職場内で会話をするほうではないので自分からは

話しづらかった。以前は、業務の進捗状況の確認の場がな

かったし、お互いの業務を確認しあう雰囲気はなく、各人は

自身が受け持っている仕事をこなすという雰囲気だった。

【担当者Aインタビュー】

・受付担当のところに戻ってくるので、受付担当がまとめて資料センターに持っ

ていっていいた。試料センターに持って行く前には押印の抜けがないか確認は

している。押印がされていないときには、差し戻しをしており、押印が抜けてい

る補修票を資料センターに持って行った事はない。上覧が終わった補修票等

は、受付担当である自分のところに来ないで直接資料センターに行ってしまう

ことがあるかもしれない。

一部担当者Aのところに行かずに直接資料センターに行ってい

A票及びC票

B票

要因31
再掲(B‐13)

要因57

保修計画課（現保全管理課）担当者Aは、「保修票に関する

水平展開・懸案事項.管理マニュアル」に従い、部長の押印

欄のゴム印を押し、プラント保全部へ回覧すべきであったが、

部長の押印欄のゴム印を押さず、プラント保全部長へ上覧

を失念した（D-15）

【保全管理課担当者Aインタビュー】

・保安規定に規定された記録との認識はなく、保安規定違

反になるとの認識もなかった。

・保修票運用手順書に保全管理課が登場しないことは知っ

ていたが、前任者から以前から、そのような運用で実施して

いるとの説明を受け、納得し、業務に当たっていた。

要因57

保全管理課担当者Aは、「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュアル」

に従い保修完了報告書Aの処置やプラント保全部長へ上覧を行う等のルールの

遵守を行うべきであったが、保修票の記録の保管としての重要性を理解せず、

ルールの遵守ができていなかった。（E-15）

【保全管理課長インタビュー】

保修票に関連する作業が遅延していることに気がついてい

なかった。担当者が保修票運用手順書及び関連マニュアル

に従った適切な処理を実施していると思っていた。

【保全管理課TLインタビュー】

【保全管理課TLーC】

定められた手順に従い、実施しているとの認識であった。

【保全管理課TLｰB】

担当者は保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュ

アルに従い、必要な処置を実施していると思っていた。

【技術総括課 担当者インタビュー】

保修票運用手順書上は、保存責任

者が技術総括課長となっているが、

今回の不備発覚前は、担当課が技

術総括課に関与することなく、直接

資料センターへ保管する行為を行っ

ていたため、押印が抜けたまま資料

センターに保存されていた。

要因45
再掲（C‐19）

【運営管理部長インタビュー】

保修票Ｂ票については、押印している

ものについては、確認を行っていたが、

保管については担当者が確認していた

と思っていた。

要因46

再掲（E-20）

【担当者Aインタビュー】

帳票が溜まっているとの認識があったが、当時は誰にも相談していない。その理由は、自分の業務であり、自分自身で解決しなければな

らないとの意識が強くあったためである。また、相談しようにも周りの忙しい状況で相談できる状況ではなかった。

保修票の帳票が上覧されていない状態であっても保修票に関連する作業が完了し、保修完了報告書が作成されていたため、保修票とい

う帳票の位置付け、重要性が理解できていなかった。

要因27

再掲（D-1）

【保全管理課長インタビュー】

保修票に関連する作業が遅延していることに気がついていなかった。担当者が保修票運用手順書及び関連マニュアルに従った適切な処理

を実施していると思っていた。

【保全管理課長インタビュー】

帳票が受領できない等の他課から苦情はなかったことについては記憶にない。

【保全管理課TLインタビュー】

【保全管理課TL-B】

どちらかというと、保修票がたまっていたこと自体が寝耳に水だった。完全にルーチン化されているので、1人で行っていても量的に

できないものではないと思っている。非常に厳しい言い方をするとアルバイトでもできる作業だと思っている。組織がプラント保全部

に変わっても上覧の過程については、大きく変わっていないと認識している。相談がなかったので気がつかなかった。

【保全管理課TL‐C】

担当者Aの業務を確認してたところ、保修票に関する取りまとめ業務を行っていること、それ以外のことは特に行っていないことは

わかった。取りまとめ自体は、それほど難しいものではないので聞く必要がないと判断しきいていない。

【保全管理課TLインタビュー】

【保全管理課TL-B】

他課から帳票が受領できない等の苦情はなかった。

【保全管理TL-C】

他課からの苦情はなかった。担当者Aが帳票を滞留させていたこと自体に気が付かなかった。

要因

再掲(D-2)

要因

再掲(E-2)

要因25

再掲(E-2)

要因24

再掲(D-2)
補足（不適合報告書を元に記載）

保修完了報告書 B票（未保存）；平成26年2月14日～平成27

年3月25日

補足（不適合報告書を元に記載）

保修完了報告書 B票（未上覧）；平成25年6月28日～平成27

年3月31日

【保全管理課長インタビュー】再掲

平成26年4月から課長に就任したが、課長就任時は現在までに実施してきたルーチンワークについては特別

な指導は実施しておらず各担当者が継続して実施するよう指示していた。保修票に関連する業務についても

同様であり、指導を実施してなかったと記憶している。なお、担当者Aが新たに着手する業務については、細

部にわたるまで指導していた。

【保全管理課TLインタビュー】再掲

【保全管理課TL‐B】

どちらかというと、保修票がたまっていたこと自体が寝耳に水

だった。完全にルーチン化されているので、1人で行っていても

量的にできないものではないと思っている。非常に厳しい言い

方をするとアルバイトでもできる作業だと思っている。組織が

プラント保全部に変わっても上覧の過程については、大きく変

わっていないと認識している。相談がなかったので気がつかな

かった。

【保全管理課TL‐C】

担当者Aの業務を確認してたところ、

保修票に関する取りまとめ業務を

行っていること、それ以外のことは特

に行っていないことはわかった。取り

まとめ自体は、それほど難しいもの

ではないので聞く必要がないと判断

しきいていない。

【担当者Aインタビュー】

受付処理を行うこと、各課へ回すことは従前から指示を受け

ていたが、いつまでに担当者へ上覧するかについては、指

示は受けていなかった。

要因

再掲（E-1）

要因60

保修計画課長（現保全管理課長）及

びTLは、保修票等の処理作業を確実

に実施するよう担当者をフォローす

べきであったが、保修票等の処理状

況を確認しない等、保修票等の作業

を担当者に任せっきりにしており、保

修票等の処理に関するラインとして

のフォローやチェックができていな

かった(F-16）)

要因58

保修計画課（現保全管理課）担当者Aは、「保修票に関する水平展開・懸案事項管

理マニュアル」に従い保修完了報告書Aの処置やプラント保全部長へ上覧を行う

等のルールの遵守を行うべきであったが、保修票の記録の保管としての重要性を

理解せず、ルールの遵守ができていなかった（E-15）

保全管理課長及びTLは、保全管理

課担当者Aが、「保修票に関する水

平展開・懸案事項.管理マニュアル

従い、処理（部長印のゴム印の押

印、プラント保全部長への上覧）を

実施していないことに気が付くべき

であったが、保全管理課担当者Aが

処置を実施していると思っていた

（E‐1６）

要因59

保全管理課長及びTLは、保全管理

課担当者Aが、「保修票に関する水

平展開・懸案事項.管理マニュアル

従い、処理（部長印のゴム印の押

印、プラント保全部長への上覧）を

実施していないことに気が付くべき

であったが、保全管理課担当者Aが

処置を実施していると思っていた。

（E-1６）

要因59

保修計画課長（現保全管理課長）

及びTLは、保修計画課（現保全管

理課）担当者Aが、「保修票に関す

る水平展開・懸案事項.管理マニュ

アル」に従い、処理（部長印のゴム

印の押印、プラント保全部長への上

覧）を実施していないことに気が付く

べきであったが、保修計画課（現保

全管理課）担当者Aが処置を実施し

ていると思っていた（E-1６）

要因8

再掲。（Ｆ-4）
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課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

【担当者A】

発電課からの

問い合わせに

対し状況を確

認し回答

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 発行担当者（発行元課）】

保修完了報告書（C票）

確認

【安全管理課

（発行元課）】

保修完了報告

書（C票）受領、

課内上覧

【炉心・燃料課

（発行元課）】

保修完了報告

書（C票）受領、

課内上覧

【課内（発行元

課）】

保修完了報告

書（C票）受領、

課内上覧

発電課マニュアル「保修票運用マニュアル」

に基づく処理状況チェック

【当直】

当直長に対し、

保修完了依頼

のされた案件に

ついて、保修完

了報告書（C）及

び暫定措置報

告書（C）が発電

課にて保管され

ているかの確認

補足（発電課ポジションペーパー）

・マニュアルに基づく保修票チェックの対象はＯＳ保修票に対する保修作業の完了（暫定完了含む）に対して、保修完了報告書／暫定

完了報告書が提示されていることを確認するものである。

・当直は保修課が保修完了依頼を実施してきたにも関わらず、完了報告書Ｃ票が届いていないものについて日勤に連絡し、日勤はそ

の結果を受けて必要に応じて保全管理課（旧保修計画課）の保修票担当者へ保修完了等の状況確認を実施した上で当直へ連絡を

返していた。

・日勤と当直の保修票処理の認識合わせを目的とした処理状況チェックであるため、ＯＳ保修票のＢ、Ｃ票の上覧状況やＯＳ保修完

了報告書のＡ、Ｂ票の上覧状況、さらには保全部発行分の保修票全ての進捗状況についてはマニュアルに基づくチェックの対象外で

ある。

【管理チーム】

当直から確認

指示のあった

案件について、

処理状況を保

全管理課（保

修計画課）に

確認

【当直（担当

者）】

保修票管理台

帳チェックシート

に記載し当直長

の上覧

【管理チーム】

保修計画課

（現保全管理

課）に状況を

確認した結果

を当直へ連絡

補足（発電課ポジションペーパー」）

・月一回の保修票管理台帳チェックシートでは、H27年1月から保修完了報告書の未受領分がそれまでと比較

して多く確認されてきていることに疑問を持ち、通常の口頭での進捗確認に留まらず、発電課管理チームにて

保全管理課担当者の机廻りを調査し、大量の未上覧保修票を見つけた。

よって、その日のうちに課のラインとして是正対応を実施するよう当時の保全管理課長に直接依頼を行ってお

り、保全管理課長指示の元で対応が行われ2月～3月と月を重ねるにつれ、未受領の保修完了報告書が減少

していったと考えている。また、同時に2月からは保全管理課の対応に任せきりにせずに各課の保修票保管

ファイルを発電課で調べ、誤って完了報告書のＡ票（保修課控え）にＣ票（発電課控え）が混入していないか、

担当者が分かっているものについては担当者に上覧したかどうか直接聞き取りを実施した。

【当直長】

確認・押印

【管理チーム

担当者、TL】

確認・押印

【課長、課代、

副主幹】

確認・押印

【当直】

保管

補足（不適合報

告書（15-35）の

添付リストを元

に記載）(再掲）

発電課における

未保管：保修票

（A）、暫定措置

報告書（C）及び

保修完了報告書

（C）（合計：73

枚）

補足（発電課 保修票ファイル）（再掲）

・暫定措置報告書（C）及び保修完了報告書（C）のうち、保管

されているもの有り。

補足（炉心・燃料課ポジションペーパー）

・完了報告書が届いていないことに気づき催促したが、業務多

忙により何度も催促できる状態ではなかった。（ユーザとして

は、保修作業の完了を現場で確認し、使用できる状態であっ

たので、特に困らなかった

【安全管理課】

保修完了報告

書（C票）保管

【炉心・燃料課】

保修完了報告

書（C票）保管

【課内（発行元

課

）】

保修完了報告

書（C票）保管

【当直長（発行

元課）】

保修完了報告

書（C票）確認

【課内（発行元

課

）】

保修完了報告

書（C票）コピー

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 ＴＬ、課代、課長（発行元

課）】

保修完了報告書（C票）をラインにて確認

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課の庶務】

保修完了報告書（C票）保管

【課内（担当

者）】

保修完了報告

書等同様の番

号の保修票を

廃棄する。

補足（発電課業務フローから記載）

発電課マニュアル 第8号（保修票運用マニュアル）にて、保修

完了報告書（Ｃ）については課内上覧後保管し、代わりに保修

票(Ａ)を廃棄することが定められている。

【炉心・燃料

課】

保修票タグ取

外し

24

【担当者A】

A票、C票の一部

提出せずに保持

補足（不適合報告書を元に記載）

保修完了報告書 A票（未上覧）；平成25年6月28日～平成27年3月31日

保修完了報告書 C票（未上覧）；平成25年6月28日～平成27年3月31日

（⇒発行元課：安全管理課、機械保修課、旧技術課（炉心・燃料課）、電気保修課、燃

料環境課、発電課）

補足（不適合報告書を元に記載）

保修完了報告書 A票（未保存）；平成25年9月20日～平成27年3月11日

保修完了報告書 C票（未保存）；平成26年1月9日～平成27年3月30日

⇒発行元課：安全管理課、機械保修課、施設保全課、燃料環境課、発電課

【担当者Aインタビュー】

発電課の問合せは何回かあったと思う。

月一回は問い合わせがあるので処理は

していたと思う。

【担当者Aインタビュー】再掲

日頃から職場内で会話をするほうで

はないので自分からは話しづらかっ

た。以前は、業務の進捗状況の確認

の場がなかったし、お互いの業務を

確認しあう雰囲気はなく、各人は自身

が受け持っている仕事をこなすという

雰囲気だった。

【TL-Bインタビュー】

・（発電課が、滞っている補修票等を回

収しにきているた時）一緒に探したこと

があり、そのときは机の上にあった。

【TL-Ｃインタビュー】

机が汚かったので掃除をしようといっ

たことはある。しかし、まさか回覧して

いない書類があるとは思ってはいな

かった。

【機械保修課、電気保修課、施設保全課、燃料環境課 庶務】

保修完了報告書（A）保管

23

A票

C票

21 21

【各課長インタビュー】

【燃料環境課長】

今から考えてみれば水平展開・懸案事項が『有』となる案件を『無』と記載し、上

覧していたものがあったと思う。担当者任せにしていた部分はあったと思う。

【機械保修課長代理】

他部署からの異動者は本マニュアルに従った処理を実施していない場合があ

るので、水平展開・懸案事項の有無のゴム印が押されていない場合は、担当

者にゴム印を押し、有・無を記載するよう指示していたため、各担当者が本マ

ニュアルに従った処理を実施していると思っていた。

【施設保全課長】

保修票の書類自体の処理状況の確認については、行っていなかった。

【電気保修課長】

電気保修課に関連することかもしれないということで議論したことがあるが、保

修完了報告書Ａ票が回ってきたときに記載の有無を確認し、記載のないものに

記載するよう課員に指導した記憶がない。

要因36

再掲（D-13）

要因37

再掲（E-13）

要因37

再掲（E-1４）

要因34

再掲（E-1７）

要因33

再掲（D-1７）

【各課長（代理）インタビュー】

【電気保修課長】

保修票が発行された後については、機器の復旧を優先に考えており、保修

票等に押印がされた状態で保管されているか否かについては、基本には担

当者に任せていた。

【安全管理課長】

保修票の保管及び不備がないことの確認については担当に任せていた。

【燃料環境課長】

燃料環境課としては、機器の故障を補修することを優先しており、帳票の処

理は後回しになっていたと思う。保管については、事務処理であるため、庶務

担当者に任せている状況であった。

【施設保全課長】

保修票の書類自体の処理状況の確認については、行っていなかった。保修

票等の台帳管理はしていたが、施設保全課に来たものしか行っていない。

【機械保修課長代理】

保存する保修票等については、所定のファイルに保管されていると思ってい

た。ただし、自分から保存ファイルを確認し、ファイルへの保管状況を確認し

たことはない。保修票の書類自体の処理状況の確認については、行ってい

なかった。

【各課担当者インタビュー】

【電気保修課担当者】

保存する保修票等については、所定のファイルに保管されていると思っていた。ただし、自分から保存ファイルを確認し、ファ

イルへの保管状況を確認したことはない。

【機械保修課担当者】

保修が完了したら、完了報告書を発行し、課の上覧のルートに乗せる。後は庶務担当が処置を行う。書類の処理状況につ

いては、リアルタイムで確認することはできず、気にしないとわからない。手元に帰ってきたものについては確認していたが、

完了報告書を発行した時点で自分の手を離れたとか思っていたので上覧の状況は気にしていなかった。

【施設保全課担当者】

保修票等については、庶務が所定のファイルに保存しており、保存すべき帳票を保管していることについては、確認していな

い。

【燃料環境担当者】

自身の手元から離れた保修票等については、上覧後に庶務担当者が所定のファイルに保管するため、上覧後の帳票の状

態を確認してなかった。

【担当者Aインタビュー】再掲

帳票が溜まっているとの認識があったが、当時は誰にも相談していない。その理由は、自分の業務であり、自分自身で解決しな

ければならないとの意識が強くあったためである。また、相談しようにも周りの忙しい状況で相談できる状況ではなかった。

保修票の帳票が上覧されていない状態であっても保修票に関連する作業が完了し、保修完了報告書が作成されていたため、保

修票という帳票の位置付け、重要性が理解できていなかった。

要因27

再掲（D-1）

【保全管理課長インタビュー】

保修票に関連する作業が遅延していることに気がついていなかった。担当者が保修票運用手順書及び

関連マニュアルに従った適切な処理を実施していると思っていた。

【保全管理課長インタビュー】

帳票が受領できない等の他課から苦

情はなかったことについては記憶にな

い。

【保全管理課TLインタビュー】再掲

【保全管理課TL-B】

どちらかというと、保修票がたまっていたこと自体が寝耳に水だった。完全にルーチン化されている

ので、1人で行っていても量的にできないものではないと思っている。非常に厳しい言い方をすると

アルバイトでもできる作業だと思っている。組織がプラント保全部に変わっても上覧の過程について

は、大きく変わっていないと認識している。相談がなかったので気がつかなかった。

【保全管理課TL‐C】

担当者Aの業務を確認してたところ、保修票に関する取りまとめ業務を行っていること、それ以外の

ことは特に行っていないことはわかった。取りまとめ自体は、それほど難しいものではないので聞く

必要がないと判断しきいていない。

【保全管理課TLインタビュー】

【保全管理課TL-B】

他課から帳票が受領できない等の苦情はなかった。

【保全管理TL-C】

他課からの苦情はなかった。担当者Aが帳票を滞留させていたこと自体に気が付かなかった。

要因

再掲(E-2)

要因

再掲(D-2)

要因25

再掲(E-2)

要因24

再掲(D-2)

要因55

再掲（Ｅ-12）

要因34

再掲（E-17）

補足（不適合報告書（15-35）を元に記載）

プラント保全部保守担当課長がプラント保

全部マニュアル「保修票に関する水平展

開・懸案事項管理マニュアル（管理番号

MQ-保全-33）（以下「部内マニュアル」と

いう。）で規定する水平展開、懸案事項の

有無の確認をしていない（7枚）

補足（不適合報告書（15-35）を元に記載）

保全管理課長が部内マニュアルで規定

する水平展開、懸案事項の有無のプラント

保全部長による承認を得ていない（61枚）

要因61

プラント保全部保守担当課（機械保修課、施設保全課、

電気保修課、燃料環境課）の担当者は、保修完了報告

書の一部に水平展開の必要性及び懸案事項の有無を

記載せずに記録として保管していた(B-11)

要因52

再掲(C-11)

要因18

再掲(E-18)

要因38

再掲（E-1４）

要因40

再掲（Ｅ-10）



添付資料－1　　　保修票等の処理手順の不履行に関する時系列（25/26）

課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

平成27年1月頃

平成27年4月27日
～

【担当者】

保修完了報告

書の所在につ

いて保全管理

課担当者へ問

い合わせ所在を調査

同一事象の有無を調査

担当者Aが所

持していること

上覧済みであったが、保存責任者に返却していない保修票：

519枚

未上覧の保修票：1068枚

があることを発見

ｓＴＬへ報告

【ｓＴＬ】

同一事象の調

査を指示

【ＴＬ】

課長・課長代

理へ状況を報

【課長】

状況の報告を

受けた

【課代】

状況の報告を

受けた
不適合報告書

の作成開始

不適合対象件数の誤りを発見し再調査

さらに1587枚の帳票を所持していることを発見した

不適合報告書修正

【担当者】

電気保修課担

当者に保修完

了報告書（Ｃ）

が送付されて

きていないこと

を問い合わせ

【担当者】

保全管理課へ

保修票の所在

について確認

【担当者A】

安全管理課か

ら依頼された

保修票につい

て上覧、配布し

ていない

補足（安全管理課ポジションペーパー）

保修票が上覧されていない事実は承知の上であった。そのた

め、保全管理課に配布するよう依頼していたが、配布されなかっ

た。安全管理課としても、保修票管理システムで不適合管理の

要否を入力する項目があるため、上覧していないことに対しての

問題意識は薄かった。なお、不適合の管理（不適合報告書の作

成等）は問題なく実施していた。

【管理チーム】

発電課管理

チームにて保

全管理課長へ

保修票等の処

理に対して是

正依頼

【課長E】

発電課管理

チーム員から

対応を依頼さ

れた

【担当者A】

上司からの指

導は無い
補足（発電課ポジションペーパー）

月一回の保修票管理台帳チェックシートでは、H27年1月から保修票管理報告書の未受領分

がそれまでと比較して多く確認されてきていることに疑問を持ち、通常の口頭での進捗確認に

留まらず、発電課管理チームにて保全管理課担当者の机廻りを調査し、大量の保修票を見つ

けた。

【担当者Aインタビュー】

未処理のまま後任者に引き継ごうとは思っていなかったが、どうしようと思っていた。ちょうど見つかってよ

かったと思っている。

【TL-Bインタビュー】

・日頃から不適合等があると、部下の卓上にたまっている書類について片付けろと指示は出している。だが、

机の足元に保管されている書類にまでは気がつかなかった。

【TL-Cインタビュー】

・

【発電課担当者インタビュー】

・補修票については、終了について当直長に手書きで許可をもらい、その後システム入力を

行わないと完了報告書が作成できない。完了報告書作成できる状態のなったにもかかわら

ず1月経っても回ってこないものを毎月確認している。12月くらいから徐々に増えていき、お

かしいと思い、窓口の人の机を探しにいき、机の上にあるのを発見した。回収したものは、発

電課の分だけである。当直からの（処理状況に関する）問いに応えなくてはならないと思って

行った。窓口の人の机を探した際、大量に出てきたので、担当を責めても駄目だと思い、補

修計画課長に口頭で報告した。その後、処理されていないということは減っていった気がす

る。報告は少なくとも課長と副主幹はしている。その後、大量に完了報告書が回ってきて発

電課の管理職からも理由を聞かれ説明したことがある。

・改善の提案を行ったことはない。保全部に関する記載については、要望があったときは改

正を行っていたが、それ以外には実施したことはない。

要因62（頂上事象）

もんじゅでは、「保修票」、「暫定措置報告書」、「保修完了報告書」（以下「保修

票等」という。）の処理手順として自ら定めたQMS文書「保修票運用手順書」及

び「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュアル」に基づく保修票等の

確認がなされておらず、記録として保管されていなかった（不適合報告書15‐11、

15‐35）（A-1）

【管理チーム】

発電課管理

チームにて保

全管理課担当

者の机廻りを

調査した結果

未処理の保修

票等を発見し、

発電課に関連

する補修票等

のうち、上覧が

終了しているも

のについてを

回収

補足（不適合報告書【15-１１】より）
平成27年4月27日にプラント保全部の保守担当者から保修完了報告書の所在に

ついて問い合わせがあり、調査した結果、同保修完了報告書を保全管理課で所持
していることを確認した。

これに伴い、同一事象の有無を調査した結果、QMS文書「保修票運用手順書」
（MQ-830-02）（以下「運用手順書」という。）上においては、「保修票」、「暫定措置報
告書」、「保修完了報告書」（以下「保修票等」という。）は発行元課から保守担当課
へ保修依頼及び保守担当課から発行元課へ完了報告されるものであるが、作業に
関与しない保全管理課へ保修票等が送付され受理しており、保全管理課経由で各
部署へ保修票等の配布を実施していた。その配布が滞っていることで一部の保修票
等の上覧等が滞っており、おおよそ平成25年から2年の間（平成27年3月末まで）に
合計1587枚の保修票等を所持していることを確認した。所持している保修票等のう
ち、上覧済みであったが、保存責任者に返却していない保修票等が519枚、未上覧
の保修票等が1068枚であった（詳細を添付－１及び添付-2に示す）。またその中に
は、プラント保全部マニュアル「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュア
ル」（MQ-保全-33）（以下「部内マニュアル」という。）で規定する、保修完了後に確認
する水平展開・懸案事項の有無の確認が行われていないものもあった。

本件は、保修票等の帳票によらずQMS上に位置づけられていない保修票管理シ
ステムで保修業務の管理を行なっていたこと、保修票等の記録が管理できていない
こと等、所内で運用手順書どおりに業務が実施されていないことによって発生したも
のである。なお、運用手順書においても、保修作業の完了（暫定完了）が作業票によ
る作業完了で確認されており、保修完了（暫定完了）報告書が承認されていない状
態及び品質保証室長による品質保証上の問題の有無、各主任技術者による保安管
理に関する確認等がなされない状態で保修作業完了（管理担当課へのリリース）と
出来ることから不適切な内容であった。

保全管理課が保修票等の受理・配布等を実施していたことについては、旧組織プ
ラント第2課総括チームでは課内で一括して保修票等の帳票処理を行っていたこと
から、組織変更（プラント保全部へ移行）後も、運用手順書の受理・配布等に係る規
定は改定していない（受理・配布等は保守担当課長が実施することになっている）が、
プラント第2課総括チームに相当する旧保修計画課（現保全管理課）が受理・配布等
を継続していたためであった。

今後、保全管理課が所持していた保修票等の他に上覧等が滞っている保修票等
の有無を調査し、有りの場合には全数を明らかにし、別途不適合処理を実施する。

要因22

再掲（B-1）

要因16

再掲（B-7）

要因48

再掲（B-9）

要因61

再掲（B-11）



添付資料－1　　　保修票等の処理手順の不履行に関する時系列（26/26）

課長A
課長B【次長兼務】

課長C
課長D
課長E

課代A
課代B
課代C

TL-A
予算工程管理TL-B
予算工程管理TL-C
予算工程管理TL-D

担当者A
（燃料環境課兼務）

担当者B（前任者）
担当者C（前々任者）
（燃料環境課兼務）

担当者D（前々前任
者）

課内 当直長

技術総括課

技術総括課長

運営管理室
前々室長A
前室長B

部長
前部長A

その他部内関係箇所
次長 副主幹

発電課

プラント管理部

施設保全課 電気保修課

プラント保全部

保全管理課【H26.10.1～】

プラント管理部長
前々部長A
前部長B

燃料環境課
担当者C

（プラント第3課）
安全管理課 炉心・燃料課機械保修課

所内
関係箇所

時　期 トピックス 所長

品質保証室

品質保証室長
前々室長A
前室長B

各主任技術者
炉主任

前炉主任A
前電気主任 B
前ＢＴ主任 C
前ＲＩ主任 D

（旧組織名）プラント第2課
（旧組織名）

プラント第3課

（旧組織名）

プラント第１課

（旧組織名）

技術課

運営管理室

（旧組織名）
安全品質管理室

（旧組織名）

技術課

（旧組織名）保修計画課

平成27年5月20日

平成27年5月21日
～

平成27年6月4日

～

平成27年6月17日

平成27年7月13日
～

不適合報告書

（R0）承認

原子炉等規制

法 第43条の3

の24に関する

保安規定違反

事項判定表

（保安検査）

「保守管理不

備（保修票他

の運用、管理

不備）」

【関係箇所】

もんじゅ不適合管理要領に基づき確認・押印
不適合報告書

修正、上覧

【課代】

確認・押印

【課長】

確認・押印

保全管理課にてもんじゅ内に不備のある保修票等が存在しないかを調査

～7/10

対象：プラント保全部各課、安全課管理課、炉心・燃料課、発電課、技術総括課（資料センター）

補足（不適合報告書【15-35】より）

（調査内容）

平成20年12月31日以前に発行した保修未完了の保修票及び平成21年1月1日以降に発行した保修票等の全数を調査*1するとともに、保全管理課で所持していた1,587枚の保修票

等以外で上覧の滞りや記載の不備があるもの等の有無について調査を行った。

*1：調査対象について、保修完了報告書（Ｂ）が、保安規定第17次改正（平成21年1月1日施行）により供用期間中及び建設段階における保守管理に係る条文が規定されたことを

受け、現在の研究開発段階炉規則 第62条に基づく記録に該当することから、平成21年1月1日以降に発行された保修票等を対象とした。

また、平成20年12月31日以前について、保修未完了の保修票は保存義務があることから、調査対象とした。

（結果）

平成27年6月8日現在（保全管理課調査結果）、17,715枚としていた全数が17,178であった。

また、そのうち、次の不備のある保修票を696枚（合計408件、うち174件は不適合15-11と重複している）を確認した。

(1)保守担当課長が保修票（Ｂ）、（Ｃ）に記載する不適合管理の要否を記載していない（3枚）

(2)各部課長、各主任技術者が運用手順書で定める業務が実施できていない（52枚）

(3)保守担当課長が上記(1)及び（2）双方とも実施していない（9枚）

(4)運用手順書で規定している保存すべき保修票等が保存ファイルにない（564枚）

(5)プラント保全部保守担当課長がプラント保全部マニュアル「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュアル」で規定する水平展開、懸案事項の有無の確認をしていない（7

枚）

(6)保全管理課長がプラント保全部マニュアル「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュアル」で規定する水平展開、懸案事項の有無のプラント保全部長による承認を得てい

ない（61枚）

今回、保修票等の調査を完了したことで、不備のある保修票等は不適合15-11以外に696枚であることを確定した。したがって、不適合15-11の不備のある保修票等を合計すると

不適合報告書（15-35）作成

不適合報告書

（15-35）修正

7/22

不適合報告書

（15-35）

承認

8/3

【関係箇所】

もんじゅ不適合管理要領に基づき確認・押印

不適合管理員会

にて審議

【課代】

確認・押印

【課長】

確認・押印

不適合管理員会

にて審議

平成27年度第

1回保安検査

補足（国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 高速増殖原型炉もんじゅ 原子炉施

設 平成27年度（第1回）保安検査報告書）

1.実施概要

（1）保安検査実施期間

①基本検査実施期間

自 平成27年6月4日（木）

至 平成27年6月24日（水）

なお、保安検査以降に発生した不適合の対応状況に係る事実確認作業に時間を要し

たこと等から、検査機関を7日間延長した。

4.保安検査結果

（3）違反事項

「保守管理不備（保修票他の運用、管理不備）」については、保安規定に基づき策定さ

れた保守管理業務とは異なった手順で長期間にわたり継続して実施されていたものであ

り、複数の保安規定の要求事項に抵触していることから、QMSが適切に機能していなかっ

たものと判断される。

しかしながら、保安検査開始前に機構自ら不適合事象として認知し、改善のための活動

に着手していたこと、また、QMS上の位置付けはないものの、別途電子計算機上に構築し

ていた保修票管理システムにより実務的には保修票管理が行われ、実際には保修完了

あるいは保修に向けた計画等に向けた計画等の検討に着手されているとしていることを

確認しており、現時点では、原子炉施設の安全について直ちに影響を及ぼすものではな

いと考えられるなどを考慮し、「違反3」と反転する。

補足（国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 高速増殖原型炉もんじゅ 原子炉施

設 平成27年度（第1回）保安検査報告書）

1.実施概要

（1）保安検査実施期間

①基本検査実施期間

自 平成27年6月4日（木）

至 平成27年6月24日（水）

なお、保安検査以降に発生した不適合の対応状況に係る事実確認作業に時間を要し

たこと等から、検査機関を7日間延長した。

4.保安検査結果

（3）違反事項

「保守管理不備（保修票他の運用、管理不備）」については、保安規定に基づき策定さ

れた保守管理業務とは異なった手順で長期間にわたり継続して実施されていたものであ

り、複数の保安規定の要求事項に抵触していることから、QMSが適切に機能していなかっ

たものと判断される。

しかしながら、保安検査開始前に機構自ら不適合事象として認知し、改善のための活動

に着手していたこと、また、QMS上の位置付けはないものの、別途電子計算機上に構築し

ていた保修票管理システムにより実務的には保修票管理が行われ、実際には保修完了

あるいは保修に向けた計画等に向けた計画等の検討に着手されているとしていることを

確認しており、現時点では、原子炉施設の安全について直ちに影響を及ぼすものではな

いと考えられるなどを考慮し、「違反3」と反転する。

要因62（頂上事象）（再掲）

もんじゅでは、「保修票」、「暫定措置報告書」、「保修完了報告書」（以下「保修

票等」という。）の処理手順として自ら定めたQMS文書「保修票運用手順書」及

び「保修票に関する水平展開・懸案事項管理マニュアル」に基づく保修票等の

確認がなされておらず、記録として保管されていなかった（不適合報告書15‐11、

15‐35）(A-1）

要因48

再掲（B-9）
要因61

再掲（B-11）

要因31

再掲（B-13）



添付資料－2　保修票等の処理手順の不履行に関する要因分析図（1/4）
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もんじゅでは、「保修票」、「暫定措置

報告書」、「保修完了報告書」（以下

「保修票等」という。）の処理手順とし

て自ら定めたQMS文書「保修票運用

手順書」及び「保修票に関する水平展

開・懸案事項管理マニュアル」に基づ

く保修票等の確認がなされておらず、

記録として保管されていなかった（不

適合報告書15-11、15-35）(要因62） 

頂上事象 

保修計画課（現保全管理課）TL、課長

は、保修計画課（現保全管理課）担当

者Aが保修票等を大量に所持し、他課

が実施すべき業務を滞らせていたこと

に気が付くべきであったが、保修計画

課（現保全管理課）担当者Aが保修票

等を大量に保持していることを気が付

かなかった（要因24） 

保修票発行元課担当者は、保修票運

用手順書に基づき、自課で発行した

保修票等を保守担当課へリリースす

べきであったが、保修票運用手順書

に定めのない保修計画課（現保全管

理課）へこれまでの運用に従い渡して

いた（要因14） 

プラント保全部の各課（機械保修課、

施設保全課、電気保修課、燃料環境

課）の発行担当者は、QMS文書であ

る保修票運用手順書の定めと異なっ

た管理を行っている認識がなかった

（要因15） 

プラント保全部の各課、安全管理課及

び発電課の課長は、保修票の手続き

について保修票運用手順書に従った

手順を正しく理解させるべきであった

が、プラント保全部内で保修票の受付

処理を保修計画課（現保全管理課）で

行うという手順にない方法で運用して

おり、ルールに規定されているものよ

り、運用を優先していた（要因7） 

発電課の管理チームの引継書では、

「保修票(B)及び(C)を渡す 保修計画

課：担当者」と記載されており、本来で

あれば、保守担当課へ渡す手順と

なっているにも関わらず、保守担当課

を保修計画課（現保全管理課）に読み

替えるといった誤った引継ぎを行って

いた（要因30） 

安全管理課の保修票発行担当者は、

ルールに基づき保守担当課へ持参し

たが、保修計画課（現保全管理課）の

保修票担当で受付されるので担当者

へ提出するよう言われたため、保修計

画課（現保全管理課）へ提出すること

とした（要因11） 

安全管理課の保修票発行担当者は、

保修票運用手順書の手順を確認した

後に保修計画課（現保全管理課）へ

持参し、受付後の処理を確認する必

要があったが、保修票運用手順書を

確認せず、保修票等(B)及び(C)を保修

計画課（現保全管理課）に渡して以降

については把握してなかった（要因

12） 

1 

プラント保全部の各課、安全管理課及

び発電課は、保修票等に関連する業

務について、保修票運用手順書に従

い保修票等の処理を実施すべきで

あったが、慣例で保修計画課（現保全

管理課）が実施するものと考えており、

定めたマニュアルを遵守する意識がの

共有が図られていなかった（要因8） 

1 

問題事象1 

保修計画課（現保全管理課）担当者A

は、保修票運用手順書に規定のない

業務である受理した保修票等の処理

を運用として行っており、当時の運用

に従えば保修票管理システムに入力

後に保修票等を速やかに保守担当課

へ渡すべきであったが、保修票管理

システムへ各課のＩＤを用いてログイン

し、受付業務は完了しており現場作業

が開始できることから、保修票等の帳

票の処理は遅滞してもよいと誤認した

（要因23） 

 

保修計画課（現保全管理課）TL、課長

は、担当者に対して保修票の重要性

及び保修票等の処理に関する注意事

項を教育すべきであったが、ルーチン

業務であり、処理をこなせばよいと考

え、業務の重要性や速やかな処理を

理解して確実にできるような教育を実

施していなかった（要因29） 

４．中間管理要因 
 ４－７－４ 教育・訓練（知識・技量・技能を含む） 

保修計画課（現保全管理課）TL、課長

は、保修票等の処理作業自体はルー

チン作業であり、単純であること、また、

QMSの中で位置づけられていないが

保修票管理システムへの入力がされ

ていること及び保修票の処理が滞っ

たことによって作業が遅滞したり、保

修票等の処理に係る他課からの苦情

もなかったことから、適切に処理され

ていると思い状況を把握していなかっ

た（要因25） 

保修計画課（現保全管理課）TL、課長

は、保修票等の処理作業を確実に実

施するよう担当者をフォローすべきで

あったが、保修票等の処理状況を確

認しない等、保修票等の作業を担当

者に任せっきりにしており、保修票等

の処理に関するラインとしてのフォ

ローやチェックができていなかった（要

因26） 

４．中間管理要因 
 ４－７－１ 役割・責任 

直接要因１ 

４．中間管理要因 
４－２－３  ルールの維持管理 保修計画課（現保全管理課）TL、課長

は、定められた手順を遵守した上で、

保修計画課（現保全管理課）が保修票

等の処理に係る窓口業務を行うこと及

び保修票管理システム利用について、

その手順を変更する場合は、QMSの

中で位置付け管理するべきであったが、

プラント保全部の保修計画課（現保全

管理課）が本来やるべきものとして改

めて手順に明確にする必要はないこと、

保修票管理システムに関しては、デー

タの整理に利用するものであるため保

修票等の手続きには直接関連せず、

保修票等の処理ができていればよいと

考え、管理していなかった（要因20） 

プラント保全部は、定めた手順を遵守

した上で、保修計画課（現保全管理

課）が窓口業務を行うこと及び保修票

管理システム利用について、手順を変

更する場合は、保修票運用手順書又

はプラント保全部内のマニュアル等で

見直す必要があったが、保修票等の

処理業務について保守担当課に引き

渡す前の前処理でありプラント保全部

の計画及び管理を行う保修計画課

（現保全管理課）の業務の一つである

として当該手順書や部内マニュアル

の制定等の見直しを行っておらず、

QMSの維持管理に関する理解が不足

していた（要因21） 

直接要因２ 

1 

 組織の要因１ 

 組織の要因２ 

組織の要因３ 

安全管理課の保修票発行担当者は、

保修計画課（現保全管理課）が行う保

修票の上覧について、QMS文書であ

る保修票運用手順書の定めと異なっ

た管理を行っている認識がなかった

（要因13） 

発電課の発行担当者は、保修計画課

（現保全管理課）が行う保修票の上覧

について、QMS文書である保修票運

用手順書の定めと異なった管理を

行っている認識がなかった（要因10） 

保修計画課（現保全管理課）担当者A

は、プラント保全部の窓口業務として、

保修票運用手順書に定めのない保修

票等の受付・配付業務を実施し、保存

責任者へ返却していない保修票等及

び未上覧の保修票等を所持し、保修

票等の処理を実施していなかった（要

因22） 

 

保修計画課（現保全管理課）担当者A

は、保修票等の処理を遅滞しないよう

処理すべきであったが、ＴＬから保修

票等の受付についてプラント保全部で

保守を実施する場合は保修計画課

（現保全管理課）で受付けてから保守

担当課へ回すよう指示は受けていた

が、いつまでに処理するかについての

指示は受けていなかった（要因28） 

 

保修計画課（現保全管理課）担当者A

は、保守管理業務の中で保修票等の

位置付けや重要性を理解して保修票

等の処理が滞った際に、上司に相談

すべきであったが、保修票等の重要

性を理解せず、一方で保修票等の帳

票の処理が完了していなくても作業が

進捗する状況から保修票等の処理を

速やかに完了させるという意識が希

薄だった（要因27） 

プラント保全部の各課、安全管理課及

び発電課では、保修票等に関連する

業務について、保修票運用手順書に

従い保修票等の手続きを実施すべき

であったが、関係者が理解して確実に

できるような教育が不足し、保修票等

の手続きを遵守する意識の共有が図

られていなかった（要因9） 

 組織の要因４ 

凡例 

：「問題事象」を示す 

：「頂上事象」を示す 

：連鎖の断ち切り点 

：「直接要因」を示す 

：「組織要因を含む背後要因」を示す 

４．中間管理要因 
 ４－７－４ 教育・訓練 

2 

 組織の要因５ 

４．中間管理要因 
４－２－２  ルールの遵守 
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G H I JA B C D E F

　

A-7 B-7 C-7 D-7 E-7 F-7 G-7 H-7 I-7 J-7

A-8 B-8 C-8 D-8 E-8 F-8 G-8 H-8 I-8 J-8

A-9 B-9 C-9 D-9 E-9 F-9 G-9 H-9 I-9 J-9

A-10 B-10 C-10 D-10 E-10 F-10 G-10 H-10 I-10 J-10

　

A-11 B-11 C-11 D-11 E-11 F-11 G-11 H-11 I-11 J-11

B-12 C-12 D-12 E-12 F-12 G-12 H-12

7

8

9

10

11

12

A-12 I-12 J-12

発電課では、組織改編に伴う保修票

運用手順書の改正時の文書レビュー

の際に、実際には、保修計画課（現保

全管理課）に引き渡しているにもかか

わらず、「運用実績と比べて抜け不整

合がないか」の項目に対し、「実運用と

異なる部分がないことを確認した」と

誤ったチェックをしていた（要因2） 

発電課は、組織改編の際に保修票運

用手順書の流れが事実と異なること

をプラント保全部に確認すべきであっ

たが、組織改編前のプラント第2課（現

プラント保全部）に確認したところ、保

守担当課へ引き渡す前にとりまとめ箇

所である保修計画課(現保全管理課）

に送付してほしいとの要望があり、結

果的に保守担当課に引き渡されるた

め、手順上影響はないと考え、誤って

容認した（要因1） 

保修計画課（現保全管理課）は、組織

改編した際にプラント第2課総括チー

ムが実施していた保修票の受付・配付

については、保修票運用手順書に基

づき運用を見直す、あるいはプラント

保全部内での運用マニュアルを作成

すべきであったが、プラント第2課総括

チームで実施していた保修票の受付・

配付に関する業務は部内での振り分

け等の受付業務（ルーティン業務）と考

え、手順を明確にする必要はない、と

誤った理解をしていた（要因4） 

プラント保全部は、発電課が保修票

運用手順書の改正案を提示した際に

保修票等の手続きを明確にするよう

提案すべきであったが、保修計画課

（現保全管理課）にプラント保全部内

の保修票の受付・配付及び保修票管

理システムへの登録等保修票運用手

順書にない業務を行う等、組織が変

更した際の新たな業務に対する文書

の見直しをする必要はないと判断した

（要因5） 

４．中間管理要因 
４－２－３ ルールの維持管理 

プラント保全部の保守担当課（機械保

修課、施設保全課、電気保修課、燃

料環境課）及び安全管理課の担当者

は、保修票(C)を確認していないにも

かかわらず、作業票を発行し作業に

着手した（要因48） 

問題事象３ 

プラント保全部の保守担当課の担当

者及び安全管理課の担当者は、保修

票(C)が確認できてから作業票を発行

し作業に着手すべきであったが、不適

合管理委員会での保修票起案の紹介、

保修票発行元課が保修票管理システ

ムに登録したことによるEメールの配

信を受けて、作業票を発行し、作業に

着手できるといった誤った認識を持っ

ていた（要因49） 

直接要因４ 

問題事象４ 

3 

3 

 組織の要因６ 

 組織の要因７ 

 組織の要因８ 

プラント保全部の保守担当課の担当

者は、「保修票に関する水平展開・懸

案事項管理マニュアル」に従い、水平

展開の必要性及び懸案事項の有無を

記載すべきであったが、一部の保修

完了報告書(A)について当該事項の

記載をせず処理を怠った（要因52） 

プラント保全部保守担当課（機械保修

課、施設保全課、電気保修課、燃料

環境課）の担当者は、保修完了報告

書の一部に水平展開の必要性及び懸

案事項の有無を記載せずに記録とし

て保管していた（要因61） 

直接要因５ 

プラント保全部の保守担当課長は、

「保修票に関する水平展開・懸案事項

管理マニュアル」に従い、記録の保管

部署として必要な確認を確実に実施

すべきであったが、記録の確認を担当

者に任せっきりにしており、保修票等

の処理に関するラインとしてのフォ

ローやチェックができていなかった（要

因56） 

プラント保全部の保守担当課の担当

者は、「保修票に関する水平展開・懸

案事項管理マニュアル」に従い、水平

展開の必要性及び懸案事項の有無を

記載すべきであったが、水平展開の

必要性や懸案事項の有無について記

載する意識が希薄だった（要因53） 

プラント保全部の保守担当課の担当

者及び安全管理課の担当者は、保修

票(C)が確認できてから作業票を発行

し作業の着手を行うべきであったが、

すでにシステム上では保修票の発行

が確認できることから作業票を発行し、

作業してよいと考えた（要因50） 

プラント保全部の保守担当課の担当

者及び安全管理課の担当者は、保修

票に関連する業務については、保修

票運用手順書に従い保守担当課とし

て保修票の手続きを実施することを

認識すべきであったが保修票は後で

回ってくるものと考えおり、ルールの

遵守ができていなかった（要因51） 

プラント保全部保守担当課長及び安

全管理課長は、保修票等に関連する

業務については、保修票運用手順書

等に従い記録の保管部署として記録

の確認を確実に実施すべきであった

が、記録の確認及び保管を担当者に

任せっきりにしており、保修票等の処

理に関するラインとしてのフォローや

チェックができていなかった（要因41） 

保修計画課（現保全管理課）、保修票

発行元課及び保守担当課は保修票運

用手順書に基づき保修票等の処理を

行うべきであったが、保修票運用手順

書で明記された手順と異なることに気

が付いてなかった（要因16） 

保修計画課（現保全管理課）TL、課長

は、保修票運用手順書に基づき保修

票発行元課及び保守担当課により保

修票等の処理を行うべきであったが、

手順と異なることが間違っているという

認識がなかった（要因17） 

問題事象２ 直接要因３ 

４．中間管理要因 
 ４－７－１ 役割・責任 

４．中間管理要因 
 ４－７－１ 役割・責任 

プラント保全部の保守担当課の担当

者は、「保修票に関する水平展開・懸

案事項管理マニュアル」に従い水平展

開必要性及び懸案事項の有無を記載

すべきであったが、水平展開の必要性

及び懸案事項の有無の記載の重要性

を理解せず、ルールの遵守ができてい

なかった（要因54） 

プラント保全部の保守担当課長は、

「保修票に関する水平展開・懸案事項

管理マニュアル」に従い、水平展開必

要性及び懸案事項の有無を確認すべ

きであったが、担当者が必要事項を記

載して保管していると思っていた（要因

55） 

プラント保全部保守担当課長及び安

全管理課長は、保修票(Ｃ）が発行さ

れてから作業票を発行して作業を着

手していることを確認すべきであった

が、担当者が必要な手順を踏まえて

作業票を発行して作業していると思っ

ていた（要因40） 

プラント保全部は、組織改編等により

保修票等の手続きに関する手順を検

討した際に実態に即した手順を明文

化すべきであったが、手順を見直し

明文化しなかった等、QMSの維持管

理に関する対応が不足していた（要

因6） 

保修計画課（現保全計画課）及び発電

課は、平成21年2月にプラント第2課か

らプラント保全部への組織改編があっ

た際、保修票運用手順書における関

係部署の役割等を含めて見直しをす

べきであったが、保修票等の処理が

結果的に保守担当課で行われるもの

と理解し、保修票等の処理の方法に

ついて具体的な検討を怠った（要因3） 

2 

2 
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G H I JA B C D E F

B-13 C-13 D-13 E-13 F-13 G-13 H-13

B-14 C-14 D-14 E-14 F-14 G-14 H-14

B-15 C-15 D-15 E-15 F-15 G-15 H-15

B-16 C-16 D-16 E-16 F-16 G-16 H-16

14

A-14 I-14 J-14

15

A-15 I-15 J-15

13

A-13 I-13 J-13

16

A-16 I-16 J-16

直接要因６ 

プラント保全部保守担当課長及び安

全管理課長は、保管する記録の上覧

が実施され、記録として保管している

ことを確認すべきであったが、担当者

が手順に従い上覧処理を実施し又は

保管すべき期間で保管していると思っ

ていた（要因38） 

保修票発行元課の担当者、保守担当

課の担当者及び保修票等のＢ票の保

存担当部署の担当者は、保修票等の

一部に関係者の未確認（未押印）の

状態で記録を保存していた。また、一

部の保修票等については、未保存の

状態であった（要因31） 

問題事象５ 

プラント保全部の保守担当課（機械保

修課、施設保全課、電気保修課、燃

料環境課）及び安全管理課の担当者

は、保管すべき保修票等について、確

認すべき者が確認（押印）し定められ

た期間記録として保存すべきであった

が、一部の保修票等について押印が

ない状態及び記載事項が抜けた状態

で保存されていることに気が付かな

かった（要因35） 

プラント保全部保守担当課及び安全

管理課の担当者は、作業は既に完了

しており、連絡するだけの記録である

ため、関係者の確認（押印）や必要な

期間保存することについて、確認する

意識が希薄だった（要因36） 

プラント保全部保守担当課長及び安

全管理課長は、保修票運用手順書に

従い、記録の保管部署として必要な

確認を実施すべきであったが、記録の

確認及び保管を担当者に任せっきり

にしており、保修票等の処理に関する

ラインとしてのフォローやチェックがで

きていなかった（要因39） 

プラント保全部保守担当課及び安全

管理課の担当者は、保修票運用手順

書に従い保修票等の押印や適切に保

管すべきだったが、保修票の記録の

保管としての重要性を理解せず、ルー

ルの遵守ができていなかった（要因

37） 

４．中間管理要因 
 ４－７－１ 役割・責任 

 組織の要因９ 

保修計画課（現保全管理課）担当者A

は、「保修票に関する水平展開・懸案

事項.管理マニュアル」に従い、部長の

押印欄のゴム印を押し、プラント保全

部へ回覧すべきであったが、部長の

押印欄のゴム印を押さず、プラント保

全部長へ上覧を失念した（要因57） 

保修計画課（現保全管理課）担当者A

は、「保修票に関する水平展開・懸案

事項管理マニュアル」に従い保修完了

報告書Aの処置やプラント保全部長へ

上覧を行う等のルールの遵守を行う

べきであったが、保修票の記録の保

管としての重要性を理解せず、ルール

の遵守ができていなかった（要因58） 

保修計画課長（現保全管理課長）及び

TLは、保修計画課（現保全管理課）担

当者Aが、「保修票に関する水平展

開・懸案事項.管理マニュアル」に従い、

処理（部長印のゴム印の押印、プラン

ト保全部長への上覧）を実施していな

いことに気が付くべきであったが、保

修計画課（現保全管理課）担当者Aが

処置を実施していると思っていた（要

因59） 

４．中間管理要因 
 ４－７－１ 役割・責任 

 組織の要因１０ 

保修計画課長（現保全管理課長）課及

びTLは、保修票等の処理作業を確実

に実施するよう担当者をフォローすべ

きであったが、保修票等の処理状況を

確認しない等、保修票等の作業を担

当者に任せっきりにしており、保修票

等の処理に関するラインとしてのフォ

ローやチェックができていなかった（要

因60） 

2 
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運営管理室長（現運営管理部長）は、

保修票運用手順書に従い保修票等の

Ｂ票について関係者が確認しているこ

とを確認してから記録を保管すべきで

あったが、各課が直接資料センター

（技術総括課）に保管を依頼していた

ため、一部の記録の不備について気

が付かなかった（要因45） 

直接要因８ 

運営管理室長（現運営管理部長）は、

保管する記録の上覧が確実になされ

たことを確認してから保管すべきで

あったが、持ち込まれた保修票等(Ｂ)

について担当（現技術総括課長）が適

切な記録となっていることを確認し保

管していると思っていた（要因46） 

運営管理室長（現運営管理部長）は、

保管する記録の上覧が確実になされ

たことを確認してから保管すべきで

あったが、運営管理室（現技術総括

課）は、記録を保管する場所を提供し

ている役割であり、資料センターに持

ち込まれた保修票等(Ｂ)を持ち込んだ

者が確認して保管依頼をしているの

で、運営管理室（現技術総括課）とし

て確認する必要はないと思っていた

（要因42） 

運営管理室長（現運営管理部長）は、

資料センターに持ち込まれた保修票

等(Ｂ)について適切な記録となってい

ることを手順に従って確認すべきで

あったが、持ち込まれた保修票等(Ｂ)

が適切な記録となっていることを確認

しておらず、ルールの遵守ができてい

なかった（要因43） 

 

運営管理室長（現運営管理部長）は、

保管する記録の上覧が確実になされ

たことを確認すべきであったが、記録

の確認を担当者に任せっきりにしてお

り、保修票等の処理に関するラインと

してのフォローやチェックができていな

かった（要因47） 

４．中間管理要因 
 ４－７－１ 役割・責任 

 組織の要因１３ 

保守担当課及び保修票発行元課の担

当者は、保存すべき保修票等につい

て、定められた期間記録として保存す

べきであったが、一部の保修票等につ

いて未保存の状態であることに気が

付かなかった（要因32） 

保守担当課長及び保修票発行元課

長は、記録として保管していることを

確認すべきであったが、担当者が手

順に従い保管すべき期間で保管して

いると思っていた（要因18） 

保守担当課及び保修票発行元課の既

に担当者は、作業は既に完了しており、

連絡するだけの記録であるため、必要

な期間保存することについて、確認す

る意識が希薄だった（要因33） 

発電課長及び保修票発行元課長は、

保修票運用手順書に従い、記録の保

管部署として必要な確認を実施すべ

きであったが、記録の保管を担当者

に任せっきりにしており、保修票等の

処理に関するラインとしてのフォロー

やチェックができていなかった（要因

19） 

保守担当課及び保修票発行元課の

担当者は、保修票運用手順書に従い

に従い適切に保管すべきであったが、

保修票の記録の保管としての重要性

を理解せず、ルールの遵守ができて

いなかった（要因34） 

４．中間管理要因 
 ４－７－１ 役割・責任 

 組織の要因１１ 

 組織の要因１２ 

直接要因７ 

運営管理室（現運営管理部）では、

保修票等に関連する業務について、

保修票運用手順書に従い保修票

等の手続きを実施すべきであった

が、関係者が理解して確実にでき

るような教育が不足し、保修票等

の手続きを遵守する意識の共有

が図られていなかった（要因44） 

４．中間管理要因 
 ４－７－４ 教育・訓練 

2 

プラント保全部の各課（機械保修課、

施設保全課、電気保修課、燃料環境

課）の保修票発行担当者は、保修票

運用手順書に従い保修票等のＢ票に

ついて運営管理室（現運営管理部）に

提出すべきであったが、保管場所が

資料センターであったため、直接持ち

込めばよいと考えた（要因63） 

プラント保全部の各課（機械保修課、

施設保全課、電気保修課、燃料環境

課）の保修票発行担当者は、ＱＭＳ文

書である保修票運用手順書の定めと

異なった管理を行っている認識がな

かった（要因64） 

プラント保全部の各課、安全管理課及

び発電課は、保修票等に関連する業

務について、保修票運用手順書に従

い保修票等の処理を実施すべきで

あったが、慣例で資料センターに持ち

込めばよいと考えおり、ルールの遵守

ができていなかった（要因65） 

2 



添付資料－3　根本原因分析結果の整理表（1/3）

番号 分析結果 分類 分析結果 JOFL分類

組織の要因1

保修計画課（現保全管理課）TL、課長は、担当者に対して保修票の重要性及
び保修票等の処理に関する注意事項を教育すべきであったが、ルーチン業務
であり、処理をこなせばよいと考え、業務の重要性や速やかな処理を理解して
確実にできるような教育を実施していなかった

【組織の要素を含む背後要因1-㉖に準ずる】

４．中間管理要因
　４－７－４　教育・
訓練

・プラント保全部は、ルーチン業務であっても業務の重要性や遵守すべき
事項を的確にまとめた教育資料もしくはＯＪＴによって確実に自覚教育を
実施すること
・ＯＪＴ等を通じて年度単位で理解度を評価する仕組みを構築すること
・保守管理の意味や重要性が理解できるよう動機づけを図ること

【対策の提言(3)③ⅳに準ずる】

組織の要因2

保修計画課（現保全管理課）TL、課長は、保修票等の処理作業を確実に実施
するよう担当者をフォローすべきであったが、保修票等の処理状況を確認しな
い等、保修票等の作業を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理に
関するラインとしてのフォローやチェックができていなかった

【組織の要素を含む背後要因1-⑱に準ずる】

４．中間管理要因
　４－７－１　役割・
責任

プラント保全部管理職は、ルーチン業務であっても業務担当職位に応じた
責任範囲と業務分担を「業務の計画」で、明確にし「報連相」の励行によっ
て個々の業務を管理職層が確実にマネジメントできるようにすること
【対策の提言(1)②ⅰに準ずる】

組織の要因3

プラント保全部は、定めた手順を遵守した上で、保修計画課（現保全管理課）
が窓口業務を行うこと及び保修票管理システム利用について、手順を変更す
る場合は、保修票運用手順書又はプラント保全部内のマニュアル等で見直す
必要があったが、保修票等の処理業務について保守担当課に引き渡す前の
前処理でありプラント保全部の計画及び管理を行う保修計画課（現保全管理
課）の業務の一つであるとして当該手順書や部内マニュアルの制定等の見直
しを行っておらず、QMSの維持管理に関する理解が不足していた

【組織の要素を含む背後要因1-⑦に準ずる】

４．中間管理要因
　４－２－３　ルー
ルの維持管理

・もんじゅは、現在運用している保守管理上の手順について仕組みが実
態と整合しているかを再確認すること
・文書レビューのやり方、視点を改めて教育する。また、教育には具体的
に何を確認したのかを確認者に問いかける等、チェックの仕方を含めるこ
と
・ルールを変更する場合は文書により明確にし組織決定することを徹底す
ること
【対策の提言(1)④ⅰ、ⅱに準ずる】

組織の要因4

プラント保全部の各課、安全管理課及び発電課は、保修票等に関連する業務
について、保修票運用手順書に従い保修票等の処理を実施すべきであった
が、慣例で保修計画課（現保全管理課）が実施するものと考えており、定めた
マニュアルを遵守する意識の共有が図られていなかった

【組織の要素を含む背後要因１－㉖に準ずる】

４．中間管理要因
　４－２－２　ルー
ルの遵守

ラインの管理職は、部下に対して、その業務が何に基づいて実施している
かを常に問いかける（「常に問いかける姿勢」の定着）等、ルール遵守の
重要性が理解できるよう動機づけを図ること

【対策の提言(3)③ⅳに準ずる】

組織の要因5

プラント保全部の各課、安全管理課及び発電課では、保修票等に関連する業
務について、保修票運用手順書に従い保修票等の手続きを実施すべきであっ
たが、関係者が理解して確実にできるような教育が不足し、保修票等の手続
きを遵守する意識の共有が図られていなかった

【組織の要素を含む背後要因1-㉖に準ずる】

４．中間管理要因
　４－７－４　教育・
訓練

もんじゅでは、もんじゅの従業員に対して、保修票運用手順書を含む6業
務以外のQMSに関する要領についても、実施する教育内容は実効的な
教育となるよう工夫するとともに、実施した教育内容を実行できるよう繰り
返し意識付けする等、理解促進に係る教育を実施すること
【対策の提言(3)③ⅱに準ずる】

問題事象2

保修計画課（現保全
管理課）、保修票発行
元課及び保守担当課
は保修票運用手順書
に基づき保修票等の
処理を行うべきであっ
たが、保修票運用手
順書で明記された手
順と異なることに気が
付いてなかった

直接要因3

保修計画課（現保全管理課）TL、課長は、保修票運用手順書
に基づき保修票発行元課及び保守担当課により保修票等の処
理を行うべきであったが、手順と異なることが間違っているとい
う認識がなかった

組織の要因6

プラント保全部は、組織改編等により保修票等の手続きに関する手順を検討
した際に実態に即した手順を明文化すべきであったが、手順を見直し明文化
しなかった等、ＱＭＳの維持管理に関する対応が不足していた

【組織の要素を含む背後要因3-⑨に準ずる】

４．中間管理要因
　４－２－３　　ルー
ルの維持管理

組織の要因３の対策提言に同じ（再掲）

もんじゅでは、「保修
票」、「暫定措置報告
書」、「保修完了報告
書」（以下「保修票等」
という。）の処理手順と
して自ら定めたQMS文
書「保修票運用手順
書」及び「保修票に関
する水平展開・懸案事
項管理マニュアル」に
基づく保修票等の確
認がなされておらず、
記録として保管されて
いなかった（不適合報
告書15-11、15-35）

頂上事象

問題事象1

保修計画課（現保全
管理課）担当者Aは、
プラント保全部の窓口
業務として、保修票運
用手順書に定めのな
い保修票の受付、配
付業務を実施し、保存
責任者へ返却してい
ない保修票等及び未
上覧の保修票等を所
持し、保修票等の処理
を実施していなかった

直接要因

直接要因1

保修計画課（現保全管理課）担当者Aは、保修票運用手順書に
規定のない業務である受理した保修票等の処理を運用として
行っており、当時の運用に従えば保修票管理システムに入力
後に保修票等を速やかに保守担当課へ渡すべきであったが、
保修票管理システムへ各課のＩＤを用いてログインし、受付業務
は完了しており現場作業が開始できることから、保修票等の帳
票の処理は遅滞してもよいと誤認した

直接要因2

保修票発行元課担当者は、保修票運用手順書に基づき、自課
で発行した保修票等を保守担当課へリリースすべきであった
が、保修票運用手順書に定めのない保修計画課（現保全管理
課）へこれまでの運用に従い渡していた

対策の提言
組織の要素を含む背後要因

　



添付資料－3　根本原因分析結果の整理表（2/3）

番号 分析結果 分類 分析結果 JOFL分類
頂上事象

直接要因
対策の提言

組織の要素を含む背後要因

組織の要因4 組織の要因４に同じ（再掲）
４．中間管理要因
　４－２－２　ルー
ルの遵守

組織の要因４の対策提言に同じ（再掲）

組織の要因5 組織の要因５に同じ（再掲）
４．中間管理要因
　４－７－４　教育・
訓練

組織の要因５の対策提言に同じ（再掲）

組織の要因7

プラント保全部保守担当課長及び安全管理課長は、保修票等に関連する業
務については、保修票運用手順書等に従い記録の保管部署として記録の確
認を確実に実施すべきであったが、記録の確認及び保管を担当者に任せっき
りにしており、保修票等の処理に関するラインとしてのフォローやチェックがで
きていなかった

４．中間管理要因
　４－７－１　役割・
責任

組織の要因２の対策提言に同じ（再掲）

組織の要因4 組織の要因４に同じ（再掲）
４．中間管理要因
　４－２－２　ルー
ルの遵守

組織の要因４の対策提言に同じ（再掲）

組織の要因5 組織の要因５に同じ（再掲）
４．中間管理要因
　４－７－４　教育・
訓練

組織の要因５の対策提言に同じ（再掲）

組織の要因8
プラント保全部の保守担当課長は、「保修票に関する水平展開・懸案事項管
理マニュアル」に従い、記録の保管部署として必要な確認を確実に実施すべ
きであったが、記録の確認を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理
に関するラインとしてのフォローやチェックができていなかった

４．中間管理要因
　４－７－１　役割・
責任

組織の要因２の対策提言に同じ（再掲）

組織の要因4 組織の要因４に同じ（再掲）
４．中間管理要因
　４－２－２　ルー
ルの遵守

組織の要因４の対策提言に同じ（再掲）

組織の要因5 組織の要因５に同じ（再掲）
４．中間管理要因
　４－７－４　教育・
訓練

組織の要因５の対策提言に同じ（再掲）

組織の要因9

プラント保全部保守担当課長及び安全管理課長は、保修票運用手順書に従
い、記録の保管部署として必要な確認を実施すべきであったが、記録の確認
及び保管を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処理に関するラインと
してのフォローやチェックができていなかった

４．中間管理要因
　４－７－１　役割・
責任

組織の要因２の対策提言に同じ（再掲）

組織の要因10

保修計画課長（現保全管理課長）及びTLは、保修票等の処理作業を確実に
実施するよう担当者をフォローすべきであったが、保修票等の処理状況を確
認しない等、保修票等の作業を担当者に任せっきりにしており、保修票等の処
理に関するラインとしてのフォローやチェックができていなかった

４．中間管理要因
　４－７－１　役割・
責任

組織の要因２の対策提言に同じ（再掲）

もんじゅでは、「保修
票」、「暫定措置報告
書」、「保修完了報告
書」（以下「保修票等」
という。）の処理手順と
して自ら定めたQMS文
書「保修票運用手順
書」及び「保修票に関
する水平展開・懸案事
項管理マニュアル」に
基づく保修票等の確
認がなされておらず、
記録として保管されて
いなかった（不適合報
告書15-11、15-35）

問題事象3

プラント保全部の保守
担当課（機械保修課、
施設保全課、電気保
修課、燃料環境課）及
び安全管理課の担当
者は、保修票(C)を確
認していないにもかか
わらず、作業票を発行
し作業に着手した

直接要因4

プラント保全部の保守担当課の担当者及び安全管理課の担当
者は、保修票(C)が確認できてから作業票を発行し作業に着手
すべきであったが、不適合管理委員会での保修票起案の紹
介、保修票発行元課が保修票管理システムに登録したことによ
るEメールの配信を受けて、作業票を発行し、作業に着手できる
といった誤った認識を持っていた

直接要因5

プラント保全部の保守担当課の担当者は、「保修票に関する水
平展開・懸案事項管理マニュアル」に従い、水平展開の必要性
及び懸案事項の有無を記載すべきであったが、一部の保修完
了報告書(A)について当該事項の記載をせず処理を怠った

直接要因6

問題事象4

プラント保全部保守担
当課（機械保修課、施
設保全課、電気保修
課、燃料環境課）の担
当者は、保修完了報
告書の一部に水平展
開の必要性及び懸案
事項の有無を記載せ
ずに記録として保管し
ていた

問題事象5

保修票発行元課の担
当者、保守担当課の
担当者及び保修票等
のＢ票の保存担当部
署の担当者は、保修
票等の一部に関係者
の未確認（未押印）の
状態で記録を保存して
いた。また、一部の保
修票等については、未
保存の状態であった

プラント保全部の保守担当課（機械保修課、施設保全課、電気
保修課、燃料環境課）及び安全管理課の担当者は、保管すべ
き保修票等について、確認すべき者が確認（押印）し定められ
た期間記録として保存すべきであったが、一部の保修票等につ
いて押印がない状態及び記載事項が抜けた状態で保存されて
いることに気が付かなかった

　



添付資料－3　根本原因分析結果の整理表（3/3）

番号 分析結果 分類 分析結果 JOFL分類
頂上事象

直接要因
対策の提言

組織の要素を含む背後要因

組織の要因4 組織の要因４に同じ（再掲）
４．中間管理要因
　４－２－２　ルー
ルの遵守

組織の要因４の対策提言に同じ（再掲）

組織の要因5 組織の要因５に同じ（再掲）
４．中間管理要因
　４－７－４　教育・
訓練

組織の要因５の対策提言に同じ（再掲）

組織の要因11

発電課長及び保修票発行元課長は、保修票運用手順書に従い、記録の保管
部署として必要な確認を実施すべきであったが、記録の保管を担当者に任
せっきりにしており、保修票等の処理に関するラインとしてのフォローやチェッ
クができていなかった

４．中間管理要因
　４－７－１　役割・
責任

組織の要因２の対策提言に同じ（再掲）

組織の要因4 組織の要因４に同じ（再掲）
４．中間管理要因
　４－２－２　ルー
ルの遵守

組織の要因４の対策提言に同じ（再掲）

組織の要因5 組織の要因５に同じ（再掲）
４．中間管理要因
　４－７－４　教育・
訓練

組織の要因５の対策提言に同じ（再掲）

組織の要因12

運営管理室（現運営管理部）では、保修票等に関連する業務について、保修
票運用手順書に従い保修票等の手続きを実施すべきであったが、関係者が
理解して確実にできるような教育が不足し、保修票等の手続きを遵守する意
識の共有が図られていなかった

４．中間管理要因
　４－７－４　教育・
訓練

組織の要因４の対策提言に同じ（再掲）

組織の要因13

運営管理室長（現運営管理部長）は、保管する記録の上覧が確実になされた
ことを確認すべきであったが、記録の確認を担当者に任せっきりにしており、
保修票等の処理に関するラインとしてのフォローやチェックができていなかっ
た

４．中間管理要因
　４－７－１　役割・
責任

組織の要因２の対策提言に同じ（再掲）

もんじゅでは、「保修
票」、「暫定措置報告
書」、「保修完了報告
書」（以下「保修票等」
という。）の処理手順と
して自ら定めたQMS文
書「保修票運用手順
書」及び「保修票に関
する水平展開・懸案事
項管理マニュアル」に
基づく保修票等の確
認がなされておらず、
記録として保管されて
いなかった（不適合報
告書15-11、15-35）

問題事象5

保修票発行元課の担
当者、保守担当課の
担当者及び保修票等
のＢ票の保存担当部
署の担当者は、保修
票等の一部に関係者
の未確認（未押印）の
状態で記録を保存して
いた。また、一部の保
修票等については、未
保存の状態であった

直接要因8

運営管理室長（現運営管理部長）は、保修票運用手順書に従
い保修票等のＢ票について関係者が確認していることを確認し
てから記録を保管すべきであったが、各課が直接資料センター
（技術総括課）に保管を依頼していたため、一部の記録の不備
について気が付かなかった

直接要因7

保守担当課及び保修票発行元課の担当者は、保存すべき保
修票等について、定められた期間記録として保存すべきであっ
たが、一部の保修票等について未保存の状態であることに気
が付かなかった
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